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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

 

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期

決算年月
平成16年
３月

平成17年
３月

平成18年
３月

平成19年
３月

平成20年
３月

売上高
(百万
円)

253,991 279,539318,506348,675203,296

経常利益又は
経常損失(△)

(百万
円)

11,700 13,662 14,597 10,939 △605

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万
円)

5,308 7,300 5,886 △9,874 △13,091

純資産額
(百万
円)

91,039 96,538 99,546 94,799 73,265

総資産額
(百万
円)

231,639 241,266241,285251,821168,579

１株当たり純資産額 (円) 1,663.491,763.96614.16 526.17 427.86

１株当たり当期純利
益
又は１株当たり当期
純
損失(△)

(円) 96.49 132.75 35.84 △60.94 △80.80

潜在株式調整後
１株当たり当期純利
益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 39.3 40.0 41.3 33.9 41.1

自己資本利益率 (％) 6.0 7.8 6.0 △10.7 △16.9

株価収益率 (倍) 20.5 6.0 22.5 ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

6,222 9,599 6,527 △2,377 2,781

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

△692 2,107 16,267△14,358 3,825

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

△6,180 △10,890△22,535 9,229 △4,119

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万
円)

15,046 16,983 17,190 11,617 11,931

従業員数
〔外、平均臨時・
嘱託雇用者数〕

(名)
3,551

〔11,781〕

3,590

〔10,669〕

3,645

〔8,804〕

4,586

〔9,328〕

3,228

〔4,260〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第51期において㈱加ト吉は、平成17年５月20日付で株式１株を３株に分割しております。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第49期～第51期は潜在株式がないため、第52期、第53

期は当期純損失であり、また潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

４　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業
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会計基準適用指針第８号)を適用しております。

 

EDINET提出書類

株式会社加ト吉(E00470)

有価証券報告書

  3/151



(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

 

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期

決算年月
平成16年
３月

平成17年
３月

平成18年
３月

平成19年
３月

平成20年
３月

売上高
(百万
円)

211,703 217,376 221,416 220,047 148,603

経常利益又は
経常損失(△)

(百万
円)

8,492 9,287 9,927 7,584 △1,209

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万
円)

591 4,358 7,690 △17,910 △14,381

資本金
(百万
円)

34,002 34,002 34,002 34,002 34,002

発行済株式総数 (株) 54,724,32954,724,329164,172,987164,172,987164,172,987

純資産額
(百万
円)

101,288 104,119 109,077 86,994 69,809

総資産額
(百万
円)

186,621 195,503 181,443 162,598 131,715

１株当たり純資産
額

(円) 1,850.901,902.76 673.01 536.87 430.94

１株当たり配当額
(内１株当たり中
間
配当額)

(円)

(円)

30.00

(15.00)

33.00

(15.00)

10.00

(5.00)

10.00

(5.00)

5.00

(5.00)

１株当たり当期純
利益
又は１株当たり当
期純
損失(△)

(円) 10.38 79.21 46.89 △110.53 △88.76

潜在株式調整後
１株当たり当期純
利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 54.3 53.3 60.1 53.5 53.0

自己資本利益率 (％) 0.6 4.2 7.2 △18.5 △18.3

株価収益率 (倍) 190.4 10.0 17.2 ― ―

配当性向 (％) 289.0 41.7 21.3 ― ―

従業員数
〔外、平均臨時・
嘱託雇用者数〕

(名)
957

〔261〕

964

〔275〕

957

〔257〕

951

〔269〕

974

〔282〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第51期においては、平成17年５月20日付で株式１株を３株に分割しております。

３　平成17年３月期の１株当たり配当額には、「創業50周年」記念配当３円が含まれております。

４　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第49期～第51期は潜在株式がないため、第52期、第53

期は当期純損失であり、また潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

５　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業

会計基準適用指針第８号)を適用しております。
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２ 【沿革】

当社は、株式額面金額の変更のための合併を行っており、形式上の存続会社の設立年月日は昭和24

年２月１日でありますが、以下の記載事項につきましては、別段の記述がないかぎり実質上の存続会

社(旧商号：加ト吉水産株式会社)についてのものであります。

 

年月 沿革

昭和31年９月 冷凍水産品の製造、販売を目的として加ト吉水産株式会社(本店香川県観音寺市観音寺町甲

4055番地３、資本金2,000千円)を設立。

昭和32年１月 本社工場(現：港工場)に冷凍設備完成、冷凍水産品(輸出用冷凍エビ)の製造開始。

昭和37年10月冷凍食品(エビフライ)の製造開始。

昭和39年３月 商号を株式会社加ト吉に変更。

昭和41年10月香川県観音寺市に本社及び本社工場を移転、冷凍野菜の製造開始。

昭和46年９月 香川県三豊郡に山本工場が完成し、シューマイ、ギョーザ、コロッケ等量産品目の製造開始。

昭和48年４月 配送体制強化のため株式会社加ト吉フードレックを設立(現・連結子会社)。

昭和51年２月 本店を香川県観音寺市観音寺町甲294番地１に移転。

昭和55年２月 株式の額面金額変更のため株式会社加ト吉(旧商号大宮建設工業株式会社、本店観音寺市)に合

併(合併期日昭和54年12月１日)。

昭和55年12月加ト吉食品株式会社を吸収合併し、善通寺工場、多度津工場を直営工場とする。

昭和59年７月 大阪証券取引所市場第二部に株式上場。

昭和61年７月 東京証券取引所市場第二部に株式上場。

昭和62年１月 株式会社加ト吉商事(現：株式会社加ト吉フードレック)の株式を取得し、ホテル事業に進出。

昭和62年５月 東京、大阪両証券取引所市場第一部に指定。

昭和62年11月香川県仲多度郡に中央工場が完成し、冷凍麺の量産体制が確立する。

昭和63年３月 栄和綜合リース株式会社を設立(現・連結子会社)。

平成３年10月 香川県綾歌郡に綾上工場完成。

平成４年３月 株式会社光陽の株式を取得(現・連結子会社)。

平成５年８月 香川県観音寺市に株式会社加ト吉フードレックの新配送センターが完成し稼働。

平成５年10月 中華人民共和国山東省に威海威東日綜合食品有限公司を設立(現・連結子会社)。

平成５年11月 本社社屋完成に伴い本店を香川県観音寺市観音寺町甲1490番地１に移転。

平成６年９月 新潟県南魚沼郡に新潟魚沼工場が完成し、冷凍米飯の量産体制が確立する。

平成６年９月 住友石炭鉱業株式会社と共同出資にて株式会社北海道加ト吉を設立(現・連結子会社)。

平成６年12月 居酒屋チェーンを展開する株式会社村さ来本社の株式を取得(現・連結子会社)。

平成７年12月 株式会社マリーン・フーズ他子会社４社を合併、商号を株式会社カトキチフーズ(現：加ト吉

水産株式会社)とする。

平成８年６月 新食糧法の施行に伴い米の販売開始。

平成８年８月 新潟魚沼工場に精米設備を新設し、精米から加工までの一貫生産体制が確立する。

平成８年８月 弁当、惣菜事業を展開するため株式会社関空デリカを設立(現・連結子会社)。

平成８年９月 新潟魚沼工場に第二工場が完成し、無菌パック米飯の量産体制が確立する。

平成８年12月 中華人民共和国山東省に青島加藤吉食品有限公司を設立(現・連結子会社)。

平成９年２月 決算日を11月30日から３月31日に変更。

平成９年９月 株式会社グリーンフーズの株式を取得(現・連結子会社)。

平成12年３月 冷凍食品製造販売業のケイエス冷凍食品株式会社の株式を取得(現・連結子会社)。

平成12年４月 加ト吉水産株式会社(存続会社)と株式会社カトキチフーズが合併(現・連結子会社)。

平成13年４月 株式会社加ト吉フードレック(存続会社)と株式会社加ト吉観光が合併。

平成14年６月 中華人民共和国山東省の青島亜是加食品有限公司の株式を取得(現・連結子会社)。

平成16年３月 株式会社アドバンスサポートの株式を取得(現・連結子会社)。

平成17年３月 栄和綜合リース株式会社(存続会社)と株式会社カトキチプロパティーが合併。

平成17年７月 川万水産株式会社の株式を取得(現・連結子会社)。

平成20年１月 日本たばこ産業株式会社が当社の親会社となる。
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３ 【事業の内容】

当社は、日本たばこ産業㈱の連結子会社であり、同社を中心とする企業集団の一員となっておりま

す。日本たばこ産業グループは、事業内容の区分により「国内たばこ」「海外たばこ」「医薬」「食

品」「その他」の事業部門から構成されており、当社は、「食品」に属しております。

当社の企業集団等は当社、子会社30社(間接保有会社12社含む)、関連会社41社(間接保有会社10社含

む)で構成され、冷凍食品、冷凍水産品等の製造、販売を主な事業内容とし、これに付帯する物流事業の

ほかホテル事業、外食事業などのサービス事業を展開しております。

当社グループの事業に係わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであり

ます。

食品事業…………当社、子会社19社(うち海外４社)、関連会社29社(うち海外16社)で、冷凍食品、

冷凍水産品等の製造、販売及びそれに付帯する物流事業を行っております。

サービス事業……①ホテル事業：子会社㈱加ト吉フードレックがことひら温泉琴参閣、空港グラ

ンドホテル、ホテルレオマの森他２ホテルを経営しておりま

す。

②外食事業　：子会社㈱村さ来本社が居酒屋チェーン(直営23店舗、FC275店舗)

を展開しております。

③その他　　：子会社10社、関連会社９社が主なものとしてリース・レンタル、

不動産の賃貸などの事業を行っております。
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事業の系統図は次のとおりであります。

 

 

EDINET提出書類

株式会社加ト吉(E00470)

有価証券報告書

  7/151



４ 【関係会社の状況】

 

名称 住所
資本金
又は出資金
(百万円)

主要な
事業の内容

議決権の
所有(被所有)
割合(％)

関係内容

(親会社)      

日本たばこ産業㈱
　＊３

東京都
港区

100,000

国内たばこ
海外たばこ
医薬
食品
その他

（被所有）
94.0

当社に原料を納入し、当社から商
品を仕入している。

(連結子会社)      

㈱加ト吉
フードレック
　＊１

香川県
観音寺市

7,038
食品事業
サービス事業

100

設備資金の貸付並びに金融機関よ
りの借入金に対する保証を行って
いる。
当社の製品・商品を物流管理し、当
社の製品・商品(飲食材料)を仕入
している。
土地・建物の一部を賃貸借してい
る。
役員の兼任等…３名

栄和綜合リース㈱
　＊１、４

香川県
観音寺市

3,420サービス事業 100

営業資金の貸付を行っている。
建物の一部を賃貸借している。
当社の設備の一部をリースしてい
る。
役員の兼任等…５名

㈱村さ来本社
東京都
中央区

146サービス事業 100
建物の一部を賃貸借している。
役員の兼任等…１名

㈱関空デリカ
大阪府
泉佐野市

383食品事業 100
金融機関よりの借入金に対する保
証を行っている。
役員の兼任等…４名

青島加藤吉食品
有限公司

中華人民
共和国
山東省

千米ドル
6,980

食品事業 100

営業資金の貸付並びに金融機関よ
りの借入金に対する保証を行って
いる。
当社の商品を製造している。
役員の兼任等…４名

威海威東日綜合食品
有限公司

中華人民
共和国
山東省

千米ドル
8,000

食品事業 87.5

金融機関よりの借入金に対する保
証を行っている。
当社の商品を製造している。
役員の兼任等…５名

㈱光陽
　＊２

愛知県
豊橋市

449食品事業 50.0
設備資金の貸付を行っている。
当社の商品を製造している。
役員の兼任等…２名

㈱北海道加ト吉
北海道
赤平市

100食品事業 100

金融機関よりの借入金に対する保
証を行っている。
営業資金の貸付を行っている。
当社の商品を製造している。
役員の兼任等…５名

加ト吉水産㈱
香川県
観音寺市

203食品事業 51.1
営業資金の貸付を行っている。
当社の商品を製造している。
役員の兼任等…４名

ケイエス冷凍食品㈱
　＊３

大阪府
泉佐野市

856食品事業
75.0
(28.0)

当社から原材料を仕入している。
役員の兼任等…４名

青島亜是加食品
有限公司

中華人民
共和国
山東省

千米ドル
5,730

食品事業 56.5
当社の商品を製造している。
役員の兼任等…３名

㈱グリーンフーズ
　＊３

大阪市
中央区

627食品事業 55.2
当社の製品・商品を仕入している。
営業資金の貸付を行っている。
役員の兼任等…３名

川万水産㈱
茨城県
ひたちなか
市

60 食品事業
100
(16.8)

当社に商品を納入している。
建物の一部を賃貸借している。
役員の兼任等…１名

㈱エフネット
茨城県
ひたちなか
市

10 食品事業
100
(100)

役員の兼任等…１名

㈱香川県観光開発
香川県
丸亀市

400サービス事業
63.0
(63.0)

役員の兼任等…１名
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名称 住所
資本金
又は出資金
(百万円)

主要な
事業の内容

議決権の
所有(被所有)
割合(％)

関係内容

(連結子会社)      

㈱アドバンスサポート
香川県
高松市

361サービス事業
51.0
(25.1)

役員の兼任等…２名

㈱プライムステージ
愛媛県
松山市

40 サービス事業
100
(100)

―

㈱オーシャンテレコム
高知県
高知市

90 サービス事業
100
(100)

―

㈱アドバンスモバイル
香川県
高松市

90 サービス事業
100
(100)

―

㈱アドバンス
ソリューション

香川県
高松市

90 サービス事業
100
(100)

―

㈱龍馬オフィス
サポート

高知県
高知市

10 サービス事業
100
(100)

―

(持分法適用関連会社)      

コック食品㈱
香川県
仲多度郡
まんのう町

37 食品事業 50.0

当社の商品を製造している。
金融機関よりの借入金に対する保
証を行っている。
役員の兼任等…４名

千一食品㈱
大韓民国
仁川広域市

百万韓国
ウォン
11,866

食品事業 35.0製造設備の賃貸をしている。

カトキチ高松開発㈱
香川県
高松市

1,000サービス事業
37.3
(37.3)

役員の兼任等…２名

㈱ハブ
　＊３

東京都
中央区

628サービス事業
42.8
(13.8)

建物の一部を賃貸借している。
役員の兼任等…２名

㈱キング食品
広島県
福山市

56 食品事業 50.0
当社の商品を製造している。
役員の兼任等…２名

㈱大冷
東京都
中央区

1,200食品事業
42.0
(0.5)

当社の製品・商品を仕入してい
る。

シンワオックス㈱
　＊３

大阪市
住之江区

1,761
食品事業
サービス事業

28.1
(2.6)

役員の兼任等…３名

山東凱加食品股?有限
公司

中華人民
共和国
山東省

千米ドル
5,180

食品事業 45.0

金融機関よりの借入金を保証して
いる。
当社の商品を製造している。
役員の兼任等…２名

P.T.SEKAR
KATOKICHI

インドネシ
ア

千米ドル
2,500

食品事業 40.0
当社の商品を製造している。
役員の兼任等…３名

(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　＊１：特定子会社であります。

３　＊２：持分は100分の50以下であるが実質的に支配しているため、子会社としております。

４　＊３：有価証券報告書の提出会社であります。

５　＊４：債務超過会社で債務超過の額は、平成20年３月末時点で、4,437百万円となっております。

６　議決権の所有割合の(　)内は、間接所有割合で内書であります。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現
在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

食品事業 2,591 [3,762]

サービス事業 545 [495]

全社(共通) 92 [3]

合計 3,228 [4,260]

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時・嘱託従業員数は[　]内に年間の平均人員を外数で記載しています。

２　全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。

３　当連結会計年度において、従業員数が1,358名、臨時・嘱託従業員数が5,068名それぞれ減少しておりま

すが、これは舟山加藤佳食品有限公司、シンワオックス㈱外13社の連結範囲の変更等によるものであり

ます。

 

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現
在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

974 [282] 41.0 14.1 5,755

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時・嘱託従業員は[　]内に年間の平均人員を外数で記載しています。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

 

会社名 名称 組合員数(名)

当社・株式会社加ト吉フードレッ
ク・ケイエス冷凍食品株式会社

ＵＩゼンセン同盟北四国労働組合 558

加ト吉水産株式会社福島工場 日本食品関連産業労働組合連合会 31

株式会社北海道加ト吉 ＵＩゼンセン同盟北海道ユニオン 70

(注)　労使関係については特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、堅調な企業収益を背景に、設備投資の増加、雇用情勢の改

善が見られるなど、景気は緩やかな回復基調で推移していましたが、下半期に入り、サブプライム

ローン問題に端を発した金融市場の信用収縮の影響を受けた米国経済の減速、原油・原材料価格の

高騰、個人消費の伸び悩みなど、景気の減速がみられました。

当社グループが関連する事業におきましては、相次ぐ食品の偽装表示問題に中国製品の安全性問

題が重なり、消費者の食の安全に対する不信感が強まる中、下半期には、原油・原材料価格の上昇に

伴う値上げ問題が消費・購買活動の抑制に追い打ちを掛けるなど、当社グループを取り巻く経営環

境は一段と厳しさを増しております。このような状況の下、当社グループは、社会に認められ社会に

貢献する企業に生まれ変わるために最重要課題として認識した内部統制及び品質管理体制の強化

・充実に邁進するとともに、企業価値向上を目指した事業計画の策定に取り組み、新業種・新業態

への提案営業、「安心・安全」をキーワードとした商品開発に努めて参りました。

この間、当社は当社事業を確実に且つ加速度的に成長させるための方策を模索しておりました

が、当社と日本たばこ産業㈱(以下、「JT」と言います。)の経営資源を集約することで、競争力を有

するとともに、最高水準の品質管理体制を実現できる総合食品メーカーを目指すことが当社の企業

価値を高めるために最善であると判断し、JTによる当社普通株式に対する公開買付け等によって、

JTの完全子会社となることといたしました。本件につきましては、平成20年３月13日開催の臨時株

主総会及び普通株主による種類株主総会にて承認されております。

この結果、当連結会計年度の売上高は牛ミンチ偽装事件や中国製冷凍食品問題の影響ならびに連

結対象子会社の減少などから2,032億96百万円(前年同期比41.7％減)となり、営業利益は生産性の

向上と経費削減に努めましたが、減収ならびに原油・原材料価格高騰の影響などにより、24億78百

万円(前年同期比75.6％減)となりました。また、ノンコア事業への今後の対応を視野に入れ固定資

産の減損損失や関係会社への貸付金に対する貸倒引当金の計上などを行った結果、130億91百万円

の当期純損失(前年同期は98億74百万円の純損失)となりました。

 

事業の種類別のセグメントの状況は次のとおりであります。

 

〔食品事業〕

食品事業の売上高は前年同期比42.1％減の1,859億58百万円となり、営業利益は75.3％減の23億

60百万円となりました。

 

〈冷凍食品部門〉

冷凍食品部門は、牛ミンチ偽装事件及び中国製冷凍食品問題に端を発する売上不振に加え、下半

期には原油・原材料価格の高騰に伴う値上げ問題が発生するなど、業界全体で期を通して厳しい市

場環境が続きました。

このような状況の下、重点商品の拡販と高付加価値商品の提案に努め、主力の冷凍うどんに関し

ては、引き続き「プロジェクト３・３・３」によるカテゴリー毎のきめ細やかな営業活動を行いま

した。その結果、市販用では、「国産小麦さぬきうどん３食」「さぬきうどん５食」、業務用では“

国産ロースカツ”シリーズが好調な売上を維持いたしました。

しかしながら、牛ミンチ偽装事件により、コロッケをはじめとする畜産加工品の売れ行きが全般

的に低調であったことから、売上高は減少いたしました。
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〈冷凍水産品部門〉

冷凍水産品部門は、中国産鰻問題に端を発する一連の中国加工品に対する不信感から、中国産水

産物の売れ行きが極度の不振に陥ったことに加え、欧米・中国における水産品に対する需要増加に

伴う世界的原料不足から原料価格が高騰するなど、厳しい販売環境が続きました。

このような状況の下、既存商品の底上げを目標に、主要品目の販売強化、組織改革による営業力強

化等に努めましたが、鰻・エビ類の取扱減少、帳合取引の会計処理を「純額表示」へ変更したこと

等により、売上高は減少いたしました。

 

〈常温食品部門他〉

常温食品部門は、消費者の低価格志向の影響により特売訴求が顕著となるなど、全般的には低調

な販売環境でありました。このような状況の下、重点商品の強化・拡販及び収益力の拡大に努めま

した。

その結果、無菌包装米飯分野では、個食化ニーズを反映して、「おいしいたきたてご飯(21世紀)３

Ｐ」等が堅調な売上を維持いたしました。また、即席麺分野では、健康志向にマッチしたノンフライ

製法の“油で揚げていないカップ麺”シリーズ及びフライ麺の「だしがきいてる醤油ラーメン」

が好調な売上を持続いたしました。

新商品開発につきましては、無菌包装米飯分野では、食の多様化・健康志向ニーズに対応した

「梅がゆ」「白がゆ」などの“おかゆ”シリーズを提案いたしました。

 

〔サービス事業〕

サービス事業の売上高は前年同期比36.4％減の173億37百万円となり、営業利益は前年同期比

57.4％減の１億99百万円となりました。

 

〈ホテル部門〉

ホテル部門では、四国への観光入込客数の減少及び原油・原材料価格の高騰の影響を受け、依然

厳しい営業環境にありました。このような状況の下、“こんぴらさん”のふもとにて展開している

「湯元ことひら温泉　琴参閣」については、サービス向上による客単価アップ及び経費抑制に努め

ました。その結果、インターネット予約客数が増加いたしましたが、団体客の減少などにより、売上

高は減少いたしました。また、「ホテルレオマの森」について、宿泊者の交通手段を考慮した販売促

進プランを提案するなど、宿泊者増に努めました。しかしながら、「ニューレオマワールド」への入

園者減の影響などから、売上高は減少いたしました。

 

〈外食部門〉

外食部門では、㈱村さ来本社が展開する居酒屋事業について、競争環境の激化、業界の二極化進展

等、依然厳しい経営状況が続いております。このような状況の下、原材料のトレーサビリティ、並び

に品質面での安全強化に努める一方で、個室感を打ち出した「ゆるりと菜　村さ来」のFC展開、「海

鮮と炙り　囲の一」の新規出店、老朽化の進んだ小型店舗の改装店として、「囲炉家　村さ来」を

オープンするなど、積極的な店舗運営を行ってまいりました。しかしながら、特に郊外型FC店舗の減

少などの影響により、売上高は減少いたしました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

 

項目
前連結会計年度
(百万円)

当連結会計年度
(百万円)

増減
(百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,377 2,781 5,158

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,358 3,825 18,184

財務活動によるキャッシュ・フロー 9,229 △4,119 △13,349

現金及び現金同等物に係る換算差額 68 46 △22

現金及び現金同等物の増減額(減少：△) △7,438 2,532 9,971

新規連結に伴う現金及び現金同等物増加 1,864 ― △1,864

連結除外に伴う現金及び現金同等物減少 ― △2,219 △2,219

現金及び現金同等物期末残高 11,617 11,931 313

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における営業活動による資金の収支は、主に税金等調整前当期純損失140億70百

万円を計上し、仕入債務の減少額85億77百万円、法人税等の支払額14億17百万円等があったものの、

売上債権の減少額102億62百万円や貸倒引当金の増加額73億18百万円、減損損失61億９百万円並び

に減価償却費41億95百万円等の計上があったことにより、前連結会計年度に比べ51億58百万円増加

し、27億81百万円の収入となりました。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における投資活動による資金の収支は、主に有形・無形固定資産の取得による支

出33億98百万円や定期預金の預入による支出17億28百万円、貸付けによる支出13億59百万円等が

あったものの、投資有価証券の売却等による収入57億11百万円や貸付金の回収による収入26億50百

万円、定期預金の払戻しによる収入12億41百万円等があったことにより、前連結会計年度に比べ181

億84百万円増加し、38億25百万円の収入となりました。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における財務活動による資金の収支は、主に短期借入金の増加額69億82百万円や

長期借入れによる収入23億８百万円等があったものの社債の償還による支出100億円や長期借入金

の返済による支出17億11百万円、親会社による配当金の支出16億20百万円等があったことにより、

前連結会計年度に比べ133億49百万円減少し、41億19百万円の支出となりました。

 

以上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は前連結会計年度末より３億13百万円

増加して119億31百万円となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

 

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

　冷凍食品部門 61,404 76.2

　常温食品部門他 27,124 83.5

食品事業 88,529 78.3

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しておりません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　金額は標準卸売価格で算出しております。

 

(2) 受注実績

受注生産をしておりません。

 

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

　冷凍食品部門 128,440 65.5

　冷凍水産品部門 4,315 10.3

　常温食品部門他 53,202 63.9

食品事業 185,958 57.9

サービス事業 17,337 63.6

合計 203,296 58.3

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　相手先別販売実績において、総販売実績に対する当該割合が10％を超える相手先はありません。
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３ 【対処すべき課題】

１．不適切な取引行為の再発防止に向けた経営方針について

当社は、不適切な取引行為の再発防止と積極的な経営改革に向けて平成19年５月10日開催の取締

役会において、再発防止に向けた経営方針を下記のとおり決定いたしました。

 

(1) 売上至上主義、対前年度比較主義との決別

①　帳合取引の計上見直し、計上基準の厳格化、循環取引防止のための管理システムの確立

②　計画・実行・検証サイクルの導入

③　人事評価制度の見直し

(2) 内部統制システムの確立

①　取締役の責任のより一層の自覚と取締役会の活性化

②　内部監査体制(事後チェック)の強化

③　経営管理機能(事前チェック)の徹底的な強化

④　グループマネジメントの再構築

⑤　業務フローの見直し(チェック、牽制体制強化)

⑥　①～⑤に沿った組織・規程の見直し

(3) 公的存在としての企業責任の再確認

①　経営陣の一新、外部人材の登用

②　財務の透明化と説明責任の貫徹

③　コンプライアンスの徹底

 

上記経営方針に従い、当連結会計年度におきまして当社は内部統制体制の強化、充実及び経営全

般にわたる組織、規程の見直し、売上拡大主義からの脱却などの施策を実施し、その実施状況及び運

用状況を「改善報告書」(平成19年７月11日付)、「改善状況報告書」(平成20年１月25日付)として

証券取引所に提出しております。今後につきましても、これら施策の継続的な運用を引き続き行っ

ていく所存です。

 

２．冷凍食品事業の統合について

JTの完全子会社になることにより、両者の経営資源を集約し、総力を上げて最高水準の品質管理

体制の構築に取組み、消費者の食の安全に対する信頼の回復に努めるとともに、高付加価値・高品

質商品の開発に努めてまいります。

①　最高水準の品質管理体制の構築(全社的課題)

当社は、これまでも、相次ぐ食の安全性問題に鑑み、DNA検査設備の導入、原材料仕入先の選定基

準・監査強化などに取り組んでまいりました。

今後も、総合食品メーカーとして、更なる品質管理体制の強化に積極的に取り組んでまいりま

す。具体的には、本社検査センター(香川県)を強化することに加え、中国製品全般の品質管理業務

を担う中国品質管理センターを設立(2008年８月稼動予定)することにより、中国製品に対するダ

ブル・チェック体制を確立いたします。また、商品パッケージ表示において主要原材料原産国の

表記を、主力商品より順次実施するなど、消費者の食に対する信頼の再構築に努めてまいります。

EDINET提出書類

株式会社加ト吉(E00470)

有価証券報告書

 16/151



②　事業別課題

<食品事業>

食品事業につきましては、値上げ問題に加え、昨今の食を取り巻く環境など懸念材料は払拭で

きないものの、「食の安心・安全」を理念として、重点商品の強化・拡販に努め、高付加価値・高

品質商品の開発を推進してまいります。

<サービス事業>

サービス事業につきましては、原油・原材料価格の高騰など不安材料は払拭できないものの、

経費抑制・サービス向上に努めるとともに、新業種・新業態の展開を行ってまいります。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な

影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したもので

あります。
 

(1) 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

当社グループは、主に海外生産拠点として中国ほか３カ国に関係会社を有しております。これら

の関係会社から、商品並びに原材料の水産品等を調達しております。仕入価格の平準化を図るため、

一部為替予約を行ってはいるものの、為替変動が連結業績に影響を及ぼす可能性があります。
 

(2) 役員・大株主・関係会社等に関する重要事項

関係会社等に対する投融資や保証債務については常々、対象先についての財政状態の分析や経営

指導を行っておりますが、投資先の財政状態によっては業績に影響を及ぼす可能性があります。
 

(3) 固定資産の減損

当社グループが保有する資産の時価が著しく下落し、短期的にその状況の回復が見られない場

合、当該資産に減損が発生し、業績及び財産状態に影響を及ぼす可能性があります。
 

(4) 有利子負債の削減について

有利子負債については引き続き圧縮の方向で対応いたしますが、我が国金融政策の変化に伴い、

金利が上昇した場合は業績に影響を及ぼす可能性があります。
 

(5) 有価証券の保有について

株式市場の状況によっては、時価のあるその他有価証券の評価損などが発生し、業績や財政状態

に影響を及ぼす可能性があります。
 

(6) 不採算事業の見直しについて

当社グループにおいて経営の健全化を図るため不採算事業の見直しが生じた場合、損失が発生す

る可能性があります。
 

(7) 海外の政治・経済・社会情勢の影響について

当社グループの海外からの原材料等の調達は年々増加しておりますが、政府間の輸出入規制や海

外諸国の経済情勢の変化や生産拠点の局地的な災害、異常気象などの発生により、当社グループの

原材料等仕入に支障をきたした場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
 

(8) 原材料調達及び製造工程における品質チェック体制の強化

原材料調達段階で原料、加工原料などのトレーサビリティはもとより病原菌、農薬、海洋汚染など

のチェックシステムの確立が食品メーカーとしての責務でありますが、不測の事態が発生した場合

は企業イメージ、商品ブランドの信頼低下によるダメージと商品回収等の経済的損失を被る可能性

があります。
 

(9) 重要な訴訟事件等の発生に係るもの

(重要な後発事象)に記載のとおり、当社の連結子会社である加ト吉水産㈱は、前連結会計年度に

おいて大阪の中堅商社である茶谷産業㈱が同社に対して売買代金債権約33億円を有しているとし

て、また、みずほ銀行からは茶谷産業㈱から譲り受けた同債権の一部約33億円に基づき、それぞれ訴

訟を提起されております。

これに対して、加ト吉水産㈱は、上記売買代金債権の根拠となる売買契約に関する「売買契約

書」において使用されている同社の代表印、会社印・代表者名を表示するゴム印は、いずれも偽造

されたものであり、同売買契約は無効であるとして、被疑者不詳で訴訟提起しております。
 

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
 

EDINET提出書類

株式会社加ト吉(E00470)

有価証券報告書

 18/151



６ 【研究開発活動】

<食品事業>

社会経済の成熟化にともなう消費者の嗜好の多様化、個性化、また近年の年齢構成等にともなう消

費形態の多様化に対応するべく各品群毎の研究員配置による体制を充実し、また社内の各部門との連

携により新商品および新技術の開発に努めております。

当連結会計年度における研究開発費は529百万円であります。

市販用冷凍うどん(素材麺)を全品レンジ対応可に切り替え、新商品として個包装で賞味期限を個々

に印字した「熟練の味本場さぬきうどん５食」を追加いたしました。素材麺７品で購入頻度増と市場

拡大を図ります。つゆ付の“麺棒一番シリーズ”はつゆのだし感と旨みをアップし、「肉うどん」な

ど具付きの讃岐麺一番シリーズ３品は水量を測れる計量トレイ付に改良いたしました。米飯は和風を

重点に、国内製造と国産素材を訴え、赤飯などを商品改定いたしました。対馬産ひじきと国内銘柄鶏な

ど５種類の国産具材を昆布だしで味付けした「ひじきごはん」を新発売、夏場向けにピリ辛酸辣チキ

ンとしょう油漬けしたにんにくを使用し、味わい深さと風味を活かした本格炒飯「酸辣チキンのガー

リック炒飯」を提案いたしました。弁当向けは、「肉豆腐カツ」と「牛肉とごぼうのしぐれ煮揚げ」

の２品。「鮮直送えびフライ５尾」はブラックタイガーからバナメイに切り換え、新発売いたしまし

た。

業務用は健康、安全安心を切り口とし、①魚加工品、②コロッケ、③かき揚げ、④豆腐加工品を計12品

販売、冷凍麺は流水解凍の“ＮＥＷ流し麺”シリーズで４種、これに「流水パスタ」を加え需要拡大

を図りました。水産加工品では炭火焼きの「炭焼あじ塩焼」、「炭焼いわし塩焼」を揃えました。オラ

ンダ・ドーバー海峡沖で獲れた原料を炭火でていねいに焼き上げており香ばしさが味わえ、自然解凍

の新しい提案商品であります。コロッケ中嶋農法(土壌診断に基づく健全な土壌で、健全な生育を維持

するための生育コントロールをした農法)と減農薬で栽培した野菜を原料に、低吸油衣(通常より20％

低減)で仕上げた「大地の匠味」シリーズを新設、牛肉コロッケはＤＮＡ検査で肉種鑑別した国産牛

肉を使用しております。かき揚げも「国産野菜」を商品名に打ち出し、また、新鮮な玉ねぎに鶏ミンチ

を練り合わせ、豆腐や枝豆のベースで包んだ商品「豆腐のひき肉包み」や豆腐カツなどの豆腐加工品

は高齢者、健康対応向けに提案いたしました。

 

<サービス事業>

該当事項はありません。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

①　重要な会計方針及び見積り

当社グループは、連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値並びに報

告期間における収益・費用の報告数値に特に重要な影響を与える見積りは繰延税金資産、貸倒引

当金、債務保証損失引当金等の各種引当金並びに未払法人税等であり、継続して合理的に評価し

ております。また、過去の実績や状況に応じて合理的と思われる様々な要因に基づき行っており

ますが、見積り特有の不確実性があるために実際の結果と異なる場合があります。

 

②　当連結会計年度の経営成績の分析

(売上高及び経常利益)

当社グループの連結売上高は、前連結会計年度より1,453億79百万円減少し、2,032億96百万円

となりました。連結売上高が減少した主な要因は、牛ミンチ偽装事件や中国製冷凍食品問題の影

響ならびに連結対象子会社の減少によるものであります。このうち、連結対象子会社の減少(持分

法適用会社への移行及び連結除外)による影響額は958億76百万円であります。

事業の種類別セグメントの状況は以下の通りであります。食品事業の売上高は、前連結会計年

度より1,354億68百万円減少し、1,859億58百万円となりました。その内、冷凍食品部門では、牛ミ

ンチ偽装事件及び中国製冷凍食品問題に端を発する売上不振に加え、原油・原材料価格の高騰に

伴う値上げ問題が発生するなど、期を通じて厳しい市場環境が続きました。冷凍水産品部門では、

特に中国産鰻問題に端を発する一連の中国加工品に対する不信感から、中国水産物の売れ行きが

極度の不振に陥ったことに加え、欧米・中国における水産品に対する需要増加に伴う世界的原料

不足から原料価格が高騰するなど、厳しい販売環境が続きました。常温食品部門では、消費者の低

価格志向の影響により特売訴求が顕著になるなど、全般的には低調な販売環境でありました。一

方、サービス事業の売上高は、前連結会計年度より99億10百万円減少し、173億37百万円となりま

した。ホテル部門では、四国への観光入込客数の減少及び原油・原材料価格の高騰の影響を受け、

依然厳しい営業環境でありました。また、外食部門におきましても食の安全性問題による影響な

ど、厳しい経営状況が続いております。

売上原価は、前連結会計年度より1,306億３百万円減少し、1,686億78百万円となりました。売上

原価率は、原油・原材料価格高騰による影響と水産原料市況の悪化などがあったものの、コスト

低減と外食部門の収益力向上に努めたことから2.8％減少して、83.0％となりました。

また、販売費及び一般管理費は、前連結会計年度より71億４百万円減少し、321億39百万円とな

りました。

この結果、営業利益は前連結会計年度より76億71百万円減少し、24億78百万円となりました。

また、経常損益は通貨スワップ評価損17億27百万円等の計上により、前連結会計年度より115億

44百万円減少し、６億５百万円の経常損失となりました。

 

(特別損益及び特別損失)

特別損益は前連結会計年度220億8875百万円の損失(純額)から、134億66百万円の損失(純額)と

なりました。この主な要因としては、前連結会計年度はたな卸資産評価損30億１百万円、貸倒引当

金繰入額148億11百万円等を計上いたしましたが、当連結会計年度は減損損失61億９百万円、貸倒

引当金繰入額45億88百万円等を計上したことによるものであります。

この結果、前連結会計年度に比べ法人税、住民税及び事業税は33億18百万円減少したものの、法

人税等調整額が43億98百万円増加したため、当期純損益は前連結会計年度より32億17百万円減少

し、当期純損失130億91百万円となりました。
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③　経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループのうち、食品事業では少子高齢化の進行と依然として続く消費者の低価格志向の

影響で、販売競争は今後激しさを増していくものと予想されます。また、原油・原材料価格の高騰

などの影響が懸念されます。一方、サービス事業では、入込客数の減少と客単価の低下に加え、業

種業態を超えた競争が激化しております。

 

④　財政状態の分析

(資産、負債及び資本の状況)

総資産は前連結会計年度末に比べて832億42百万円減少し、1,685億79百万円となりました。総

資産が減少した主な要因は、連結対象子会社の減少(持分法適用会社への移行及び連結除外)によ

るものであり、その影響額は566億33百万円であります。勘定科目別の主な増減は以下の通りであ

ります。上記要因に加え、牛ミンチ偽装事件や中国製冷凍食品問題の影響もあり、受取手形及び売

掛金が278億44百万円、たな卸資産が109億57百万円減少、連結子会社の固定資産の減損損失の計

上に伴い、有形固定資産が189億73百万円減少しております。その他、投資有価証券が58億56百万

円、長期貸付金が57億62百万円減少しております。

負債合計は前連結会計年度末に比べて617億８百万円減少し、953億13百万円となりました。負

債が減少した主な要因は、連結対象子会社の減少(持分法適用会社への移行及び連結除外)による

ものであり、その影響額は486億38百万円であります。勘定科目別の主な増減は以下の通りであり

ます。上記要因に加え、牛ミンチ偽装事件や中国製冷凍食品問題の影響もあり、支払手形及び買掛

金が250億53百万円減少し、その他、有利子負債である短期借入金が73億48百万円、社債が128億80

百万円及び長期借入金が74億80百万円減少しております。

純資産は前連結会計年度末に比べて215億33百万円減少し、732億65百万円となりました。純資

産が減少した主な要因は、当期純損失130億91百万円の計上による利益剰余金の減少が146億92百

万円、連結対象子会社の減少(持分法適用会社への移行及び連結除外)による少数株主持分の減少

が55億83百万円であります。

この結果、１株当たり純資産額は前連結会計年度末に比べて98.31円減少し、427.86円となり、

自己資本比率は前連結会計年度末に比べて7.2％上昇し、41.1％になりました。

 

(キャッシュ・フローの状況)

当社グループの当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前

当期純損失140億70百万円を計上し、牛ミンチ偽装事件や中国製冷凍食品問題の影響を受けた結

果、仕入債務の減少額85億77百万円等があったものの、同様の影響による売上債権の減少額102億

62百万円や親会社及び連結子会社の個別引当に伴う貸倒引当金の増加額73億18百万円、連結子会

社の固定資産に係る減損損失61億９百万円の計上並びに減価償却費41億95百万円等の計上が

あったことにより、前連結会計年度に比べ51億58百万円増加し、27億81百万円の収入となりまし

た。投資活動によるキャッシュ・フローは投資有価証券の売却57億11百万円等により、前連結会

計年度に比べ181億84百万円増加し、38億25百万円の収入となりました。財務活動によるキャッ

シュ・フローは有利子負債の返済による減少24億21百万円等により、前連結会計年度に比べ133

億49百万円減少し、41億19百万円の支出となりました。

さらに連結対象子会社の減少(持分法適用会社への移行及び連結除外)に伴い現金及び現金同

等物が22億19百万円減少したことに伴い、現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度よ

り３億13百万円増加し、119億31百万円となりました。

 

⑤　経営者の問題意識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、常に危機感を持って将来を見据え、グローバルな視野で迅速に改革

を進めるとともに、食品企業として消費者の皆様に信頼と支持をいただける様、「安心と安全」

を提供することがメーカーの使命であると考え「安全保障体制」の充実を図ります。また、グ

ループ会社において内在するリスク要因にも注視し、あらゆる対策を講じてまいります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループ(当社及び連結子会社)は成長が期待できる分野に重点を置き、生産能力の増強と合理

化・省力化を目的として継続的に設備投資を実施しております。

当連結会計年度において実施した設備投資の総額は33億21百万円であります。

食品事業  2,543百万円

サービス事業  374

計  2,917

消去又は全社  403

合計  3,321

   

 

食品事業においては、当社新潟魚沼工場の無菌米飯設備等(４億47百万円)、中央工場の冷凍米飯製

造設備等(２億29百万円)、山本工場のコロッケ製造設備等(１億21百万円)、加ト吉水産㈱の倉庫一式

(１億32百万円)、ケイエス冷凍食品㈱の肉だんご用ライン設備(63百万円)などの設備投資を実施いた

しました。

サービス事業においては、㈱加ト吉フードレックのホテルリニューアル工事(１億61百万円)や㈱ア

ドバンスサポートのショップ出店費用(１億８百万円)などの設備投資を実施いたしました。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成20年３月31日現
在

事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

本社工場
(香川県観音寺市)

食品事業
冷凍食品
生産設備

292 290
403
(11.0)

5 992
70
〔37〕

山本工場
(香川県三豊市)

〃 〃 448 584
174
(15.7)

84 1,292
63
〔61〕

中央工場
(香川県仲多度郡
多度津町)

〃 〃 692 1,039
236
(13.2)

5 1,973
75
〔36〕

綾上工場
(香川県綾歌郡
綾川町)

〃 〃 207 253
171
(8.4)

4 636
41
〔27〕

新潟魚沼工場
(新潟県南魚沼市)

〃 〃 1,243 1,495
287
(43.0)

454 3,479
75
〔55〕

東京本社
(東京都中央区)

―
本社機能
販売業務

47 ― ― 29 76
52
〔―〕

香川本社
(香川県観音寺市)

― 〃 3,552 187
3,937
(64.6)
〔5.2〕

333 8,010
224
〔17〕

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品、建設仮勘定の合計であります。なお、金額には消費税等は含

まれておりません。

２　土地及び建物の一部を賃借しており、年間賃借料は233百万円であります。

３　土地の面積中〔　〕内は借用のものであり外書しております。

４　従業員数の〔　〕は、臨時・嘱託従業員数を外書しております。

５　本社には賃貸中の物件が次のとおり含まれております。

 

賃貸先
建物

及び構築物
(百万円)

機械装置
及び運搬具
(百万円)

土地
(面積千㎡)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

連結子会社 108 37
469
(16.5)

0 616

連結子会社以外の会
社

2,719 87
3,294
(44.0)

0 6,102
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(2) 国内子会社

平成20年３月31日現
在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の
種類別
セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

株式会社
加ト吉フー
ド
レック

物流センター
及び２倉庫
(香川県
観音寺市)

食品事業
倉庫、配送
設備

1,547 848
954
(37.5)

103 3,453 123

〃

ことひら温泉
琴参閣
(香川県
仲多度郡
琴平町)

サービス
事業

ホテル
設備

1,622 8
861
(15.5)

54 2,546
103
〔48〕

栄和綜合
リース
株式会社

新大阪ビル＊
１
(大阪市
淀川区)

〃
賃貸ビル
設備

844 0
3,047
(1.3)
《1.3》

0 3,893 ―

〃

湯原カント
リークラブ
(岡山県
真庭市)

〃
賃貸
ゴルフ場
設備

383 6
1,330
(764.6)
《764.6》

4 1,724 ―

〃

築地センター
ビル＊１
(東京都
中央区)

〃
賃貸ビル
設備

1,172 ―
1,046
(0.3)
《0.2》

― 2,218 ―

(注) １　＊１：連結会社以外の者へ賃貸しております。

２　帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品、建設仮勘定の合計であります。なお、金額には消費税等は含

まれておりません。

３　土地の面積中《　》内は貸与中のものであり内書しております。

４　従業員数の〔　〕は、臨時・嘱託従業員数を外書しております。

５　上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。
 

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
従業員数
(人)

土地の面積
(千㎡)

賃借料又は
リース料
(百万円)

摘要

栄和綜合
リース㈱

―
(香川県
観音寺市)

サービス事業

冷凍食品
生産設備
及びその
他設備

1 ―
年間リース料

420
全て転リース
であります。

 

(3) 在外子会社

平成20年３月31日現
在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の
種類別
セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

威海威東日
綜合食品有
限公司

(中華人民
共和国
山東省)

食品事業
冷凍食品
生産設備

549 269
―

〔53.5〕
135 954

342
〔1,077〕

青島亜是加
食品有限公
司

〃 〃 〃 189 336
―

〔20.1〕
7 533

441
〔1,497〕

青島加藤吉
食品有限公
司

〃 〃 〃 501 251
―

〔22.2〕
13 765

235
〔330〕

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品、建設仮勘定の合計であります。なお、金額には消費税等は含

まれておりません。

２　土地の面積中〔　〕内は賃借中のものであり外書しております。

３　従業員数の[　]は、臨時・嘱託従業員数を外書しております。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

当社グループの設備投資については、生産計画、需要予測等を勘案して計画しております。設備計

画は基本的には連結子会社各社が個別に策定いたしますが、多額な投資は提出会社との協議のうえ

計画しております。

平成20年３月31日現
在

事業所名 所在地
事業の種類別
セグメントの
名称

設備の
内容

投資予定額金額
(百万円) 資金調達

方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力

総額 既支払額 着手 完了

(提出会社)          

中央工場他
香川県
仲多度郡

食品事業
各工場の
改修等

1,957 ― 自己資金
平成20年
４月

平成21年
３月

―

(国内子会社)          

ケイエス
冷凍食品㈱

大阪府
泉佐野市

食品事業 製造設備 247 ― 自己資金
平成20年
４月

平成21年
３月

―

 

(2) 重要な設備の除却等

生産能力に重大な影響を及ぼすような設備の除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 596,732,000

Ａ種種類株式 1,000

計 596,733,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 164,172,987 ―

東京証券取引所(市場
第一部)
大阪証券取引所(市場
第一部)

（注）1、2、3、4

Ａ種種類株式 ― 16 非上場 （注）3，5

計 164,172,987 16 ― ―

(注) １　当社株式は、株式上場廃止基準第２条第１項第18号(全部取得)に該当のため、平成20年４月14日付で、東

京証券取引所及び大阪証券取引所において上場を廃止しております。

２　平成20年３月13日開催の臨時株主総会において定款の一部変更が行われ、当社の発行する普通株式は全

部取得条項が付されております。

３　当社の発行する普通株式は、株主総会の決議によってその全部を取得できる旨を定めた全部取得条項付

株式であります。当該取得を行う場合には、普通株式の取得と引換えに、新たに発行するＡ種種類株式

を普通株式１株につき0.0000000988株の割合をもって交付する旨定めております。

４　平成20年６月20日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づく自己株式164,172,987株の消

却を決議し、同日付で消却を実施しました。

５　残余財産を分配するときは、Ａ種種類株式を有する株主又はＡ種種類株式の登録株式質権者に対し、普

通株式を有する株主又は普通株式の登録株式質権者に先立ち、Ａ種種類株式１株につき１円を支払う

旨定めております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成17年５月20日 109,448164,172 ― 34,002 ― 34,135

(注) １　平成17年５月20日に、平成17年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に

対し、所有株式数を１株につき３株の割合をもって分割いたしました。

２　平成20年４月18日付で全部取得条項付普通株式の取得の効力が発生し、当社は全部取得条項付普通株式

を取得し、当該取得と引換えに、当社Ａ種種類株式を、全部取得条項付普通株式１株につき

0.0000000988株の割合を持もって交付いたしました。このため、Ａ種種類株式が16株増加しております

が、資本金及び資本準備金に増減はありません。

３　平成20年６月20日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づく自己株式164,172千株の消却

を決議し、同日付で消却を実施したため、全部取得条項付普通株式の残高はゼロになりました。

 

(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現
在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及
び
地方公
共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 5 26 74 45 ― 6,795 6,945 ―

所有株式
数
(単元)

― 18,31618,3151,522,32730,851― 51,0561,640,86586,487

所有株式
数
の 割 合
(％)

― 1.12 1.12 92.77 1.88 ― 3.11 100.00 ―

(注) １　上記「個人その他」及び「単元未満株式の状況」の中には、自己名義の株式が21,784単元及び34株含ま

れております。

２　上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が11単元含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現
在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本たばこ産業株式会社 東京都港区虎ノ門２丁目２－１ 152,114 92.66

株式会社加ト吉 香川県観音寺市坂本町５丁目18番37号 2,178 1.33

株式会社伊予銀行 愛媛県松山市南堀端町１番地 1,762 1.07

クレジット スイス ファース
ト ボストン ヨーロッパピー
ビー セク アイエヌティ ノ
ントリーティ クライエント
(常任代理人 シティバンク銀
行株式会社)

ONE CABOT SQUARE LONDON E14 4QJ.UK
(東京都品川区東品川２丁目３番14号)

1,171 0.71

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 569 0.35

ビー・エヌ・ピー・パリバ・
セキュリティーズ(ジャパン)
リミテッド(ビー・エヌ・
ピー・パリバ証券会社)

東京都千代田区丸の内１丁目９番１号
グラントウキョウノースタワー

556 0.34

日興シティグル－プ証券株式
会社

東京都千代田区丸の内１丁目５番１号
新丸の内ビルディング

512 0.31

バンク オブ ニューヨーク 
ジーシーエム クライアント 
アカウント ジェイピーアー
ルディ アイエスジーエフ
イーエイシー
(常任代理人 株式会社三菱東
京UFJ銀行)

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET
STREET LONDON EC4A 2BB UNITED
KINGDOM
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１
号決済事業部)

447 0.27

ドイツ証券株式会社
東京都千代田区永田町２丁目11番１号
　山王パークタワー

395 0.24

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５番１号 280 0.17

計 ― 159,987 97.45

(注)　日本たばこ産業株式会社は、平成19年11月28日より実施しておりました当社普通株式に対する公開買付け

により、平成20年１月８日(公開買付けの決済開始日)付で当社の主要株主となりました。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現
在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  

2,178,400
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

161,908,100
1,619,081 ―

単元未満株式 普通株式 86,487 ― ―

発行済株式総数 164,172,987― ―

総株主の議決権 ― 1,619,081 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株(議決権11個)

含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式34株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現
在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
(％)

(自己保有株式)
株式会社加ト吉

香川県観音寺市坂本町
五丁目18番37号

2,178,400 ― 2,178,400 1.3

計 ― 2,178,400 ― 2,178,400 1.3

 

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 会社法第155条第５号及び第７号による普通株式の取得
 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】
 

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

臨時株主総会(平成20年３月13日)での決議状況
(取得日　平成20年４月18日)

161,993,717 ―

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存授権株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― ―

当期間における取得自己株式 161,993,717 ―

提出日現在の未行使割合(％) ― ―

(注) １　種類株式発行及び全部取得条項にかかる定款一部変更の内容
①　当会社の発行可能株式総数は、596,733,000株とし、このうち普通株式は596,732,000株、Ａ種種類株式
は1,000株とする。

②　当会社が発行する普通株式は、当会社が株主総会の決議によってその全部を取得できることをその内
容とする。当該取得を行う場合には、当会社は、普通株式の取得と引換えに、新たに発行するＡ種種類
株式を普通株式１株につき0.0000000988株の割合をもって交付する。

③　当会社は、残余財産を分配するときは、Ａ種種類株式を有する株主又はＡ種種類株式の登録株式質権
者に対し、普通株式を有する株主又は普通株式の登録株式質権者に先立ち、Ａ種種類株式１株につき
１円を支払う。

２　全部取得条項付株式取得の内容
①　会社法第171条ならびに上記定款の一部変更による変更後の定款の規定に基づき、全部取得条項付株
式の取得と引換えに、取得日の前日の最終の当社の株主名簿(実質株主名簿を含む)に記載または記
録された全部取得条項付株式の株主(当社を除く)に対して、その所有する全部取得条項付株式１株
につき、新たに発行するＡ種種類株式を0.0000000988株の割合をもって交付する。

②　取得日　平成20年４月18日

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による取得
 

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 44,878 31,377,505

当期間における取得自己株式 836 590,544

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己
株式

― ― 164,172,9871,763,553,057

合併、株式交換、会社分割に係
る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―
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保有自己株式数 2,178,434 ― ― ―
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３ 【配当政策】

当社は、収益力の向上、財務体質の強化を図りながら収益に応じた適正な利益配分を行うことを基

本方針としております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決

定機関は、取締役会であります。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、期末配当を行わなかったため、中間配当金のみの５円

となっております。

内部留保資金の使途につきましては、経営体質の一層の強化及び将来の事業展開に充当する予定で

あります。

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

 

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

平成19年11月27日
取締役会

810 5

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 2,125
2,540
※　833

838 1,150 781

最低(円) 1,692
1,800
※　778

713 725 382

(注) １　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部の取引によるものであります。

２　※印は、株式分割による権利落後の株価であります。

３　なお、当社株式は平成20年４月14日付で上場廃止し、日本たばこ産業株式会社の完全子会社となってお

ります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 624 706 709 705 704 706

最低(円) 541 382 687 694 697 700

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部の取引によるものであります。
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５ 【役員の状況】
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役

社長

 金　森　哲　治 昭和23年９月13日

生

昭和48年４月日本専売公社入社

(注)３ ―

平成16年６月日本たばこ産業株式会社取締役

専務執行役員食品事業本部長

平成17年６月当社取締役に就任

平成18年６月当社経営企画担当

平成18年８月当社代表取締役副社長兼関東統

括本部長

平成19年４月当社代表取締役社長(現任)

平成19年５月経営改革本部長

代表取締役

副社長

営業本部長 小　林　一　夫 昭和28年３月５日

生

昭和52年４月日本専売公社入社

(注)３ ―

平成13年６月当社取締役

平成15年６月当社取締役退任

日本たばこ産業株式会社執行役

員食品事業本部食品事業部長

平成17年６月当社事業開発担当兼東京支社副

支社長

当社取締役執行役員に就任

平成19年４月当社取締役専務執行役員

経営企画担当

平成19年５月経営改革本部事務局長

平成20年１月事業総合本部長

平成20年３月当社代表取締役副社長(現任)

営業本部長(現任)

取締役

常務

執行役員

経営企画

担当兼

財務・シス

テム担当

椙　田　宜　彦 昭和33年９月９日

生

昭和58年４月三井情報開発株式会社入社

(注)３ ―

平成３年６月 日本興業銀行入行

平成８年５月 同行ロサンゼルス支店副参事役

平成14年４月みずほコーポレート銀行ロサン

ゼルス支店副支店長

平成18年３月みずほ第一フィナンシャルテク

ノロジー株式会社取締役総務部

長

平成19年９月当社常務執行役員財務・システ

ム担当

平成20年３月当社常務執行役員経営企画部長

兼財務・システム担当

平成20年４月当社常務執行役員経営企画担当

兼財務・システム担当(現任)

平成20年６月当社取締役(現任)

取締役

執行役員

人事部長

兼総務担当

大久保　直　秀 昭和23年４月22日

生

昭和49年４月株式会社多田野鉄工所(現株式会

社タダノ)入社

(注)３ ―

昭和61年１月当社入社

平成15年４月当社人事部次長

平成17年７月当社人事部次長兼総務部次長

平成19年６月当社取締役執行役員人事部長兼

総務部長就任

平成20年１月当社取締役執行役員人事部長兼

総務担当(現任)

取締役  武　田　宗　高 昭和24年８月22日

生

昭和47年４月大蔵省入省

(注)３ ―

平成11年７月同省関東財務局長

平成13年１月内閣府大臣官房審議官

平成13年７月同府沖縄振興局長

平成15年７月同府政策統括官

平成17年９月同府審議官

平成19年２月日本たばこ産業株式会社顧問

平成19年４月同社専務執行役員財務責任者

平成19年６月同社代表取締役副社長(現任)

平成20年３月当社取締役就任(現任)
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取締役  古　谷　貞　雄 昭和30年９月１日

生

昭和54年４月日本専売公社入社

(注)３ ―

平成14年３月日本たばこ産業株式会社企画グ

ループ部長

平成16年７月同社関連企業室長

平成17年７月同社たばこ事業本部製造部調査

役(出向)日本フィルター工業㈱

代表取締役社長

平成18年６月同社執行役員企画責任者

平成18年11月同社執行役員企画責任者兼関連

企業室長

平成19年７月同社執行役員企画責任者(現任)

平成20年３月当社取締役就任(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常勤監査役  西　藤　浩　之 昭和16年５月11日

生

昭和40年４月住友化学工業株式会社入社

(注)４ ―平成10年３月当社へ出向、監査室長

平成11年６月当社常勤監査役に就任(現任)

監査役  関　根　幹　雄 昭和21年８月27日

生

昭和50年10月司法試験合格

(注)５ ―

昭和53年４月大阪弁護士会に弁護士登録

平成６年４月 日本弁護士連合会消費者問題委

員会ＰＬ法担当副委員長

平成12年４月近畿弁護士会連合会理事

平成13年４月日本弁護士連合会消費問題対策

委員会委員

日本弁護士連合会情報問題委員

会委員

平成17年４月大阪弁護士会副会長

平成18年４月大阪弁護士会　弁護士から警察へ

の依頼者密告制度問題対策本部

事務局長

大阪弁護士会　日本司法支援セン

ター対策委員会副委員長

平成19年６月当社監査役に就任(現任)

監査役  関　　　貴　雄 昭和20年７月28日

生

昭和43年４月日本専売公社入社

(注)６ ―

平成７年７月 同社機械事業部長兼機械事業所

長

平成８年７月 同社機械事業部長

平成９年６月 同社取締役印刷事業部長

平成11年６月同社常務取締役企画グループ

リーダー兼アグリ事業・印刷事

業・特機事業担当

平成12年６月同社常務取締役企画グループ

リーダー

平成12年10月同社常務取締役企画グループ

リーダー兼コンプライアンス担

当

平成13年６月同社取締役専務執行役員財務グ

ループリーダー

平成14年６月同社取締役退任

平成14年６月日本通運株式会社常勤監査役(現

任)

平成20年６月当社監査役に就任(現任)

監査役  見　浪　直　博 昭和39年１月21日

生

昭和61年４月日本たばこ産業株式会社入社

(注)６ ―平成17年12月同社経理部長(現任)

平成20年６月当社監査役に就任(現任)

計 ―

(注) １　取締役武田宗高、取締役古谷貞雄は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役関根幹雄、監査役関貴雄、監査役見浪直博は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会

終結の時までであります。

４　常勤監査役西藤浩之の任期は、平成17年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る

定時株主総会終結の時までであります。

５　監査役関根幹雄の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時

株主総会終結の時までであります。

６　監査役関貴雄、監査役見浪直博の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３

月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

７　当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と各事業部の業

務執行機能を明確に区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。執行役員

は14名で内２名は取締役を兼務しております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方)

当社は、遵法経営が企業価値向上に不可欠であるとの認識のもと、コンプライアンス体制を強化し

て不正な行為が生じないクリーンな社風を形成し、経営の適法性、透明性および効率性を確保するこ

とをコーポレート・ガバナンスの基本と考えております。

かかる観点に立ち、遵法経営を企業活動の大前提に掲げて社内の遵法意識の向上に取り組むととも

に、反社会的行動や不正行為をおこなわない企業風土の醸成に、日々取り組んでおります。

当社はJTグループの一員として、取引先、株主、証券市場関係者その他全てのステークホルダーの皆

様から信頼される企業を目指し、内部統制機能をより一層強化することを最優先に経営刷新に取り組

んでまいります。
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(コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況)

(1) 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス

体制の状況

①　当社では監査役会制度を採用するとともに、経営の監督・執行機能の分離を明確にすべく、執行

役員制度を導入しております。当社の内部統制の構築に係る管理体制は以下のとおりです。

 

(取締役会)

取締役会は社内取締役４名、社外取締役２名の計６名で構成され、原則として年間12回、その他

必要に応じて開催しており、法令で定められた事項及び重要事項の決定や経営の監督機能を担い

ます。

また、取締役会は業務執行機能を執行役員に委譲するとともに、業務執行状況の確認を経営会

議に委譲しています。

 

(経営会議)

経営会議は、社長以下常勤役員、常務執行役員およびその他幹部社員を構成メンバーとし、取締

役会に付議する事項の他業務全般にわたる経営方針等を中心に経営上の重要課題の審議及び業

務執行状況の確認等を行っています。

 

(監査役会)

監査役会は社内監査役１名、社外監査役３名の合計４名で構成され、取締役の職務遂行の監査

を通じ、経営の健全性の確保と、社長以下全取締役との緊張感ある信頼関係の構築に注力し、経営

の透明性向上を推進しています。監査役会は原則として１ヶ月に１回以上開催され、監査の方針、

監査計画、監査の方法、および監査業務の分担等の協議及び決議と、監査状況の報告を行い、また

疑義ある場合には、社長および担当取締役に監査役会への出席と説明を求め、監査報告書の作成

を行っております。また監査役会による監査機能強化を図るべく、監査役会付専任スタッフを２

名設置しております。

なお、監査役会及び内部統制監査室は、会計監査人の監査報告会への出席等により、情報共有、

相互連携を図り、それぞれの監査精度及び水準の向上を図っております。

 

(内部統制委員会)

内部統制委員会は取締役会直属の組織として委員長１名及び10名の委員をもって構成されて

います。内部統制委員会の指揮のもとで、内部統制監査室は啓蒙と監視、並びに内部統制関連施策

の立案と実施にあたっています。

 

(コンプライアンス委員会)

コンプライアンス委員会は取締役会直属の組織として委員長１名及び10名の委員をもって構

成されています。コンプライアンス委員会の指揮のもとで、内部統制監査室が啓蒙と監視、並びに

コンプライアンス体制の整備、強化を図っています。

 

(内部統制監査室)

内部統制監査室は合計３名の内部監査人で構成され、設置されています。

業務活動の遂行に対して独立した立場から、内部統制の整備及び運用の状況を評価し、その改

善事項を報告しております。
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②　弁護士・税理士等その他第三者の状況

顧問契約を締結している弁護士は７名、税理士は５名であり、必要に応じてアドバイスを受け
ております。

 

③　会計監査の状況

太陽ＡＳＧ監査法人(一時会計監査法人)

(注) １　当会社の会計監査人でありましたみすず監査法人は第52回定時株主総会終結の時をもって
任期満了となりましたので、改めて会計監査人を選任いたしました。

２　退任した監査法人の名称及び所在地

　　　名称　みすず監査法人

　　　事務所所在地 東京都千代田区霞ヶ関三丁目２番５号 霞ヶ関ビル

３　就任した会計監査人

　　　名称　山田 拓幸

　　　事務所所在地 大阪府大阪市北区西天満５―９―５ 山田公認会計士事務所

　　　名称　廣瀬 隆明

事務所所在地 福岡県北九州市八幡西区黒崎３―１―７ 西日本生命黒崎ビル 廣瀬公認
会計士事務所

　　　名称　中谷 秀孝

　　　事務所所在地 大阪府大阪市北区天満４―３―５ 中之島岡田ビル 中谷公認会計士事務所

　　　名称　太陽ＡＳＧ監査法人

　　　事務所所在地 東京都港区赤坂８丁目５番26号　赤坂ＤＳビル西館９階

　　なお、会計監査人 山田拓幸、廣瀬隆明及び中谷秀孝の３氏は平成19年12月27日を持ちまして
会計監査人を辞任いたしました。これに伴い、平成19年12月27日開催の監査役会において、会
社法第346条第４項及び第６項に基づき、一時会計監査人として太陽ＡＳＧ監査法人を選任
し、独立・公正な立場からの会計監査を受けております。

　　会計監査を執行した公認会計士の氏名、会計監査業務に係る補助者の構成は以下の通りで
す。

　　　業務を執行した公認会計士の氏名

　　　　公認会計士　山田　拓幸

　　　　公認会計士　廣瀬　隆明

　　　　公認会計士　中谷　秀孝

　　　(太陽ＡＳＧ監査法人)

　　　　指定社員　業務執行社員　山田　茂善

　　　　指定社員　業務執行社員　高木　勇

　　　　指定社員　業務執行社員　大村　茂

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士33名、会計士補等21名、その他５名
です。

　　なお、太陽ＡＳＧ監査法人は平成20年６月20日開催の定時株主総会において会計監査人とし
て選任されております。

 

④　役員報酬の内容

取締役の年間報酬総額 127百万円(うち社外取締役13百万円)

監査役の年間報酬総額 21百万円(うち社外監査役９百万円)

上記のほか、退任した取締役10名(うち社外取締役１名)の報酬額45百万円(うち社外取締役の
報酬額０百万円)、社外監査役１名の報酬額２百万円をそれぞれ支給しております。

なお、上記金額には、役員賞与20百万円、役員退職慰労引当金として費用処理した８百万円が含
まれております。

 

⑤　監査報酬の内容

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  

　みすず監査法人 112百万円

　太陽ＡＳＧ監査法人 107百万円

それ以外の業務に基づく報酬  

　太陽ＡＳＧ監査法人 ３百万円
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⑥　取締役の定数

当社の取締役は15名以内とする旨を定款で定めております。
 

⑦　取締役の選任の方法

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものと

する旨を定款で定めております。
 

⑧　株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項

ⅰ．取締役及び監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の定めに基づき、任務を怠ったことによる取締役(取締役で

あったものを含む。)及び監査役(監査役であったものを含む。)の損害賠償責任を善意でかつ重

大な過失がない場合は、法令の限度において取締役会の決議によって免除することができる旨

定款に定めております。これは、取締役及び監査役が期待される役割を充分に発揮できるよう

にするためのものであります。
 

ⅱ．社外取締役及び社外監査役の責任免除

当社は、会社法第427条第１項の定めに基づき、任務を怠ったことによる取締役(取締役で

あったものを含む。)及び監査役(監査役であったものを含む。)の損害賠償責任を、善意でかつ

重大な過失がない場合は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする旨定款

に定めております。これは、社外取締役及び社外監査役が期待される役割を充分に発揮できる

ようにするためのものであります。
 

ⅲ．剰余金の配当等の決定機関

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第459条第１項各号に定める事項につ

いては、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によっ

て定めることができる旨定款に定めております。
 

ⅳ．剰余金の配当の基準日

当社の期末配当の基準日は、毎年３月31日であり、中間配当の基準日は、毎年９月30日であり

ます。またそのほか、基準日を定めて剰余金の配当をすることができる旨定款に定めておりま

す。
 

⑨　株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することによって株主総会の円滑な運営を

行うことを目的とし、会社法第309条第２項に定める決議について、議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う

旨定款に定めております。
 

(2) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関

係の概要

該当事項はありません。
 

(3) 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況

ⅰ．内部統制委員会を６回開催し、循環取引等不祥事の再発防止、Ｊ－ＳＯＸ法対応の内部統制

の措置を実施いたしました。
 

ⅱ．コンプライアンス委員会を３回開催し、コンプライアンス規程、コンプライアンス・ガイド

ラインを制定し、全社員にコンプライアンス研修を12回開催し、コンプライアンスの啓蒙を

実施いたしました。
 

ⅲ．内部統制監査室を07/８月に増強し、㈱加ト吉本体並びに海外、国外グループ会社を対象に事

故発生を未然に防止する内部監査及びモニタリングが実行されました。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵

省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表

規則に基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第

59号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、第52期事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規

則に基づき、第53期事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表

等規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年

３月31日まで)及び第52期事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表並

びに財務諸表については、みすず監査法人により監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１

項の規定に基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)及び第53期事業年

度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)の連結財務諸表並びに財務諸表については、太陽Ａ

ＳＧ監査法人により監査を受けております。

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

前連結会計年度の連結財務諸表及び第52期事業年度の財務諸表

　　みすず監査法人

当連結会計年度の連結財務諸表及び第53期事業年度の財務諸表

　　太陽ＡＳＧ監査法人
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

 

  
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金 ※１  12,909   13,170  

２　受取手形及び売掛金 ※６  60,809   32,964  

３　たな卸資産   29,817   18,859  

４　繰延税金資産   2,822   1,795  

５　未収入金 ※９  7,819   6,889  

６　その他   14,005   6,839  

貸倒引当金   △646   △715  

流動資産合計   127,53650.6  79,80347.3

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(1) 建物及び構築物 ※１ 60,977   47,713   

減価償却累計額  29,131 31,845  25,703 22,010  

(2) 機械装置及び運搬具※１ 44,848   39,765   

減価償却累計額  34,249 10,599  31,885 7,879  

(3) 工具器具備品 ※１ 4,651   3,771   

減価償却累計額  3,528 1,122  2,967 803  

(4) 土地 ※1,7  27,492   20,654  

(5) 建設仮勘定   87   826  

有形固定資産合計   71,14728.3  52,17431.0

２　無形固定資産        

(1) のれん   1,262   131  

(2) その他   1,760   321  

無形固定資産合計   3,0231.2  453 0.3

３　投資その他の資産        

(1) 投資有価証券 ※1,2  20,803   14,946  

(2) 長期貸付金   9,033   3,270  

(3) 破産・更生債権等   19,712   27,829  

(4) 繰延税金資産   10,519   13,496  

(5) 再評価に係る
繰延税金資産

※７  144   146  

(6) その他 ※1,2  11,562   4,984  

貸倒引当金   △21,701   △28,533  

投資その他の資産合
計

  50,07419.9  36,14121.4

固定資産合計   124,24549.4  88,76952.7

Ⅲ　繰延資産        

１　株式交付費   13   ―  

２　社債発行費   26   5  

繰延資産合計   39   5 0.0

資産合計   251,821100.0  168,579100.0

        

EDINET提出書類

株式会社加ト吉(E00470)

有価証券報告書

 42/151



 

  
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１　支払手形及び買掛金 ※1,6  47,881   22,828  

２　短期借入金 ※１  42,924   35,576  

３　一年内償還予定社債 ※１  10,705   10,000  

４　未払金及び未払費用 ※1,9  15,154   10,523  

５　未払法人税等   767   401  

６　繰延税金負債   53   30  

７　賞与引当金   941   779  

８　役員賞与引当金   ―   23  

９　設備支払手形 ※６  467   298  

10　営業外支払手形 ※6,8  796   ―  

11　その他   1,140   2,726  

流動負債合計   120,83248.0  83,18849.3

Ⅱ　固定負債        

１　社債 ※１  13,380   500  

２　長期借入金 ※１  12,015   4,535  

３　繰延税金負債   979   923  

４　退職給付引当金   4,015   3,872  

５　持分法適用に伴う
　　投資損失引当金

  1,425   ―  

６　役員退職慰労引当金   ―   8  

７　債務保証損失引当金   685   257  

８　その他 ※１  3,688   2,028  

固定負債合計   36,18914.4  12,1257.2

負債合計   157,02262.4  95,31356.5

        

EDINET提出書類

株式会社加ト吉(E00470)

有価証券報告書

 43/151



 

  
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   34,002   34,002  

２　資本剰余金   34,135   34,135  

３　利益剰余金   24,045   9,352  

４　自己株式   △1,731   △1,762  

株主資本合計   90,45135.9  75,72844.9

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券
　　評価差額金

  △414   △1,486  

２　繰延ヘッジ損益   62   △204  

３　土地再評価差額金 ※７  △4,763   △4,766  

４　為替換算調整勘定   △74   39  

評価・換算差額等合計   △5,190△2.1  △6,417△3.8

Ⅲ　少数株主持分   9,5383.8  3,9542.4

純資産合計   94,79937.6  73,26543.5

負債純資産合計   251,821100.0  168,579100.0
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② 【連結損益計算書】

 

  
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   348,675100.0  203,296100.0

Ⅱ　売上原価   299,28185.8  168,67883.0

売上総利益   49,39314.2  34,61817.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,7  39,24311.3  32,13915.8

営業利益   10,1502.9  2,4781.2

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  566   440   

２　受取配当金  194   158   

３　受取手数料 ※９ 277   ―   

４　賃貸料  1,453   1,180   
５　持分法による投資利
益

 213   ―   

６　為替差益  271   ―   

７　通貨スワップ評価益  750   ―   

８　雑収入  973 4,7011.3 812 2,5921.3

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  1,508   829   

２　貸倒引当金繰入額  455   799   

３　賃貸原価  1,408   931   

４　為替差損  ―   147   
５　持分法による投資損
失

 ―   353   

６　通貨スワップ評価損  ―   1,727   

７　雑損失  540 3,9121.1 886 5,6762.8

経常利益又は経常損失
(△)

  10,9393.1  △605△0.3

Ⅵ　特別利益        

１　前期損益修正益  ―   41   

２　固定資産売却益 ※２ 254   404   

３　持分変動利益  ―   251   

４　投資有価証券売却益  651   89   

５　貸倒引当金戻入額  320   46   

６　その他  198 1,4260.4 23 856 0.4

Ⅶ　特別損失        

１　前期損益修正損 ※３ 106   119   

２　固定資産処分損 ※４ 403   551   

３　減損損失 ※５ 2,829   6,109   

４　投資有価証券売却損  40   360   

５　投資有価証券評価損  640   240   

６　貸倒引当金繰入額 ※10 14,811   4,588   
７　債務保証損失引当金
　　繰入額

 685   137   

８　持分法による投資損
失

※６ 320   ―   

９　たな卸資産評価損 ※９ 3,001   ―   

10　製品回収費用  ―   667   

11　その他 ※８ 675 23,5146.7 1,548 14,3227.0

税金等調整前当期
純損失

  11,148△3.2  14,070△6.9

法人税、住民税及び事
業税

 4,053   734   
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法人税等調整額  △5,509 △1,456△0.4 △1,111 △376△0.2

少数株主利益又は
小数株主損失(△)

  181 0.0  △603△0.3

当期純損失   9,874△2.8  13,091△6.4
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

(単位：百万
円)

 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高 34,002 34,135 35,819 △1,725 102,232

連結会計年度中の変動額      

　剰余金の配当(注)   △1,620  △1,620

　前期利益処分による役員賞与   △24  △24

　当期純損失   △9,874  △9,874

　自己株式の取得    △6 △6

　連結子会社増加による増加   △23  △23

　持分法適用会社増加による増
加

  △111  △111

　土地再評価差額金取崩額   △120  △120

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

  ―  ―

連結会計年度中の変動額合計 ― ― △11,774 △6 △11,780

平成19年３月31日残高 34,002 34,135 24,045 △1,731 90,451

 

 

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 438 ― △2,891 △233 △2,686 7,951 107,497

連結会計年度中の変動額        

　剰余金の配当(注)     ―  △1,620

　前期利益処分による役員賞与     ―  △24

　当期純損失     ―  △9,874

　自己株式の取得     ―  △6

　連結子会社増加による増加     ―  △23

　持分法適用会社増加による増
加

    ―  △111

　土地再評価差額金取崩額     ―  △120

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

△852 62 △1,872 158 △2,504 1,586 △917

連結会計年度中の変動額合計 △852 62 △1,872 158 △2,504 1,586 △12,698

平成19年３月31日残高 △414 62 △4,763 △74 △5,190 9,538 94,799

(注)　剰余金の配当のうち、△810百万円は平成18年３月期の定時株主総会の利益処分項目であります。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

(単位：百万
円)

 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高 34,002 34,135 24,045 △1,731 90,451

連結会計年度中の変動額      

　剰余金の配当   △1,620  △1,620

　当期純損失   △13,091  △13,091

　自己株式の取得    △31 △31

　連結子会社減少による減少   △92  △92

　持分法適用会社減少による増
加

  109  109

　土地再評価差額金取崩額   2  2

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

     

連結会計年度中の変動額合計 ― ― △14,692 △31 △14,723

平成20年３月31日残高 34,002 34,135 9,352 △1,762 75,728

 

 

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高 △414 62 △4,763 △74 △5,190 9,538 94,799

連結会計年度中の変動額        

　剰余金の配当     ―  △1,620

　当期純損失     ―  △13,091

　自己株式の取得     ―  △31

　連結子会社減少による減少     ―  △92

　持分法適用会社減少による増
加

    ―  109

　土地再評価差額金取崩額     ―  2

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

△1,071 △266 △2 114 △1,226 △5,583 △6,810

連結会計年度中の変動額合計 △1,071 △266 △2 114 △1,226 △5,583 △21,533

平成20年３月31日残高 △1,486 △204 △4,766 39 △6,417 3,954 73,265
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

 

  
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純損失  △11,148 △14,070

減価償却費  5,025 4,195

減損損失  2,829 6,109

長期前払費用・繰延資産等の償却費  349 141

のれん償却額  399 112

退職給付引当金の増減額(減少：△)  15 △58

貸倒引当金の増減額(減少：△)  16,332 7,318

賞与引当金の増減額(減少：△)  21 △45

受取利息及び受取配当金  △760 △599

支払利息  1,508 829

為替差損益(差益：△)  △92 △57

有価証券・投資有価証券売却損益
(売却益：△)

 △611 270

有価証券・投資有価証券評価損  640 240

持分法投資損益(利益：△)  106 353

有形・無形固定資産除却損・売却損益
(売却益：△)

 148 92

持分変動損益(利益：△)  14 △251

売上債権の増減額(増加：△)  △12,672 10,262

たな卸資産の増減額(増加：△)  △86 207

仕入債務の増減額(減少：△)  5,905 △8,577

役員賞与支払額  △28 ―

その他  3,181 △2,112

小計  11,075 4,360

利息及び配当金の受取額  754 688

利息の支払額  △1,547 △850

法人税等の支払額  △12,659 △1,417

営業活動によるキャッシュ・フロー  △2,377 2,781

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △1,407 △1,728

定期預金の払戻しによる収入  1,963 1,241

有形・無形固定資産の取得による支出  △7,365 △3,398

有形・無形固定資産の売却による収入  174 827

投資有価証券の取得による支出  △16,707 △37

投資有価証券の売却等による収入  8,384 5,711

貸付けによる支出  △7,262 △1,359

貸付金の回収による収入  6,786 2,650

連結子会社の取得による収支(支出：
△)

 △253 △828

連結子会社の売却による収入  220 112

その他  1,109 634

投資活動によるキャッシュ・フロー  △14,358 3,825
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額(減少：△)  12,569 6,982

長期借入れによる収入  3,674 2,308

長期借入金の返済による支出  △6,327 △1,711

自己株式の取得・売却による収支
(支出：△)

 △6 △31

社債の償還による支出  △627 △10,000

社債の発行による収入  1,272 ―

親会社による配当金の支出  △1,620 △1,620

少数株主への配当金の支出  △178 △69

少数株主の投資引受による払込額  486 22

その他  △14 ―

財務活動によるキャッシュ・フロー  9,229 △4,119

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  68 46

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額(減少：△)  △7,438 2,532

Ⅵ　新規連結に伴う現金及び現金同等物増加  1,864 ―

Ⅶ　現金及び現金同等物期首残高  17,190 11,617

Ⅷ　連結除外に伴う現金及び現金同等物減少  ― △2,219

Ⅸ　現金及び現金同等物期末残高 ※ 11,617 11,931
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
 

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する
事項

(1) 連結子会社の数 34社
　　連結子会社名
　　株式会社加ト吉フードレック
　　栄和綜合リース株式会社
　　株式会社村さ来本社
　　加ト吉水産株式会社
　　株式会社関空デリカ
　　青島加藤吉食品有限公司
　　威海威東日綜合食品有限公司
　　株式会社光陽
　　株式会社北海道加ト吉
　　ケイエス冷凍食品株式会社
　　青島亜是加食品有限公司
　　株式会社グリーンフーズ
　　株式会社ハブ
　　山東凱加食品股?有限公司
　　舟山加藤佳食品有限公司
　　株式会社大冷
　　株式会社キング食品
　　新日本グローバル株式会社
　　川万水産株式会社
　　株式会社エフネット
　　株式会社香川県観光開発
　　シンワオックス株式会社
　　REXUS INTERNATIONAL 
　　CORPORATION
　　株式会社セイワ物流
　　株式会社まだん
　　株式会社関西村さ来
　　有限会社美竹商事
　　株式会社ヒューマンウィズ
　　株式会社アドバンスサポート
　　株式会社プライムステージ
　　株式会社オーシャンテレコム
　　株式会社アドバンスモバイル
　　株式会社アドバンスソリューション
　　株式会社龍馬オフィスサポート
　　㈱香川県観光開発、㈱アドバンスサ

ポートは、重要性が認められるの
で新たに連結の範囲に含めており
ます。それに伴い、㈱アドバンスサ
ポートの子会社、㈱プライムス
テージ、㈱オーシャンテレコム、㈱
アドバンスモバイル、㈱アドバン
スソリューション、㈱龍馬オフィ
スサポートも新たに連結の範囲に
含めております。また、シンワオッ
クス㈱は、株式を新規取得し重要
性が認められるので新たに連結の
範囲に含めております。それに伴
い、シンワオックス㈱の子会社
R E X U S  I N T E R N A T I O N A L
CORPORATION、㈱セイワ物流、㈱ま
だん、㈱関西村さ来、㈲美竹商事、
㈱ヒューマンウィズも新たに連結
の範囲に含めております。なお、㈱
ヒューマンウィズは、平成19年３
月14日をもって清算手続を開始し
ております。

(1) 連結子会社の数 21社
　　連結子会社名
　　株式会社加ト吉フードレック
　　栄和綜合リース株式会社
　　株式会社村さ来本社
　　加ト吉水産株式会社
　　株式会社関空デリカ
　　青島加藤吉食品有限公司
　　威海威東日綜合食品有限公司
　　株式会社光陽
　　株式会社北海道加ト吉
　　ケイエス冷凍食品株式会社
　　青島亜是加食品有限公司
　　株式会社グリーンフーズ
　　川万水産株式会社
　　株式会社エフネット
　　株式会社香川県観光開発
　　株式会社アドバンスサポート
　　株式会社プライムステージ
　　株式会社オーシャンテレコム
　　株式会社アドバンスモバイル
　　株式会社アドバンスソリューション
　　株式会社龍馬オフィスサポート
　　㈱キング食品、㈱ハブ、㈱大冷、山東

凱加食品股?有限公司は、財務諸
表等規則に規定する支配力基準に
基づき連結の範囲から除外し、持
分法の適用範囲に含めておりま
す。シンワオックス㈱は、第三者割
当増資による出資比率の減少によ
り連結の範囲から除外し、持分法
の適用範囲に含めております。そ
れに伴い、シンワオックス㈱の子
会社REXUS INTERNATIONAL
CORPORATION、㈱セイワ物流、㈱ま
だん、㈱関西村さ来も連結の範囲
から除外しております。なお、㈱
ヒューマンウィズは、清算結了に
より、㈲美竹商事は株式の売却に
より連結の範囲から除外しており
ます。また、新日本グローバル㈱、
舟山加藤佳食品有限公司は、株式
の譲渡契約の締結により連結の範
囲から除外しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 (2) 主要な非連結子会社の名称等

　　主要な非連結子会社名

　　株式会社加ト吉バイオ

　　(連結の範囲から除いた理由)

　　非連結子会社の総資産、売上高、当

期純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等

はいずれも小規模であり、全体

としても連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしておりません。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

　　主要な非連結子会社名

　　日南通商株式会社

　　(連結の範囲から除いた理由)

同左

２　持分法の適用に関する

事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社

数

２社

　　会社名

　　日南通商株式会社

　　OX(H.K.)CO.,LTD.

(1) 持分法を適用した非連結子会社数

―――

 

 (2) 持分法を適用した関連会社数７

社

　　会社名

　　P.T. SEKAR KATOKICHI

　　P.T. KHOM FOODS

　　コック食品株式会社

　　スリースターインターナショナル

株式会社

　　株式会社日本医食研究所

　　千一食品株式会社

　　(旧：千一食品製造株式会社)

　　カトキチ高松開発株式会社

　　(旧：東高松開発株式会社)

　　㈱日本医食研究所は重要性が認め

られるので新たに持分の範囲に

含めております。

(2) 持分法を適用した関連会社数９社

　　会社名

　　P.T. SEKAR KATOKICHI

　　コック食品株式会社

　　千一食品株式会社

　　カトキチ高松開発株式会社

　　株式会社キング食品

　　株式会社ハブ

　　株式会社大冷

　　シンワオックス株式会社

　　山東凱加食品股?有限公司

　　㈱キング食品、㈱ハブ、㈱大冷、山東

凱加食品股?有限公司は、財務諸

表等規則に規定する支配力基準に

基づき連結の範囲から除外し、持

分法の適用範囲に含めておりま

す。シンワオックス㈱は第三者割

当増資による出資比率の減少によ

り連結の範囲から除外し、持分法

の適用範囲に含めております。ま

た、日南通商㈱、スリースターイン

ターナショナル㈱、P.T. KHOM

FOODS、OX(H.K.)CO.,LTD、㈱日本医

食研究所は重要性が減少したた

め、持分法の適用範囲から除外し

ております。

 (3) 持分法を適用していない主要な

非連結子会社及び関連会社名

　　株式会社加ト吉バイオ

　　株式会社カトキチトーヨー

(3) 持分法を適用していない主要な非

連結子会社及び関連会社名

　　日南通商株式会社

　　株式会社カトキチトーヨー
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 　 (持分法の範囲から除いた理由)

　　持分法を適用していない非連結子

会社及び関連会社は、それぞれ

当期純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外

しております。

　 (持分法の範囲から除いた理由)

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 (4) 債務超過会社に対する負の持分額

は、当該会社に対する債務保証等を

考慮して「持分法適用に伴う投資損

失引当金」を計上しております。

(4) 　　　　　―――

 (5) 持分法適用会社のうち、決算日が連

結決算日と異なる会社については、

当該会社の事業年度に係る財務諸表

を使用しております。

(5) 　　　　　 同左

３　連結子会社の事業

年度等に関する事

項

連結子会社青島加藤吉食品有限公司、威

海威東日綜合食品有限公司、青島亜是加

食品有限公司、山東凱加食品股?有限公

司及び舟山加藤佳食品有限公司の決算日

は、12月31日であり、また㈱光陽、㈱ハブ、

新日本グローバル㈱及び㈱香川県観光開

発の決算日は２月末日であります。連結

財務諸表の作成にあたっては、同決算日

現在の財務諸表を使用しております。決

算日の翌日以降連結決算日までの間に生

じた重要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。

また、㈲美竹商事の決算日は、11月30日で

あるため、連結財務諸表の作成にあたっ

ては３月31日現在で実施した仮決算に基

づく財務諸表を使用しております。

なお、㈱ヒューマンウィズは現在清算手

続に入っており、清算決議を行った平成

19年３月14日付の財務諸表を使用してお

ります。

青島加藤吉食品有限公司、威海威東日

綜合食品有限公司及び青島亜是加食品

有限公司の決算日は、12月31日であり、

また㈱光陽及び㈱香川県観光開発の決

算日は２月末日であります。連結財務

諸表の作成にあたっては、同決算日現

在の財務諸表を使用しております。

なお、決算日の翌日以降連結決算日ま

での間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っておりま

す。

４　会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

 ① 有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ① 有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

同左

 　　　時価のないもの…移動平均法による

原価法

　　　時価のないもの

同左

  ② デリバティブ………時価法  ② デリバティブ

　　　　　　　 同左

  ③ たな卸資産

　　製品・商品(水産品を除く)・原材

料及び仕掛品……主として総平均法

による原価法

　　商品(水産品)……個別法による原価法

　　貯蔵品……最終仕入原価法

 ③ たな卸資産

　　　　　　　 同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却
の方法

 ① 有形固定資産
　　当社、㈱加ト吉フードレック、㈱村
さ来本社、㈱北海道加ト吉、ケイ
エス冷凍食品㈱、㈱グリーンフー
ズ、㈱大冷、新日本グローバル㈱、
川万水産㈱及び㈱エフネットは
定率法を採用しております。ただ
し、当社の事務所用資産(本社社
屋及びカトキチ築地ビル)及び㈱
加ト吉フードレックの本社配送
センター(冷凍倉庫及び付帯設
備)等は定額法を採用しておりま
す。

　　また、平成10年４月１日以降取得し
た建物(建物付属設備を除く)に
ついては定額法を採用しており
ます。

　　㈱ハブ、㈱香川県観光開発、シンワ
オックス㈱、㈱セイワ物流、㈱関
西村さ来、㈱まだん、㈲美竹商事、
㈱ヒューマンウィズ、㈱アドバン
スサポート、㈱プライムステー
ジ、㈱オーシャンテレコム、㈱ア
ドバンスモバイル、㈱アドバンス
ソリューション及び㈱龍馬オ
フィスサポートは、建物について
は定額法、その他のものについて
は定率法を採用しております。

　　このほか、栄和綜合リース㈱、加ト
吉水産㈱、㈱関空デリカ、青島加
藤吉食品有限公司、威海威東日綜
合食品有限公司、㈱光陽、青島亜
是加食品有限公司、山東凱加食品
股?有限公司、舟山加藤佳食品有
限公司及び㈱キング食品は定額
法を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおり
であります。
建物及び構築物 ２～50年
機械装置及び運搬具 ３～20年

　　また、当社、栄和綜合リース㈱、㈱村
さ来本社、加ト吉水産㈱、㈱北海
道加ト吉、㈱ハブ、㈱キング食品、
川万水産㈱、㈱エフネット、㈱香
川県観光開発、㈱関西村さ来、㈱
まだんは取得価額が10万円以上
20万円未満の資産について、３年
均等償却しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法

 ① 有形固定資産
　　(ⅰ)当社外７社

建物(建物附属設備は除く)
ａ　平成10年３月31日以前に取
得したもの

　　旧定率法を採用しておりま
す。ただし、当社の事務所用
資産(本社社屋及びカトキ
チ築地ビル)及び㈱加ト吉
フードレックの本社配送セ
ンター(冷凍倉庫及び付帯
設備)等は旧定額法を採用
しております。

ｂ　平成10年４月１日から平成
19年３月31日までに取得し
たもの

　　旧定額法を採用しておりま
す。

ｃ　平成19年４月１日以降に取
得したもの

　　定額法を採用しております。
建物以外
ａ　平成19年３月31日以前に取
得したもの

　　旧定率法を採用しておりま
す。

ｂ　平成19年４月１日以降に取
得したもの

　　定率法を採用しております。
　　(ⅱ)㈱香川県観光開発外６社

建物(建物附属設備は除く)
ａ　平成10年３月31日以前に取
得したもの

　　旧定額法を採用しておりま
す。

ｂ　平成10年４月１日から平成
19年３月31日までに取得し
たもの

　　旧定額法を採用しておりま
す。

ｃ　平成19年４月１日以降に取
得したもの

　　定額法を採用しております。
建物以外
ａ　平成19年３月31日以前に取
得したもの

　　旧定率法を採用しておりま
す。

ｂ　平成19年４月１日以降に取
得したもの

　　定率法を採用しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

  　　(ⅲ)栄和綜合リース㈱外３社
建物(建物附属設備は除く)
ａ　平成10年３月31日以前に取
得したもの

　　旧定額法を採用しておりま
す。

ｂ　平成10年４月１日から平成
19年３月31日までに取得し
たもの

　　旧定額法を採用しておりま
す。

ｃ　平成19年４月１日以降に取
得したもの

　　定額法を採用しております。
建物以外
ａ　平成19年３月31日以前に取
得したもの

　　旧定額法を採用しておりま
す。

ｂ　平成19年４月１日以降に取
得したもの

　　定額法を採用しております。
　　(ⅳ)青島加藤吉食品有限公司外２社

　　定額法を採用しております。
　　なお、主な耐用年数は以下の
とおりであります。

　　建物及び構築物
２～50年

　　機械装置及び運搬具
３～20年

　　また、当社外７社は取得価額
が10万円以上20万円未満の
資産について、３年均等償
却しております。

  (会計処理の変更)
　　当社及び国内連結子会社は、法人税
法の改正((所得税法等の一部を改
正する法律　平成19年３月30日　法
律第６号)及び(法人税法施行令の
一部を改正する政令　平成19年３
月30日　政令第83号))に伴い、当連
結会計年度から平成19年４月１日
以降に取得したものについては、
改正後の法人税法に基づく方法に
変更しております。

　　これに伴い、前連結会計年度と同一
の方法によった場合と比べ、売上
総利益が21百万円、営業利益が35
百万円それぞれ減少し、経常損失
が39百万円、税金等調整前当期純
損失が39百万円、当期純損失が33
百万円それぞれ増加しておりま
す。

　　なお、セグメント情報に与える影響
については、当該箇所に記載して
おります。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

  (追加情報)
　　当社及び国内連結子会社は、当連結
会計年度から、平成19年３月31日
以前に取得したものについては、
償却可能限度額まで償却が終了
した翌年から５年間で均等償却
する方法によっております。

　　これに伴い、前連結会計年度と同一
の方法によった場合と比べ、売上
総利益が153百万円、営業利益が
168百万円それぞれ減少し、経常
損失が191百万円、税金等調整前
当期純損失が191百万円、当期純
損失が174百万円それぞれ増加し
ております。

  ② 無形固定資産
　　定額法を採用しております。
　　なお、自社利用のソフトウェアにつ
いては、社内における利用可能期
間(５年)に基づく定額法を採用
しております。

 ② 無形固定資産
同左

 (3) 重要な引当金の計上基準
 ① 貸倒引当金
　　債権の貸倒損失の発生に備えるた
め、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
 ① 貸倒引当金

同左

  ② 債務保証損失引当金
債務保証に係る損失に備えるた
め、被保証先の財政状態等につい
て今後の見通しを勘案し、損失負
担見込額を計上しております。

 ② 債務保証損失引当金
同左
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  ③ 賞与引当金
　　当社及び次の連結子会社は、従業員
に対して支給する賞与の支出に
充てるため、支給見込額に基づき
計上しております。

　　株式会社加ト吉フードレック
　　株式会社村さ来本社
　　加ト吉水産株式会社
　　株式会社関空デリカ
　　株式会社光陽
　　株式会社北海道加ト吉
　　ケイエス冷凍食品株式会社
　　株式会社グリーンフーズ
　　株式会社ハブ
　　株式会社キング食品
　　新日本グローバル株式会社
　　川万水産株式会社
　　株式会社エフネット
　　株式会社香川県観光開発
シンワオックス株式会社
株式会社セイワ物流
株式会社アドバンスサポート
株式会社プライムステージ
株式会社オーシャンテレコム
株式会社アドバンスモバイル
株式会社アドバンスソリュー
ション
株式会社龍馬オフィスサポート

 ③ 賞与引当金
　　当社及び次の連結子会社は、従業員
に対して支給する賞与の支出に
充てるため、支給見込額に基づき
計上しております。

　　株式会社加ト吉フードレック
　　株式会社村さ来本社
　　加ト吉水産株式会社
　　株式会社関空デリカ
　　株式会社光陽
　　株式会社北海道加ト吉
　　ケイエス冷凍食品株式会社
　　株式会社グリーンフーズ
　　川万水産株式会社
　　株式会社エフネット
　　株式会社香川県観光開発
　　株式会社アドバンスサポート
　　株式会社プライムステージ
　　株式会社オーシャンテレコム
　　株式会社アドバンスモバイル
　　株式会社アドバンスソリューショ
ン

　　株式会社龍馬オフィスサポート
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

  ④ 退職給付引当金
　　従業員の退職給付に備えるため、当
連結会計年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に
基づき、計上しております。

　　数理計算上の差異は、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数(５年)による定率
法により、それぞれ発生の翌連結
会計年度から費用処理しており
ます。

 ④ 退職給付引当金
同左

  ⑤　　　　　 ―――  ⑤ 役員賞与引当金
　　役員の賞与の支出に備えるため、支
給見込額に基づき計上しており
ます。

  ⑥　　　　　 ―――  ⑥ 役員退職慰労引当金
　　役員の退職慰労金に備えるため、内
規に基づく期末要支給額を計上
しております。

(会計処理の変更)
　　「租税特別措置法上の準備金及び
特別法上の引当金又は準備金並
びに役員退職慰労引当金等に関
する監査上の取扱い」(日本公認
会計士協会監査・保証実務委員
会報告第42号)の改正に伴い、従
来、支給時に費用として処理して
おりました役員退職慰労金は、当
連結会計年度から、当該連結会計
年度末における要支給見込額を
役員退職慰労引当金として計上
しております。これにより、従来
の方法に比べ、税金等調整前当期
純損失は８百万円多く計上され
ております。

　　　なお、当該会計処理の変更を当下
期より行うのは、「役員退職慰労
金規定」の見直しが当下期に行
われたことによるものでありま
す。

　　従って、当連結会計年度の中間連結
会計期間における会計処理は、従
来の方法によっており、変更後の
方法によった場合に比べ、税金等
調整前中間純損失は３百万円少
なく計上されております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法
　　リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によって
います。

(4) 重要なリース取引の処理方法
同左
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 (5) 重要なヘッジ会計の方法
 ① ヘッジ会計の方法
　　原則として繰延ヘッジ処理を採用
しております。

　　なお、金利スワップについては特例
処理の要件を満たしている場合
には、特例処理によっておりま
す。

　　また、為替予約については振当処理
の要件を満たしている場合には
振当処理を採用しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法
 ① ヘッジ会計の方法

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象
 
ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建予定取引
通貨スワップ 〃
金利スワップ 借入金
　

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象
 

同左

  ③ ヘッジ方針
　　目的、限度額、方針等を定めた社内
規程に従い、資金担当部門にて
行っております。

　　通常の外貨建営業取引に係る輸入
実績等を踏まえ、将来の為替相場
の変動による外貨建の売掛金及
び買掛金の為替変動リスクを
ヘッジする目的で為替予約及び
長期の通貨スワップ取引を利用
しております。また、金利スワッ
プ取引は長期借入金の一部に係
る金利変動リスクを回避する目
的で実債務を対象元本とした取
引のみ利用する方針であります。

 ③ ヘッジ方針
同左

  ④ ヘッジ有効性評価の方法
　　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー
変動の累計又は相場変動とヘッ
ジ手段のキャッシュ・フロー変
動の累計又は相場変動を半期ご
とに比較し、両者の変動額等を基
礎にして、ヘッジの有効性を評価
しております。ただし、特例処理
によっている金利スワップにつ
いては有効性の評価を省略して
おります。

　　また為替予約については、締結時の
リスク管理方針に従って、米貨建
による同一金額で同一期日の為
替予約をそれぞれ振当てている
ため、その後の為替の変動による
相関関係は完全に確保されてい
るので、決算日における有効性の
評価を省略しております。

 ④ ヘッジ有効性評価の方法
同左

 (追加情報)
　　デリバティブ取引については、従来
ヘッジ会計を適用しておりまし
たが、今後の長期生産計画等の合
理的な予測面等を勘案して、通貨
スワップ取引のヘッジ有効性判
断の期間の見直しを行いました。
その結果、当連結会計年度から期
間１年以内をヘッジ対象とし、１
年超の部分の評価損益は通貨ス
ワップ評価損益として損益に計
上することに変更しております。

　　なお、従来と同一の方法によった場
合と比較し、経常利益は750百万
円多く、税金等調整前当期純損失
は750百万円少なく計上されてお
ります。

―――
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 (6) その他連結財務諸表作成のため
の重要な事項

　　消費税等の処理方法
　　税抜方式を採用しています。

(6) その他連結財務諸表作成のため
の重要な事項

　　消費税等の処理方法
同左

５　連結子会社の資産及び負
債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方
法は全面時価評価法によっておりま
す。

同左

６　のれん及び負ののれんの
償却に関する事項

のれんは、５年間又は10年間の均等償
却によっております。

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

７　連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金
及び容易に換金可能であり、かつ、価
値の変動について僅少なリスクしか
負わない取得日から３カ月以内に償
還期限の到来する短期的な投資から
なっております。

同左

 

会計処理の変更
 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)
　当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年
12月９日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純
資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企
業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適
用指針第８号)を適用しております。
　これによる損益に与える影響はありません。
　従来の「資本の部」の合計に相当する金額は85,198
百万円であります。
　なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年
度における連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規
則により作成しております。

―――

(役員賞与に係る会計基準)
　当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」
(企業会計基準第４号　平成17年11月29日)を適用し、発
生時に費用処理することとしております。これによる
損益への影響はありません。

―――

(企業結合に係る会計基準等)
　当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」(企
業会計審議会　平成15年10月31日)及び「事業分離等に
関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月
27日　企業会計基準第７号)並びに「企業結合会計基準
及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会
計基準委員会　最終改正平成18年12月22日　企業会計基
準適用指針第10号)を適用しております。
　これによる損益に与える影響はありません。
　連結財務諸表規則の改正による連結財務諸表の表示
に関する変更は以下のとおりであります。
(連結貸借対照表)
　無形固定資産のその他に含まれていた「営業権」及
び無形固定資産に区分掲記されていた「連結調整勘
定」は、当連結会計年度より合算し「のれん」として
表示しております。
(連結キャッシュ・フロー計算書)
　「減価償却費」に含まれていた営業権の償却額及び
「連結調整勘定償却額」は当連結会計年度より合算し
「のれん償却額」として表示しております。

―――
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――― (帳合取引の会計処理方法)
　当連結会計年度より帳合取引の会計処理につきまし
て、売上高と仕入高を両建する「総額表示」から、売上
高と仕入高を相殺する「純額表示」へ変更しておりま
す。
　この変更は、帳合取引の会計処理の透明性をより確保
し、相殺処理を行う方が経営成績をより的確に表示す
ることができるとの目的で行ったものであります。こ
の変更により、従来の方法によった場合に比べ、売上高
と売上原価がそれぞれ16,466百万円少なく計上されて
おります。なお、この変更による売上総利益、営業利益、
経常損失及び当期純損失への影響はありません。また、
セグメント情報に与える影響については、当該箇所に
記載しております。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

 

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

現金及び預金 353百万円

建物及び構築物 3,948

機械装置及び運搬具 434

工具器具備品 73

土地 4,162

投資有価証券 122

投資その他の資産(その他) 895

計 9,989

　　　担保付債務は次のとおりであります。

長期借入金 6,043百万円

短期借入金 7,546

１年内償還予定社債 155

社債 380

支払手形及び買掛金 4,469

未払金及び未払費用 507

固定負債(その他) 61

計 19,164

※１　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

現金及び預金 1,100百万円

建物及び構築物 2,714

機械装置及び運搬具 444

工具器具備品 71

土地 3,347

計 7,677

　　　担保付債務は次のとおりであります。

長期借入金 2,119百万円

短期借入金 4,388

計 6,507

※２　非連結子会社及び関連会社に係る注記

　　　各科目に含まれている非連結子会社及び関連会社

に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券 1,718百万円

投資その他の資産「その他」

(出資金)
3,204

※２　非連結子会社及び関連会社に係る注記

　　　各科目に含まれている非連結子会社及び関連会社

に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券 3,844百万円

投資その他の資産「その他」

(出資金)
681

　３　偶発債務

　　　取引先及び非連結子会社・関連会社の銀行借入金

に対し、支払保証を行っております。

コトブキ商事㈱ 917百万円

三豊ケーブルテレビ放送㈱ 454

東京海老商事㈱ 300

コック食品㈱ 220

㈱豆乃屋 60

㈱ダイカイフード 55

観音寺土地開発㈱ 55

ジェイエムフードサービス㈱ 50

K&T FOOD CO.,LTD. 7

(500千香港ドル)

その他 0

合計 2,120

　３　偶発債務

　　　取引先及び非連結子会社・関連会社の銀行借入金

に対し、支払保証を行っております。

コトブキ商事㈱ 733百万円

舟山港明食品有限公司 569

(37百万人民元及び332千米ドル)

三豊ケーブルテレビ放送㈱ 406

舟山加藤佳食品有限公司 380

(24百万人民元及び349千米ドル)

コック食品㈱ 240

山東凱加食品股?有限公司 120

(1,200千米ドル)

K&T FOOD CO.,LTD.6

(500千香港ドル)

合計 2,455

　４　　　　　　　　　――― 　４　経営指導念書等

　　　下記会社の金融機関からの借入金に対して、債務保

証及び債務保証予約には該当しない経営指導念

書の差入れを行っております。

舟山港明食品有限公司 1,580百万円

(110百万人民元)

舟山加藤佳食品有限公司 2,317

(162百万人民元)

合計 3,898

　　　当社はこの経営指導念書に基づき、実質的にも将来

の債務保証義務又は損害担保義務を負っている

ものではないと判断しております。

　５　受取手形割引高 5,663百万円　５　受取手形割引高 1,008百万円
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前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※６　期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。

　　　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれて

おります。

受取手形 539百万円

支払手形 684

設備支払手形 79

営業外支払手形 358

―――

※７　事業用土地の再評価

　　　当社は、土地の再評価に関する法律(平成10年３月31

日公布法律第34号　平成13年３月31日改正)に基づ

き、平成14年３月31日に事業用の土地の再評価を

行っております。

　　　なお、再評価差額については、土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律(平成11年３月31日公布

法律第24号)に基づき、当該再評価差額に係る税金

相当額を「再評価に係る繰延税金資産」として資

産の部に計上し、これを加算した金額を「土地再評

価差額金」として純資産の部に計上しております。

※７　事業用土地の再評価

　　　当社は、土地の再評価に関する法律(平成10年３月

31日公布法律第34号　平成13年３月31日改正)に基

づき、平成14年３月31日に事業用の土地の再評価

を行っております。

　　　なお、再評価差額については、土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律(平成11年３月31日

公布法律第24号)に基づき、当該再評価差額に係る

税金相当額を「再評価に係る繰延税金資産」とし

て資産の部に計上し、これを加算した金額を「土

地再評価差額金」として純資産の部に計上してお

ります。

　　・再評価の方法

　　　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31

日公布政令第119号)第２条第３号に定める地方

税法第341条第10号の土地課税台帳に登録されて

いる価格で算定する方法及び同条第４号に定め

る地価税法第16条に規定する地価税の課税価格

の計算の基礎となる土地の価額を算定するため

に国税庁長官が定めて公表した方法により算定

した価額にて算定する方法を併用して算出して

おります。

　　・再評価の方法

　　　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第３号に定める地

方税法第341条第10号の土地課税台帳に登録さ

れている価格で算定する方法及び同条第４号に

定める地価税法第16条に規定する地価税の課税

価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する

ために国税庁長官が定めて公表した方法により

算定した価額にて算定する方法を併用して算出

しております。

　　・再評価を行った年月日 平成14年３月31日

　　・再評価を行った土地の期末に
おける時価と再評価後の帳
簿価額との差額

△1,186百万円

　　・再評価を行った年月日 平成14年３月31日

　　・再評価を行った土地の期末に
おける時価と再評価後の帳
簿価額との差額

△1,211百万円

※８　「循環取引」等の不適切な取引行為に関連して発

生したものであります。

※８　　　　　　　　　―――

※９　「循環取引」等の不適切な取引行為に関連して発

生したものが以下のとおり含まれております。

未収入金 122百万円

未払金及び未払費用 4,359

※９　「循環取引」等の不適切な取引行為に関連して

発生したものが以下のとおり含まれております。

未払金及び未払費用 4,062百万円
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　10　　　　　　　　　―――

 

　10　コミットメントライン

　　　当社は株式会社あおぞら銀行他10金融機関とコ

ミットメントライン契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントライン
の総額

20,000百万円

借入実行残高 5,000百万円

差引額 15,000百万円
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(連結損益計算書関係)

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要なものは次の

とおりであります。

運賃 9,682百万円

保管料 3,447

従業員給与手当(賞与を含

む)
8,194

減価償却費 914

貸倒引当金繰入額 1,298

退職給付費用 339

賞与引当金繰入額 546

のれん償却額 399

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要なものは次の

とおりであります。

運賃 7,853百万円

保管料 2,191

従業員給与手当(賞与を含

む)
7,404

減価償却費 692

貸倒引当金繰入額 1,106

退職給付費用 252

賞与引当金繰入額 506

のれん償却額 112

支払手数料 3,435

※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び運搬具 1

土地 251

計 254

※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 37百万円

機械装置及び運搬具 32

工具器具備品 0

土地 330

無形固定資産(その他) 3

計 404

※３　過年度公租公課等の修正であります。 ※３　　同左

※４　固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

　　　[固定資産除却損]

建物及び構築物 10百万円

機械装置及び運搬具 6

工具器具備品 2

その他 1

合計 21

　　　[固定資産売却損]

建物及び構築物 190百万円

機械装置及び運搬具 145

工具器具備品 14

その他 30

合計 381

※４　固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

　　　[固定資産除却損]

建物及び構築物 320百万円

機械装置及び運搬具 194

工具器具備品 12

その他 1

合計 530

　　　[固定資産売却損]

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び運搬具 17

工具器具備品 0

その他 1

合計 20
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※５　減損損失

　　　当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しておりま

す。

用途 種類 場所 その他
金額
(百万円)

事業用資産

建物及び構築
物
機械装置及び
運搬具
工具器具備品
無形固定資産
(その他)
投資その他の
資産
(その他)
リース資産

香川県
(２件)

ホテル、
店舗

706

広島県
(１件)

工場 215

東京都他 店舗 457

遊休資産

建物及び構築
物
機械装置及び
運搬具
工具器具備品

大阪府他
事務所、
機械

36

千葉県
(１件)

工場 8

香川県
(２件)

工場、店舗 30

愛知県
(１件)

工 場 ( 機
械)

13

無形固定資
産

のれん ― ― 1,361

計    2,829

　

※５　減損損失

　　　当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しておりま

す。

用途 種類 場所 その他
金額
(百万円)

事業用資産
建物及び構築
物
土地

香川県
(１件)

旅館 2,489

賃貸不動産
建物及び構築
物
土地

大阪府
(１件)

ビル 3,046

香川県
(２件)

店舗、更地 70

遊休資産

建物及び構築
物
機械装置及び
運搬具
工具器具備品
土地
無形固定資産
(その他)

大阪府
(１件)

ビル 196

香川県
(４件)

店舗、工場
更地

300

鳥取県他
(２件)

工場 6

計    6,109
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　　　当社グループは、減損損失の算定にあたり、原則とし

て事業部別に区分し、賃貸用不動産・遊休資産に

ついては、個々の物件を単位としております。

　　　当連結会計年度において、帳簿価額に対し著しく時

価が下落している資産について帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上しております。

　　　その内訳は、次のとおりであります。

　(1) 事業用資産

建物及び構築物 1,020百万円

機械装置及び運搬具 101

工具器具備品 157

土地 10

無形固定資産(その他) 0

投資その他の資産(その他) 0

リース資産 87

計 1,379

　(2) 遊休資産

建物及び構築物 38百万円

機械装置及び運搬具 46

工具器具備品 3

計 88

　　　なお、当該資産グループの回収可能価額は、不動産鑑

定評価、正味売却価額及び将来キャッシュ・フ

ローを５％で割り引いて算出した使用価値によ

り測定しております。

　　　当社グループは、減損損失の算定にあたり、原則と

して事業部別に区分し、賃貸用不動産・遊休資

産については、個々の物件を単位としておりま

す。

　　　当連結会計年度において、帳簿価額に対し著しく時

価が下落している資産について帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に計上しております。

　　　その内訳は、次のとおりであります。

　(1) 事業用資産

建物及び構築物 1,711百万円

土地 777

計 2,489

　(2) 賃貸用不動産

建物及び構築物 12百万円

土地 3,104

計 3,116

　(3) 遊休資産

建物及び構築物 298百万円

機械装置及び運搬具 14

工具器具備品 8

土地 173

無形固定資産(その他) 8

計 503

　　　なお、当該資産グループの回収可能価額は、不動産

鑑定評価、正味売却価額及び将来キャッシュ・

フローを５％で割り引いて算出した使用価値に

より測定しております。

※６　持分法適用会社である㈱日本医食研究所に係る持

分法による投資損失を計上しております。

　　　これは、同社が当連結会計年度に特別損失に計上し

た「固定資産の減損に係る会計基準」の適用に

伴う減損損失等を主因とするものであります。

※６　　　　　　　　　―――

※７　一般管理費に含まれている研究開発費

 514百万円

※７　一般管理費に含まれている研究開発費

 529百万円

※８　不動産及び出資金評価損等であります。 ※８　　　　　　　　　 同左

※９　「循環取引」等の不適切な取引行為に関連して発

生したものであります。

※９　　　　　　　　　―――

※10　「循環取引」等の不適切な取引行為に関連して発

生したものが、13,727百万円含まれております。

※10　　　　　　　　　―――
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 164,172 ― ― 164,172

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 2,127,338 6,218 ― 2,133,556

 
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　 6,218株

 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月26日
定時株主総会

普通株式 810 5.00平成18年３月31日平成18年６月27日

平成18年11月22日
取締役会

普通株式 810 5.00平成18年９月30日平成18年12月８日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28
日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 810 5.00
平成19年３月31

日
平成19年６月29

日
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 164,172 ― ― 164,172

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 2,133,556 44,878 ― 2,178,434

 
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　44,878株

 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 810 5.00平成19年３月31日平成19年６月29日

平成19年11月27日
取締役会

普通株式 810 5.00平成19年９月30日平成19年12月10日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 12,909百万円

預入期間が３カ月を超える
定期預金等

△1,291

現金及び現金同等物 11,617

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 13,170百万円

預入期間が３カ月を超える
定期預金等

△1,239

現金及び現金同等物 11,931
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(リース取引関係)
 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引

　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　　　 <取得価額相当額>
機械装置及び運搬具 1,575百万円
工具器具備品 3,308
その他 761

合計 5,645

　　　 <取得価額相当額>
機械装置及び運搬具 1,475百万円
工具器具備品 1,458
その他 776

合計 3,710
　　　 <減価償却累計額相当額>

機械装置及び運搬具 936百万円
工具器具備品 1,870
その他 327

合計 3,134

　　　 <減価償却累計額相当額>
機械装置及び運搬具 990百万円
工具器具備品 857
その他 375

合計 2,223
　　　 <減損損失累計額相当額>

機械装置及び運搬具 0百万円
工具器具備品 130
その他 4

合計 135

　　　 <減損損失累計額相当額>
機械装置及び運搬具 ―百万円
工具器具備品 9
その他 4

合計 14
　　　 <期末残高相当額>

機械装置及び運搬具 638百万円
工具器具備品 1,308
その他 429

合計 2,376
　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定しております。

　　　 <期末残高相当額>
機械装置及び運搬具 484百万円
工具器具備品 591
その他 396

合計 1,472
　　　　　　　　　　　 同左

　②未経過リース料期末残高相当額等
　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 906百万円
１年超 1,604

合計 2,511
リース資産減損勘定期末残
高

134百万円

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー
ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め
る割合が低いため、支払利子込み法により算定し
ております。

　②未経過リース料期末残高相当額等
　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 576百万円
１年超 910

合計 1,486
リース資産減損勘定期末残
高

8百万円

同左

　　このうち転リース取引に係る未経過リース料期末残
高相当額
１年内 98百万円
１年超 228

合計 326
　　転リース取引に係る貸手側の残高はおおむね同一で

あります。

　　このうち転リース取引に係る未経過リース料期末残
高相当額
１年内 126百万円
１年超 186

合計 313
　　転リース取引に係る貸手側の残高はおおむね同一で

あります。
　③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価
償却費相当額及び減損損失
支払リース料 910百万円
リース資産減損勘定の取崩額 14
減価償却費相当額 910
減損損失 87

　③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額及び減
価償却費相当額
支払リース料 651百万円
リース資産減損勘定の取崩額 5
減価償却費相当額 651

　④減価償却費相当額の算定方法
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　④減価償却費相当額の算定方法
同左
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２　オペレーティング・リース取引
　未経過リース料

１年内 32百万円
１年超 85

合計 118

２　オペレーティング・リース取引
　未経過リース料

１年内 3百万円
１年超 6

合計 9

 

次へ

EDINET提出書類

株式会社加ト吉(E00470)

有価証券報告書

 74/151



(有価証券関係)
前連結会計年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日)

 

 

１　売買目的有価証券
該当事項はありません。

 
２　満期保有目的の債券で時価のあるもの
該当事項はありません。

 
３　その他有価証券で時価のあるもの

 

区分 種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

連結貸借対照表計上額
が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 3,989 4,964 975

(2) 債券    

　　国債・
　　地方債等

― ― ―

　　社債    

　　その他    

(3) その他 461 485 24

小計 4,450 5,450 1,000

連結貸借対照表計上額
が
取得原価を超えないも
の

(1) 株式 9,774 8,112 △1,661

(2) 債券    

　　国債・
　　地方債等

― ― ―

　　社債    

　　その他    

(3) その他 ― ― ―

小計 9,774 8,112 △1,661

合計 14,224 13,563 △661

(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において１百万円の減損処

理を行っております。
 
４　当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券
該当事項はありません。

 
５　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

2,664 334 40

 
６　時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く)
(1) 満期保有目的の債券
該当事項はありません。

 
(2) その他有価証券

 

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

①　非上場株式 2,832

②　非上場社債 1,005

③　投資事業有限責任組合及び
　　それに類する組合への出資

1,684

 
７　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定
額

 

区分 １年以内(百万円)
１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超(百万円)
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(債券)     

　社債 ― 1,005 ― ―

(その他)     

　投資事業有限責任
　組合及びそれに類
　する組合への出資

― 546 1,138 ―

合計 ― 1,551 1,138 ―
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当連結会計年度(平成19年４月１日～平成20年３月31日)
 
１　売買目的有価証券
該当事項はありません。

 
２　満期保有目的の債券で時価のあるもの
該当事項はありません。

 
３　その他有価証券で時価のあるもの

 

区分 種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

連結貸借対照表計上額
が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 923 1,164 241

(2) 債券    

　　国債・
　　地方債等

― ― ―

　　社債    

　　その他    

(3) その他 ― ― ―

小計 923 1,164 241

連結貸借対照表計上額
が
取得原価を超えないも
の

(1) 株式 7,724 5,139 △2,584

(2) 債券    

　　国債・
　　地方債等

― ― ―

　　社債    

　　その他    

(3) その他 332 257 △75

小計 8,056 5,397 △2,659

合計 8,980 6,561 △2,418

(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において１百万円の減損処

理を行っております。
 
４　当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券
該当事項はありません。

 
５　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

5,144 82 49

 
６　時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く)
(1) 満期保有目的の債券
該当事項はありません。

 
(2) その他有価証券

 

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

①　非上場株式 2,255

②　非上場社債 1,005

③　投資事業有限責任組合及び
　　それに類する組合への出資

1,281

 
７　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定
額

 

区分 １年以内(百万円)
１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超(百万円)

(債券)     

　社債 5 1,000 ― ―

(その他)     
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　投資事業有限責任
　組合及びそれに類
　する組合への出資

7 809 463 ―

合計 12 1,809 463 ―
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項
 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(1) 取引の内容及び利用目的

　　輸出入取引に係る為替変動リスクをヘッジする目的

で為替予約及び長期の通貨スワップ取引を行ってお

り、また金融債務の調達コストの低減及び将来の金利

上昇が一定の範囲内に限定する目的で金利スワップ

取引を行っております。

　　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。

(1) 取引の内容及び利用目的

同左

 ① ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建予定取引

通貨スワップ 〃

金利スワップ 借入金

 ① ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ② ヘッジ方針

　　目的、限度額、方針等を定めた社内規程に従い、資金担

当部門にて行っております。

　　通常の外貨建営業取引に係る輸入実績等を踏まえ、将

来の為替相場の変動による外貨建の売掛金及び買

掛金の為替変動リスクをヘッジする目的で為替予

約及び長期の通貨スワップ取引を利用しておりま

す。また、金利スワップ取引は長期借入金の一部に

係る金利変動リスクを回避する目的で実債務を対

象元本とした取引のみ利用する方針であります。

 ② ヘッジ方針

同左

 ③ ヘッジの有効性評価の方法

　　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相

場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の

累計又は相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動

額等を基礎にして、ヘッジの有効性を評価しており

ます。ただし、特例処理によっている金利スワップ

については有効性の評価を省略しております。

　　また為替予約については、締結時のリスク管理方針に

従って、米貨建による同一金額で同一期日の為替予

約をそれぞれ振当てているため、その後の為替の変

動による相関関係は完全に確保されているので、決

算日における有効性の評価を省略しております。

 ③ ヘッジの有効性評価の方法

同左

(2) 取引に対する取組方針

　　為替予約取引は為替相場の変動による外貨建の売掛

金及び買掛金のリスクをヘッジする目的に行ってお

り、主として外貨建売上契約をヘッジするためのもの

であるため外貨建売掛金及び成約高の範囲内で行う

方針であります。金利スワップ取引は長期借入金の一

部に係る金利負担を軽減する目的で実債務を対象元

本とした取引にのみ利用する方針であります。

(2) 取引に対する取組方針

同左

(3) 取引に係るリスクの内容

　　金利スワップ取引については、将来の金利変動による

リスクがありますが、デリバティブ取引の契約先はい

ずれも信用度の高い金融機関を取引相手としており

信用リスクはほとんどないものと判断しております。

(3) 取引に係るリスクの内容

同左

(4) 取引に係るリスク管理体制

　　デリバティブ取引については、目的、限度額、方針等を

定めた社内規程に従い、資金担当部門にて行っており

ます。

(4) 取引に係るリスク管理体制

同左
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２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度末(平成19年３月31日現在)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連

 

種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円) 評価差額(百万円)

スワップ取引 48,859 40,370 41,121 750

(注) １　時価の算定方法

　　通貨スワップ取引………取引相手先金融機関から提示された価格によっております。

２　ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。

 

当連結会計年度末(平成20年３月31日現在)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連

 

種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円) 評価差額(百万円)

スワップ取引 20,831 15,850 14,778 △1,071

(注) １　時価の算定方法

　　通貨スワップ取引………取引相手先金融機関から提示された価格によっております。

２　ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。

 

前へ　　　次へ
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(退職給付関係)
 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要
　　　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退
職一時金制度を設けております。また、従業員の
退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理
計算による退職給付債務の対象とされない割増
退職金を支払う場合があります。

　　　当連結会計年度末現在、当社及び連結子会社全体で
退職一時金制度については８社が有しており、
また厚生年金基金は４基金、適格退職年金は５
年金を有しております。

１　採用している退職給付制度の概要
　　　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退
職一時金制度を設けております。また、従業員の
退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理
計算による退職給付債務の対象とされない割増
退職金を支払う場合があります。

　　　当連結会計年度末現在、当社及び連結子会社全体で
退職一時金制度については７社が有しており、
また厚生年金基金は２基金、適格退職年金は５
年金を有しております。

 　　　また、総合設立型厚生年金基金制度に加入している
会社は２社あり、制度に関する事項は次のとお
りであります。

　 (1)　制度全体の積立状況に関する事項(平成20年３
月31日現在)

　年金資産の額 144,302百万円
　年金財政計算上の給付債務の
額

128,251

　差引額 16,051
　 (2)　制度全体に占める当グループの掛金拠出割合
　　　　(平成20年３月分)　　　　　　　　0.60％
　 (3)　補足説明
　　　　上記(1)の差引額の主な内訳は、年金財政計算上の

過去勤務債務残高2,261百万円であります。
　　　　なお、上記(2)の割合は当グループの実際の負担割

合とは一致しません。
２　退職給付債務に関する事項

イ　退職給付債務 △5,044百万円
ロ　年金資産 1,189

ハ　未積立退職給付債務(イ＋
ロ)

△3,855

ニ　未認識数理計算上の差異 △160

ホ　連結貸借対照表計上額純額
　　(ハ＋ニ)

△4,015

ヘ　退職給付引当金 △4,015

  
　　　(注) １　子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しています。
　　　　　 ２　このほか、自社の拠出に対応する年金資産の

額を合理的に計算することが出来な
い総合設立型厚生年金基金制度の年
金資産の額は1,819百万円(掛金拠出
割合)であります。

２　退職給付債務に関する事項
イ　退職給付債務 △4,758百万円
ロ　年金資産 890

ハ　未積立退職給付債務(イ＋
ロ)

△3,867

ニ　未認識数理計算上の差異 △4

ホ　連結貸借対照表計上額純額
　　(ハ＋ニ)

△3,872

ヘ　退職給付引当金 △3,872

  
　　　(注) １　子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しています。
　　　　　 ２　このほか、自社の拠出に対応する年金資産の

額を合理的に計算することが出来な
い総合設立型厚生年金基金制度の年
金資産の額は930百万円(掛金拠出割
合)であります。

　 (追加情報)
　　　　当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正(その２)」(企業会計基準第
14号　平成19年５月15日)を適用しておりま
す。
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３　退職給付費用に関する事項
イ　勤務費用 463百万円
ロ　利息費用 89
ハ　期待運用収益 △12
ニ　数理計算上の差異の費用処理
額

△26

ホ　退職給付費用
　　(イ＋ロ＋ハ＋ニ)

514

  
　　　(注) １　簡便法を採用している連結子会社の退職

給付費用は、「イ 勤務費用」に計上
しています。

　　　　　 ２　総合設立の厚生年金基金への拠出額92百万
円は「イ　勤務費用」に計上していま
す。

３　退職給付費用に関する事項
イ　勤務費用 388百万円
ロ　利息費用 88
ハ　期待運用収益 △13
ニ　数理計算上の差異の費用処理
額

△59

ホ　退職給付費用
　　(イ＋ロ＋ハ＋ニ)

405

  
(注) １　簡便法を採用している連結子会社の退

職給付費用は、「イ 勤務費用」に計
上しています。

２　総合設立の厚生年金基金への拠出額46
百万円は「イ　勤務費用」に計上して
います。
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の
　　期間配分方法

勤務期間を基準とする
方法

ロ　割引率 2.5％
ハ　期待運用収益率 2.0％
ニ　数理計算上の差異
　　の処理年数

５年(発生時の従業員
の平均残存勤務期間以
内の一定の年数による
定率法により、それぞ
れ発生の翌連結会計年
度から費用処理するこ
ととしています。)

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の
　　期間配分方法

勤務期間を基準とする
方法

ロ　割引率 2.5％
ハ　期待運用収益率 2.0％
ニ　数理計算上の差異
　　の処理年数

５年(発生時の従業員
の平均残存勤務期間以
内の一定の年数による
定率法により、それぞ
れ発生の翌連結会計年
度から費用処理するこ
ととしています。)

 

(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。

 

(税効果会計関係)

 

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(1) 流動
 
繰延税
金資産

貸倒引当金 177百万円

賞与引当金 373

 未払事業税 54

 
連結子会社間の
未実現利益

111
 

 たな卸資産評価損 1,620

 その他 593

 　繰延税金資産合計 2,931

 
　繰延税金負債との
　相殺額

△109
 

 　繰延税金資産の純額 2,822

   
 
繰延税
金負債

貸倒引当金の減額修正 87

繰延ヘッジ損益 75

 　繰延税金負債合計 163

 
　繰延税金資産との
　相殺額

△109
 

 　繰延税金負債の純額 53

   
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

　(1) 流動
 
繰延税
金資産

貸倒引当金 429百万円

賞与引当金 294

 未払事業税 87

 たな卸資産評価損 452

 その他 711

 　繰延税金資産合計 1,976

 
　繰延税金負債との
　相殺額

△181
 

 　繰延税金資産の純額 1,795

   
 
繰延税
金負債

貸倒引当金 30

未収事業税 149

その他 32

 　繰延税金負債合計 212

 
　繰延税金資産との
　相殺額

△181
 

 　繰延税金負債の純額 30
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前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

　(2) 固定
 
繰延税
金資産

貸倒引当金 6,722百万円

退職給付引当金 1,618

 
連結子会社間の
未実現利益

156
 

 連結子会社繰越欠損金 6

 
その他有価証券
評価差額金

361
 

 その他 1,872

 　繰延税金資産合計 10,738

 
　繰延税金負債との
　相殺額

△219
 

 　繰延税金資産の純額 10,519

   
 
繰延税
金負債

固定資産圧縮積立金 162

特別償却準備金 5

 
子会社の資産の評価差

額
1,028

 その他 2

 　繰延税金負債合計 1,198

 
　繰延税金資産との
　相殺額

△219
 

 　繰延税金負債の純額 979

   
(注)　繰延税金資産の算定に当たり繰延税金資

産から控除された金額は9,782百万円で

あります。

　(2) 固定
 
繰延税
金資産

貸倒引当金 5,132百万円

退職給付引当金 1,762

 減価償却超過額 196

 繰越欠損金 3,602

 
その他有価証券
評価差額金

1,033

 その他 1,942

 　繰延税金資産合計 13,671

 
　繰延税金負債との
　相殺額

△174
 

 　繰延税金資産の純額 13,496

   
 
繰延税
金負債

固定資産圧縮積立金 161

子会社の資産の評価差

額
934

 その他 2

 　繰延税金負債合計 1,098

 
　繰延税金資産との
　相殺額

△174
 

 　繰延税金負債の純額 923

   
(注)　繰延税金資産の算定に当たり繰延税金資

産から控除された金額は6,976百万円で

あります。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異となった主な項目別の内訳

　　税金等調整前当期純損失が計上されているため記載

しておりません。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異となった主な項目別の内訳

同左

 

前へ
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日)

 

 
食品事業
(百万円)

サービス事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は全社
(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益      

　　　売上高      

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

321,426 27,248 348,675 ― 348,675

　(2) セグメント間の内
部
　　　売上高又は振替高

1,280 401 1,681 (1,681) ―

計 322,707 27,649 350,357 (1,681)348,675

　　　営業費用 313,149 27,180 340,330 (1,805)338,525

　　　営業利益 9,557 469 10,026 123 10,150

Ⅱ　資産、減価償却費、
　　減損損失及び資本的支
出

     

　　　資産 186,976 50,060 237,037 14,784 251,821

　　　減価償却費 3,648 1,050 4,698 326 5,025

　　　減損損失 1,452 1,377 2,829 ― 2,829

　　　資本的支出 6,807 9,886 16,693 156 16,850

(注) １　事業区分は、連結会社の事業活動における業務の種類・性質の関連性及び特性を勘案して区分しており

ます。

２　各事業の主要な製品等

 

事業区分 主要な製品等

食品事業

冷凍食品……調理冷凍食品、冷凍野菜
冷凍水産品……エビ、魚類
常温食品等……無菌パック米飯、米、弁当
運送……冷凍食品等の運送
倉庫……冷凍食品等の保管

サービス事業

ホテル
外食産業……レストラン、居酒屋
不動産業等……不動産賃貸
金融業……有価証券運用
リース・レンタル業……製造機械、OA機器

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(99百万円)の主なものは、当社の管理

部門に係る費用であります。

４　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産(35,826百万円)の主なものは、当社での余資運用資金

(現金・預金)、長期投資資金(投資有価証券等)等であります。
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当連結会計年度(平成19年４月１日～平成20年３月31日)

 

 
食品事業
(百万円)

サービス事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は全社
(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益      

　　　売上高      

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

185,958 17,337 203,296 ― 203,296

　(2) セグメント間の内
部
　　　売上高又は振替高

528 366 895 (895) ―

計 186,486 17,704 204,191 (895) 203,296

　　　営業費用 184,126 17,504 201,631 (814) 200,817

　　　営業利益 2,360 199 2,560 (81) 2,478

Ⅱ　資産、減価償却費、
　　減損損失及び資本的支
出

     

　　　資産 125,368 28,293 153,661 14,917 168,579

　　　減価償却費 3,160 752 3,912 283 4,195

　　　減損損失 277 5,832 6,109 ― 6,109

　　　資本的支出 2,543 374 2,917 403 3,321

(注) １　事業区分は、連結会社の事業活動における業務の種類・性質の関連性及び特性を勘案して区分しており

ます。

２　各事業の主要な製品等
 

事業区分 主要な製品等

食品事業

冷凍食品……調理冷凍食品、冷凍野菜
冷凍水産品……エビ、魚類
常温食品等……無菌パック米飯、米、弁当
運送……冷凍食品等の運送
倉庫……冷凍食品等の保管

サービス事業

ホテル
外食産業……レストラン、居酒屋
不動産業等……不動産賃貸
金融業……有価証券運用
リース・レンタル業……製造機械、OA機器

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(129百万円)の主なものは、当社の管理

部門に係る費用であります。

４　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産(32,491百万円)の主なものは、当社での余資運用資金

(現金・預金)、長期投資資金(投資有価証券等)等であります。

５　会計処理の変更

　　(重要な減価償却資産の減価償却の方法)

　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の(会計方針の変更)」に記載のとおり、当社及び国

内連結子会社は法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降取得したものにつ

いては、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。

　　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、食品事業では営業費用が26百万円増加し、営業利益は

同額減少しております。また、サービス事業では営業費用が９百万円増加し、営業利益は同額減少して

おります。

　　(帳合取引の会計処理方法)

　　「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から帳合取引の会計処理につきまして、売上高と仕

入高を両建する「総額表示」から、売上高と仕入高を相殺する「純額表示」へ変更しております。

　　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、食品事業の売上高と営業費用がそれぞれ16,466百万円
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の

割合が90％を超えているため、その記載を省略しております。

当連結会計年度(平成19年４月１日～平成20年３月31日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の

割合が90％を超えているため、その記載を省略しております。

 

【海外売上高】

前連結会計年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日)

海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略しております。

当連結会計年度(平成19年４月１日～平成20年３月31日)

海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略しております。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日)

１　役員及び個人主要株主等

 

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等

株式会社
カトー
サービス

香川県
観音寺
市

45

ガソリン
及びその
他燃料並
びに資材
販売業

当社役員
加藤義和
直接82.5％

兼任等
１名

石油類
の購入

精白米の
販売

33売掛金 4

ガソリン
等の燃料
購入

853未払金 110

加藤義和
株式会社

香川県
観音寺
市

357
有価証券
の売買等

当社役員
加藤義和
直接100％
(6.8％)

兼任等
４名

―

投資有価
証券買入

 

― ―

　買入代金 203

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １　㈱カトーサービスとの精白米の販売及びガソリン等の燃料購入については、市場価格を勘案して一般的

取引条件と同様に決定しております。

２　投資有価証券の買入価格は、取引直近日の東京証券取引所等の終値により決定しており、支払条件は一

括現金払であります。

 

２　子会社等

 

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連
会社

株式会社
アーバン
フーズ

東京都
新宿区

25

畜産・水
産
・冷凍食
品の開発、
輸出入販
売

所有
直接16.7％
間接16.7％

― ―

冷凍食品
の販売

2,739破産・
更
生債権
等

4,902帳合取引
に係る受
取手数料

139

冷凍食品
の仕入

156買掛金 21

同社は、「循環取引」等の不適切な取引行為に関連した会社であり、(重要な後発事象)の１に記載のと

おり、現在破産手続中であります。なお、同社に対する債権額については全額を破産・更生債権等として

処理し、同額の貸倒引当金を計上しております。

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １　冷凍食品の販売及び仕入については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

２　帳合取引に係る受取手数料は、「循環取引」等の不適切な取引行為に関連して発生したものでありま

す。
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当連結会計年度(平成19年４月１日～平成20年３月31日)

１　関連会社等

 

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連
会社

株式会社
アーバン
フーズ
(注1)

東京都
新宿区

25

畜産・水
産
・冷凍食
品の開発、
輸出入販
売

所有
直接16.7％
間接16.7％

― ―

冷凍食品
の販売

3

破 産 ・
更
生 債 権
等

4,891

冷凍食品
の仕入

8 買掛金 30

関連
会社

スリース
ターイン
タ ー ナ
ショナル
株式会社

大阪市
中央区

43

冷凍水産
物の輸入
及び仲介
業

所有
直接20.0％

― ―

冷凍水産
品の販売

3

破 産 ・
更
生 債 権
等

2,359

冷凍水産
品の仕入

930買掛金 0

(注) １　同社は、「循環取引」等の不適切な取引行為に関連した会社であり、（重要な後発事象）の１に記載の

とおり、現在破産手続中であります。なお、同社に対する債権額については全額を破産・更生債権等と

して処理し、同額の貸倒引当金を計上しております。

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)　冷凍食品及び冷凍水産品の販売及び仕入については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定し

ております。

 

２　役員及び個人主要株主等

 

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

個人主
要株主
及びそ
の近親
者が議
決権の
過半数
を所有
してい
る会社
等

株式会社
カトー
サービス

香川県
観音寺
市

45

ガソリン
及びその
他燃料並
びに資材
販売業

加藤義和
直接82.5％

―
石油類
の購入

精白米の
販売

4 売掛金 5

ガソリン
等
の燃料購
入

40未払金 89

コトブキ
商事
株式会社

香川県
観音寺
市

357

冷凍食品
及びその
他常温食
品製造販
売

㈱カトー
サービス
直接37.4％
㈱グローバ
ル フ ー ド
サービス
直接21.2％
藤井素子
直接3.2％

― ―

資金の貸
付

1 貸付金 180

冷凍食品
の
仕入

56買掛金 59

債務の保
証

△3
債 務 保
証

913

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １　㈱カトーサービスとの精白米の販売及びガソリン等の燃料購入については、市場価格を勘案して一般的

取引条件と同様に決定しております。

２　コトブキ商事㈱との冷凍食品の仕入については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定して

おります。

３　㈱カトーサービス及びコトブキ商事㈱は、当社役員加藤義和が平成19年４月24日をもって退任したた

め、同日付で関連当事者でなくなっております。なお、取引金額は㈱カトーサービス及びコトブキ商事

㈱が関連当事者であった期間の取引を、期末残高においては関連当事者に該当しなくなった時点の残

高を記載しております。
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(１株当たり情報)

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 526円17銭１株当たり純資産額 427円86銭

１株当たり当期純損失 60円94銭１株当たり当期純損失 80円80銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、当期純損失が計上されたため記載しておりません。

(追加情報)

　当連結会計年度から、改正後の「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」(企業会計基準委員会　最終改正

平成18年１月31日　企業会計基準第２号)及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会　最終改正平成18年１月31日　企業会計

基準適用指針第４号)を適用しております。

　なお、前連結会計年度と同様の方法により算定した当

連結会計年度の１株当たり純資産額は、525円79銭とな

ります。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、当期純損失であり、また潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

 

項目
前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

当連結会計年度末
(平成20年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計
額

(百万円) 94,799 73,265

普通株式に係る純資産額 (百万円) 85,260 69,311

差額の主な内訳 (百万円)   

　少数株主持分  9,538 3,954

普通株式の発行済株式数 (千株) 164,172 164,172

普通株式の自己株式数 (千株) 2,133 2,178

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数

(千株) 162,039 161,994

 

２　１株当たり当期純損失

 

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

連結損益計算書上の当期純損失 (百万円) △9,874 △13,091

普通株式に係る当期純損失 (百万円) △9,874 △13,091

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数 (千株) 162,042 162,024
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(重要な後発事象)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　当社の関連会社である㈱アーバンフーズは、平成19年５月28日東京地方裁判所に破産手続開始を申

立て、同日、同裁判所は同社に対し破産手続開始決定をしました。

　(1) 倒産の原因 資金繰の悪化

　(2) 負債総額 約85億円

　(3) 当社の取引先に対する債権の額 4,902百万円

　(4) 当該倒産が営業活動等へ及ぼす重要な影響 貸倒引当金を全額計上しております。

２　当社子会社加ト吉水産㈱に対し、みずほ銀行から訴訟が提起されております。

　(1) 訴訟の原因及び訴訟提起に至った経緯

大阪の中堅商社が加ト吉水産㈱に対する売買代金債権を有しているとして、同債権の一部約38億

円について債権買取会社を通じてみずほ銀行へ債権譲渡しました。みずほ銀行は同債権譲渡によっ

て譲り受けた売買代金債権に基づき本件訴訟の提起に至ったものと考えております。

　(2) 訴訟の内容及び請求金額

・訴訟の内容　売買代金請求訴訟

・請求金額　　売買代金債権約38億円及びこれに対する遅延損害金

　(3) 今後の見通し

加ト吉水産㈱は、みずほ銀行からの訴訟について適切に応訴して参ります。

当社及び加ト吉水産㈱は、上記売買代金債権の根拠となる売買契約に関する「売買契約書」にお

いて使用されている加ト吉水産㈱の代表印、会社名・代表者名を表示するゴム印は、いずれも偽造

されたものであり、同売買契約は無効であって、加ト吉水産㈱の上記債務は不存在であると認識し

ております。

３　当社子会社加ト吉水産㈱に対し、茶谷産業㈱から訴訟が提起されております。

　(1) 訴訟の原因及び訴訟提起に至った経緯

茶谷産業㈱が加ト吉水産㈱に対する売買代金債権約33億円を有しているとして、本件訴訟の提起

に至ったものと考えております。

　(2) 訴訟の内容及び請求金額

・訴訟の内容　売買代金請求訴訟

・請求金額　　売買代金債権約33億円及びこれに対する遅延損害金

　(3) 今後の見通し

加ト吉水産㈱は、茶谷産業㈱からの訴訟について適切に応訴して参ります。

当社及び加ト吉水産㈱は、上記売買代金債権の根拠となる売買契約に関する「売買契約書」にお

いて使用されている加ト吉水産㈱の代表印、会社名・代表者名を表示するゴム印は、いずれも偽造

されたものであり、同売買契約は無効であって、加ト吉水産㈱の上記債務は不存在であると認識し

ております。
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４　当社は平成19年５月25日付で、当社企業集団における中国事業の実行責任者であった当社前代表取

締役会長兼社長加藤義和氏(平成19年４月24日辞任)と、同氏を資産譲受人及び債務引受人とする

「資産譲渡契約」及び「債務引受契約」を締結致しました。契約の概要は以下のとおりでありま

す。

　(1) 資産譲渡契約

　　①　譲渡資産及び譲渡価額(譲渡価額は、当社及び子会社の平成19年３月31日現在の帳簿価額によって

おります。)

当社が有する子会社舟山加藤佳食品有限公司
(以下「加藤佳」と言います。)に対する出資金 237百万円

当社が有する関連会社舟山港明食品有限公司
(以下「港明」と言います。)に対する出資金 1,477

当社が有する加藤佳に対する債権(貸付金) 59

当社が有する加藤佳に対する債権(売掛金) 405

当社が有する港明に対する債権(貸付金) 800

子会社加ト吉水産㈱が有する加藤佳に対する出資金 103

子会社加ト吉水産㈱他２社が有する港明に対する出資金 356

子会社青島加藤吉食品有限公司が有する上海海氏
実業有限公司に対する債権(前渡金) 1,091

　　　　　　　　　合　　　計 4,530

　　②　支払時期

　　　　2008年３月末日までの、別途協議して定める日

　(2) 債務引受契約

　　①　引受債務

　　　　当社が三菱東京ＵＦＪ銀行に対して負担している、加藤佳を主債務者とする連帯保証債務

　　②　極度額　　　500百万円

　　③　保証期間　　2006年９月30日から2007年９月30日

　(3) 別途、債務の履行をより確実にするために必要な保全措置を講じております。

５　平成19年６月20日、一部報道機関により、当社子会社㈱北海道加ト吉が製造した牛肉コロッケから豚

肉が検出されたとの報道が行われました。

　　当社は直ちに豚肉が混入した可能性のある商品の出荷を止めるとともに、当該商品の原料である「牛

肉ミンチ」の納入業者、ミートホープ㈱(北海道所在)に事実確認を行い、また当社においても調査

を開始いたしました。

　　ミートホープ㈱は豚肉混入の事実を認めております。

　　なお現時点では、今後の当社企業集団の財政状態及び経営成績への影響は不明であります。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　当社の関係会社である㈱アーバンフーズは、前連結会計年度において東京地方裁判所より破産手続

開始決定を受け、現在係争中であります。

２　当社の子会社である加ト吉水産㈱は、前連結会計年度において大阪の中堅商社である茶谷産業㈱が

同社に対して売買代金債権約33億円を有しているとして、また、みずほ銀行からは茶谷産業㈱から

譲り受けた同債権の一部約38億円に基づき、それぞれ訴訟を提起されております。

　　これに対して、加ト吉水産㈱は、上記売買代金債権の根拠となる売買契約に関する「売買契約書」に

おいて使用されている同社の代表印、会社名・代表者名を表示するゴム印は、いずれも偽造された

ものであり、同売買契約は無効であるとして、被疑者不詳で訴訟提起しております。

３　当社は平成19年５月25日付で、当社企業集団における中国事業の実行責任者であった当社前代表取

締役会長兼社長加藤義和氏(平成19年４月24日辞任)と、同氏を資産譲受人及び債務引受人とする

「資産譲渡契約」及び「債務引受契約」を締結致しましたが、そのうち、平成20年３月31日付で

「当社が有する子会社舟山加藤佳食品有限公司(以下「加藤佳」)に対する出資金」、「当社が有す

る関係会社舟山港明食品有限公司(以下「港明」)に対する出資金」、「子会社加ト吉水産㈱が有す

る加藤佳に対する出資金」、「子会社加ト吉水産㈱他２社が有する港明に対する出資金」について

は、同氏の債務履行により消滅致しました。なお、平成20年３月31日現在で未履行の契約の概要は以

下のとおりであり、これらの支払期日(平成20年３月31日)を平成20年９月30日に変更する予定であ

ります。

　(1) 資産譲渡契約

　　①　譲渡資産及び譲渡価額(譲渡価額は、当社及び子会社の平成19年３月31日現在の帳簿価額によって

おります。)

当社が有する加藤佳に対する債権(貸付金) 59百万円

当社が有する加藤佳に対する債権(売掛金) 405

当社が有する港明に対する債権(貸付金) 800

子会社青島加藤吉食品有限公司が有する上海海氏実業

有限公司に対する債権(前渡金) 1,091

　　　　　　　　　合　　　計 2,355

　　②支払時期

　　　2008年９月30日

　(2) 別途、債務の履行をより確実にするために必要な保全措置を講じております。

４　ミートホープ㈱による損害問題

　　ミートホープ㈱は、平成19年８月２日付で破産手続開始決定を受けております。これにより当社は破

産債権届出書を提出しております。なお、食肉加工販売のミートホープ㈱による食肉偽装事件に関

して「北海道加ト吉が牛肉偽装行為に関与した事実はない。」旨の意見が外部調査委員会から平成

19年９月28日付で公表されております。

５　当社は、平成20年４月18日の全部取得条項付普通株式の全部取得及びＡ種種類株式交付の効力発生

日に、日本たばこ産業株式会社の完全子会社となるため、平成20年４月14日付けで上場廃止となり

ました。

６　当社は、当社水産事業本部が営む水産加工品事業及びグループ連結子会社である川万水産株式会社

が営む全事業を、同じくグループ連結子会社であり、水産事業を専業として営む株式会社グリーン

フーズに統合する方向で検討を開始することに合意致し、平成20年４月18日開催の取締役会におい

て基本合意書を締結することを決議いたしました。

７　当社は、親会社である日本たばこ産業株式会社の食品事業部及び調味料事業を当社へ統合すること

と致しました。本統合は平成20年７月１日を予定しており、業務プロセスの統合については平成20

年度中の完了を目処に進めて参ります。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

 

会社名 銘柄
発行年月
日

前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

株式会社加ト
吉

第３回
無担保社債

平成15年
２月７日

10,000
(10,000)

― 年1.02無担保社債
平成20年
２月７日

〃
第４回
無担保社債

平成16年
３月16日

10,000
10,000
(10,000)

年0.99無担保社債
平成21年
３月16日

株式会社
村さ来本社

第２回
無担保社債

平成19年
２月22日

500 500 年0.77無担保社債
平成22年
２月22日

㈱大冷
第１回無担保変動
利付社債

平成16年
11月30日

1,250
(250)

― 年1.10無担保社債
平成23年
11月30日

新日本グロー
バル㈱

第２回無担保社債
平成16年
３月25日

300
(300)

― 年0.66無担保社債
平成19年
３月23日

〃 第３回無担保社債
平成17年
３月25日

500 ― 年0.78無担保社債
平成20年
３月25日

〃 第４回無担保社債
平成17年
６月10日

200 ― 年0.98無担保社債
平成22年
６月10日

〃 第５回無担保社債
平成18年
３月30日

300 ― 年1.11無担保社債
平成21年
３月30日

〃 第６回無担保社債
平成18年
９月25日

500 ― 年1.70無担保社債
平成23年
９月22日

シンワオック
ス
㈱

第２回無担保社債
平成16年
３月31日

275
(75)

― 年1.875無担保社債
平成23年
３月31日

〃 第３回無担保社債
平成17年
３月31日

120
(40)

― 年1.81無担保社債
平成22年
３月31日

〃 第４回無担保社債
平成17年
６月15日

140
(40)

― 年1.64無担保社債
平成22年
６月15日

合計 ― ―
24,085
(10,705)

10,500
(10,000)

― ― ―

(注) １　「前期末残高」及び「当期末残高」欄の(内書)は、１年内償還予定の金額であります。

２　㈱大冷、新日本グローバル㈱、シンワオックス㈱は、当連結会計年度において連結の範囲から除外された

ため、当期末残高を記載しておりません。

３　連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。

 

１年以内(百万円)
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

10,000 500 ― ― ―
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【借入金等明細表】

 

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 38,880 31,498 1.28 ―

１年以内に返済予定の長期借入
金

4,043 4,078 2.79 ―

１年以内に返済予定のリース債
務

― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予
定のものを除く。)

12,015 4,535 1.98
平成21年８月
～平成30年９月

リース債務(１年以内に返済予
定のものを除く。)

― ― ― ―

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 54,940 40,111 ― ―

(注) １　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のと

おりであります。

 

 
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 1,675 1,617 642 401

２　「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

 

  
第52期

(平成19年３月31日)
第53期

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金 ※２  3,401   8,633  

２　受取手形 ※1,7  1,841   1,775  

３　売掛金 ※１  38,617   22,322  

４　商品   8,868   9,986  

５　製品   2,098   1,822  

６　原材料   326   262  

７　仕掛品   4   2  

８　貯蔵品   16   17  

９　前渡金   1   0  

10　前払費用   64   100  

11　繰延税金資産   2,245   1,258  

12　未収入金
※1,
10

 4,582   6,857  

13　短期貸付金 ※１  623   1,705  

14　その他   1,438   184  

貸倒引当金   △544   △586  

流動資産合計   63,58539.1  54,34341.3

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(1) 建物  14,724   14,473   

減価償却累計額  7,913 6,810  8,184 6,289  

(2) 構築物  1,339   1,312   

減価償却累計額  844 495  875 437  

(3) 機械及び装置  24,042   22,870   

減価償却累計額  19,229 4,813  18,800 4,070  

(4) 車両及びその他の
陸上運搬具

 568   125   

減価償却累計額  450 118  105 19  

(5) 工具、器具及び備品 1,249   1,289   

減価償却累計額  1,120 128  1,126 162  

(6) 土地 ※８  6,246   5,908  

(7) 建設仮勘定   ―   783  

有形固定資産合計   18,61111.5  17,67013.5
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第52期

(平成19年３月31日)
第53期

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

２　無形固定資産        

(1) 借地権   6   6  

(2) ソフトウェア   15   19  

(3) 電話加入権   35   35  

無形固定資産合計   57 0.0  61 0.0

３　投資その他の資産        

(1) 投資有価証券   15,687   9,200  

(2) 関係会社株式   15,542   9,863  

(3) 出資金   284   255  

(4) 関係会社出資金   4,535   2,746  

(5) 長期貸付金   235   197  

(6) 関係会社長期貸付金  33,512   23,103  

(7) 破産・更生債権等※１  18,505   28,063  

(8) 長期前払費用   51   33  

(9) 繰延税金資産   9,526   11,824  

(10) 再評価に係る
繰延税金資産

※８  470   472  

(11) 保証金   637   737  

(12) その他   1,280   835  

貸倒引当金   △19,926   △27,692  

投資その他の資産合
計

  80,34449.4  59,64045.2

固定資産合計   99,01360.9  77,37258.7

資産合計   162,598100.0  131,715100.0
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第52期

(平成19年３月31日)
第53期

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１　支払手形 ※1,7  5,152   1,208  

２　輸入引受手形   53   ―  

３　買掛金 ※１  26,888   18,816  

４　短期借入金 ※３  9,200   17,600  

５　一年内償還予定社債   10,000   10,000  

６　未払金 ※10  7,489   6,945  

７　未払費用   378   337  

８　未払法人税等   0   212  

９　預り金   198   122  

10　前受収益   14   15  

11　賞与引当金   537   476  

12　役員賞与引当金   ―   20  

13　設備支払手形 ※７  241   134  

14　営業外支払手形 ※7,9  796   ―  

15　デリバティブ債務   ―   1,419  

16　その他   373   906  

流動負債合計   61,32437.7  58,21444.2

Ⅱ　固定負債        

１　社債   10,000   ―  

２　退職給付引当金   3,047   3,032  

３　債務保証損失引当金   988   445  

４　役員退職慰労引当金   ―   8  

５　その他   243   205  

固定負債合計   14,2798.8  3,6912.8

負債合計   75,60446.5  61,90647.0

        

 

EDINET提出書類

株式会社加ト吉(E00470)

有価証券報告書

 99/151



 

  
第52期

(平成19年３月31日)
第53期

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   34,00220.9  34,00225.8

２　資本剰余金        

資本準備金  34,135   34,135   

資本剰余金合計   34,13521.0  34,13525.9

３　利益剰余金        

(1) 利益準備金  1,796   1,796   

(2) その他利益剰余金       

特別償却準備金  7   ―   

固定資産圧縮積立
金

 21   21   

別途積立金  43,100   20,100   

繰越利益剰余金  △18,594   △11,586   

利益剰余金合計   26,33116.2  10,3327.8

４　自己株式   △1,731△1.1  △1,762△1.3

株主資本合計   92,73857.0  76,70758.2

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券
　　評価差額金

  △531△0.3  △1,443△1.1

２　繰延ヘッジ損益   33 0.0  △207△0.1

３　土地再評価差額金 ※８  △5,245△3.2  △5,247△4.0

評価・換算差額等合
計

  △5,743△3.5  △6,898△5.2

純資産合計   86,99453.5  69,80953.0

負債純資産合計   162,598100.0  131,715100.0
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② 【損益計算書】

 

  
第52期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第53期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   220,047100.0  148,603100.0

Ⅱ　売上原価        

１　商品期首たな卸高  8,808   8,868   

２　製品期首たな卸高  1,864   2,098   

３　当期商品仕入高 ※３ 126,165   69,794   

４　当期外注商品仕入高 ※３ 34,103   29,840   

５　当期製品製造原価 ※３ 27,088   25,486   

６　原材料売上原価  4,134   1,575   

合計  202,163   137,663   

７　商品期末たな卸高  8,868   9,986   

８　製品期末たな卸高  2,098 191,19686.9 1,822 125,85584.7

売上総利益   28,85013.1  22,74715.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2  22,99410.4  22,29215.0

営業利益   5,8562.7  454 0.3

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息 ※３ 380   456   

２　有価証券利息  107   30   

３　受取配当金 ※３ 164   233   

４　受取手数料 ※3,8 277   ―   

５　賃貸料 ※３ 746   591   

６　通貨スワップ評価益  750   ―   

７　雑収入 ※３ 367 2,7941.2 568 1,8791.3

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  59   108   

２　社債利息  201   186   

３　貸倒引当金繰入額  9   434   

４　賃貸原価  435   316   

５　通貨スワップ評価損  ―   1,727   

６　貸倒損失  ―   4   

７　雑損失  359 1,0650.5 765 3,5432.4
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経常利益又は
経常損失(△)

  7,5843.4  △1,209△0.8
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第52期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第53期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益        

１　固定資産売却益 ※４ 59   336   

２　投資有価証券売却益  101   50   

３　関係会社株式売却益  118   ―   

４　貸倒引当金戻入額  1,194   43   

５　債務保証
　　損失引当金戻入額

 ―   50   

６　その他  90 1,5640.7 3 484 0.3

Ⅶ　特別損失        

１　前期損益修正損  ―   81   

２　固定資産処分損 ※５ 101   302   

３　減損損失 ※６ ―   4   

４　投資有価証券売却損  ―   49   

５　関係会社株式売却損  ―   120   

６　投資有価証券評価損  124   154   

７　関係会社株式評価損  7,832   6,235   

８　貸倒引当金繰入額 ※９ 14,190   5,856   

９　債務保証損失引当金
　　繰入額

 988   137   

10　役員退職慰労引当金
　　繰入額

 ―   8   

11　たな卸資産評価損 ※８ 3,001   ―   

12　製品回収費用  ―   437   

13　公開買付費用  ―   339   

14　その他 ※７ 45 26,28311.9 338 14,0659.5

税引前当期純損失   17,134△7.8  14,790△10.0

法人税、住民税
及び事業税

 2,960   123   

法人税等調整額  △2,183 776 0.3 △532 △408△0.3

当期純損失   17,910△8.1  14,381△9.7
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製造原価明細書

 

  
第52期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第53期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費  18,039 66.6 16,474 64.6

Ⅱ　労務費  3,706 13.7 3,693 14.5

(うち退職給付費用)  (74)  (55)  

(うち賞与引当金繰入額)  (189)  (156)  

Ⅲ　経費  5,339 19.7 5,317 20.9

(うち水道光熱費)  (1,017)  (1,020)  

(うち減価償却費)  (1,481)  (1,401)  

当期総製造費用  27,085 100.0 25,485 100.0

期首仕掛品たな卸高  6  4  

合計  27,092  25,489  

期末仕掛品たな卸高  4  2  

当期製品製造原価  27,088  25,486  

(注)　原価計算の方法 組別総合原価計算 同左
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③ 【株主資本等変動計算書】

第52期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

 

 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 34,002 34,135 34,135

事業年度中の変動額    

　剰余金の配当(注１)    

　前期利益処分による役員賞与    

　当期純損失    

　特別償却準備金取崩額(注２)    

　土地再評価差額金取崩額    

　別途積立金の積立    

　自己株式の取得    

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

   

事業年度中の変動額合計(百万
円)

   

平成19年３月31日残高(百万円) 34,002 34,135 34,135

 

 

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計特別償却

準備金
固定資産
圧縮積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万
円)

1,796 38 21 37,100 7,045 46,002△1,725112,415

事業年度中の変動額         

　剰余金の配当(注１)     △1,620△1,620  △1,620

　前期利益処分による役員賞
与

    △19 △19  △19

　当期純損失     △17,910△17,910  △17,910

　特別償却準備金取崩額(注
２)

 △30   30 ―  ―

　土地再評価差額金取崩額     △120 △120  △120

　別途積立金の積立    6,000△6,000 ―  ―

　自己株式の取得       △6 △6

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

        

事業年度中の変動額合計(百
万円)

― △30 ― 6,000△25,640△19,670 △6 △19,676

平成19年３月31日残高(百万
円)

1,796 7 21 43,100△18,59426,331△1,731 92,738

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 189 ― △3,526 △3,337 109,077

事業年度中の変動額      

　剰余金の配当(注１)     △1,620

　前期利益処分による役員賞与     △19

　当期純損失     △17,910

　特別償却準備金取崩額(注２)     ―

　土地再評価差額金取崩額     △120

　別途積立金の積立     ―

　自己株式の取得     △6
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　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△721 33 △1,718 △2,406 △2,406

事業年度中の変動額合計(百万
円)

△721 33 △1,718 △2,406 △22,083

平成19年３月31日残高(百万円) △531 33 △5,245 △5,743 86,994

(注) １　剰余金の配当のうち、△810百万円は平成18年３月期の定時株主総会の利益処分項目であります。

２　特別償却準備金取崩額のうち、△15百万円は平成18年３月期の定時株主総会の利益処分項目でありま

す。
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第53期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 

 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 34,002 34,135 34,135

事業年度中の変動額    

　剰余金の配当    

　当期純損失    

　特別償却準備金取崩額    

　土地再評価差額金取崩額    

　別途積立金の取崩    

　自己株式の取得    

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

   

事業年度中の変動額合計(百万
円)

― ― ―

平成20年３月31日残高(百万円) 34,002 34,135 34,135

 

 

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計特別償却

準備金
固定資産
圧縮積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(百万
円)

1,796 7 21 43,100△18,59426,331△1,731 92,738

事業年度中の変動額         

　剰余金の配当     △1,620△1,620  △1,620

　当期純損失     △14,381△14,381  △14,381

　特別償却準備金取崩額  △7   7 ―  ―

　土地再評価差額金取崩額     2 2  2

　別途積立金の取崩    △23,00023,000 ―  ―

　自己株式の取得      ― △31 △31

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

     ―  ―

事業年度中の変動額合計(百
万円)

― △7 ― △23,000 7,008△15,999 △31 △16,030

平成20年３月31日残高(百万
円)

1,796 ― 21 20,100△11,58610,332△1,762 76,707

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) △531 33 △5,245 △5,743 86,994

事業年度中の変動額      

　剰余金の配当     △1,620

　当期純損失     △14,381

　特別償却準備金取崩額     ―

　土地再評価差額金取崩額     2

　別途積立金の取崩     ―

　自己株式の取得     △31

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△911 △240 △2 △1,154 △1,154

事業年度中の変動額合計(百万
円)

△911 △240 △2 △1,154 △17,184

平成20年３月31日残高(百万円) △1,443 △207 △5,247 △6,898 69,809
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重要な会計方針

 

項目
第52期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第53期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準

及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　　　……移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定)

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

　　　時価のあるもの

同左

 　　　時価のないもの…移動平均法による

原価法

　　　時価のないもの

同左

２　デリバティブ等の評

価基準及び評価方

法

デリバティブ……時価法 同左

３　たな卸資産の評価基

準及び評価方法

製品・商品(水産品を除く)・原材料及

び仕掛品………総平均法による原価法

商品(水産品)…個別法による原価法

貯蔵品…………最終仕入原価法

同左

４　固定資産の減価償却

の方法

(1) 有形固定資産

　　　定率法によっております。ただし、事

務所用資産(本社社屋及びカトキチ

築地ビル)及び平成10年４月１日以

降取得した建物(建物付属設備を除

く)については定額法を採用してお

ります。

　　　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

　　　建物及び構築物

　　　　　　３～50年

　　　機械装置及び車輛運搬具

　　　　　　４～17年

　　　また、取得価額が10万円以上20万円

未満の資産(少額減価償却資産)に

ついては、３年均等償却を採用して

おります。

(1) 有形固定資産

建物(建物附属設備は除く)

ａ　平成10年３月31日以前に取得

したもの

　　旧定率法を採用しております。

ただし、当社の事務所用資産

(本社社屋及びカトキチ築地

ビル)については、旧定額法を

採用しております。

ｂ　平成10年４月１日から平成19

年３月31日までに取得したも

の

　　旧定額法を採用しております。

ｃ　平成19年４月１日以降に取得

したもの

　　定額法を採用しております。

建物以外

ａ　平成19年３月31日以前に取得

したもの

　　旧定率法を採用しております。

ｂ　平成19年４月１日以降に取得

したもの

　　定率法を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

　　建物

３～60年

　　機械装置及び車両運搬具

４～17年

　　また、取得価額が10万円以上20

万円未満の資産については、

３年均等償却を採用しており

ます。
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項目
第52期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第53期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

  (会計処理の変更)

　　法人税法の改正((所得税法等の一部

を改正する法律　平成19年３月30

日　法律第６号)及び(法人税法施

行令の一部を改正する政令　平成

19年３月30日　政令第83号))に伴

い、当事業年度から、平成19年４月

１日以降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基づく方

法に変更しております。

　　これに伴い、前事業年度と同一の方

法によった場合と比べ、売上総利

益が15百万円、営業利益が20百万

円それぞれ減少し、経常損失、税引

前当期純損失、当期純損失がそれ

ぞれ20百万円増加しております。

  (追加情報)

　　当事業年度から、平成19年３月31日

以前に取得したものについては、

償却可能限度額まで償却が終了し

た翌年から５年間で均等償却する

方法によっております。

　　これに伴い、前事業年度と同一の方

法によった場合と比べ、売上総利

益が93百万円、営業利益が105百万

円それぞれ減少し、経常損失、税引

前当期純損失、当期純損失がそれ

ぞれ109百万円増加しております。

 (2) 無形固定資産

　　　自社利用のソフトウエアについては、

社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法を採用しております。

(2) 無形固定資産

同左

 (3) 長期前払費用……均等償却によって

おります。

(3) 長期前払費用

同左
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項目
第52期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第53期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
　　　債権の貸倒損失の発生に備える
ため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金
同左

 (2) 債務保証損失引当金
債務保証に係る損失に備える

ため、被保証先の財政状態等に
ついて今後の見通しを勘案し、
損失負担見込額を計上しており
ます。

(2) 債務保証損失引当金
同左

 (3) 退職給付引当金
　　　従業員の退職給付に備えるため、
当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基
づき、計上しております。

(3) 退職給付引当金
同左

 　　　数理計算上の差異は、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数(５年)による定
率法により、それぞれ発生の翌
事業年度から費用処理しており
ます。

 

 (4) 賞与引当金
　　　従業員に対して支給する賞与の
支出に充てるため、支給見込額
に基づき計上しております。

(4) 賞与引当金
同左

 (5) 　　　　　――― (5) 役員賞与引当金
　　役員の賞与の支出に備えるため、
支給見込額に基づき計上してお
ります。
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 (6) 　　　　　――― (6) 役員退職慰労引当金
　　役員の退職慰労金に備えるため、
内規に基づく期末要支給額を計
上しております。

(会計処理の変更)
　　「租税特別措置法上の準備金及び
特別法上の引当金又は準備金並
びに役員退職慰労引当金等に関
する監査上の取扱い」(日本公
認会計士協会監査・保証実務委
員会報告第42号)の改正に伴い、
従来、支給時に費用として処理
しておりました役員退職慰労金
は、当事業年度から、当該事業年
度末における要支給見込額を役
員退職慰労引当金として計上し
ております。これにより、従来の
方法に比べ、税引前当期純損失
は８百万円多く計上されており
ます。

　　なお、当該会計処理の変更を当下
期より行うのは、「役員退職慰
労金規定」の見直しが当下期に
行われたことによるものであり
ます。

　　従って、当事業年度の中間事業期
間における会計処理は、従来の
方法によっており、変更後の方
法によった場合に比べ、税引前
中間純損失は３百万円少なく計
上されております。

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。

同左
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項目
第52期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第53期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

７　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法
　　　繰延ヘッジ処理を採用しておりま
す。

　　　為替予約については振当処理の要
件を満たしている場合には振当
処理を採用しております。

(1) ヘッジ会計の方法
同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建予定取引

通貨スワップ 〃

　

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
同左

 (3) ヘッジ方針
　　　目的、限度額、方針等を定めた社内
規程に従い、資金担当部門にて
行っております。

　　　通常の外貨建営業取引に係る輸入
実績等を踏まえ、将来の為替相場
の変動による外貨建の売掛金及
び買掛金の為替変動リスクを
ヘッジする目的で為替予約及び
長期の通貨スワップ取引を利用
しております。

(3) ヘッジ方針
同左

 (4) ヘッジの有効性評価の方法
　　　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー
変動の累計又は相場変動とヘッ
ジ手段のキャッシュ・フロー変
動の累計又は相場変動を半期ご
とに比較し、両者の変動額等を基
礎にしてヘッジの有効性を評価
しております。

　　　なお、為替予約については締結時
のリスク管理方針に従って、米貨
建による同一金額で同一期日の
為替予約をそれぞれ振当ててい
るため、その後の為替の変動によ
る相関関係は完全に確保されて
いるので、決算日における有効性
の評価を省略しております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法
同左

 (追加情報)
　　デリバティブ取引については、従来
ヘッジ会計を適用しておりまし
たが、今後の長期生産計画等の合
理的な予測面等を勘案して、通貨
スワップ取引のヘッジ有効性判
断の期間の見直しを行いました。
その結果、当事業年度から期間１
年以内をヘッジ対象とし、１年超
の部分の評価損益は通貨スワッ
プ評価損益として損益に計上す
ることに変更しております。

　　なお、従来と同一の方法によった場
合と比較し、経常利益は750百万
円多く、税引前当期純損失は750
百万円少なく計上されておりま
す。

―――
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８　その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事
項

消費税等の処理方法
　税抜方式によっております。

消費税等の処理方法
同左
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会計処理の変更

 

第52期
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第53期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月

９日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会

計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

従来の「資本の部」の合計に相当する金額は86,961

百万円であります。

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。

―――

(役員賞与に係る会計基準)

　当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」(企業

会計基準第４号　平成17年11月29日)を適用し、発生時

に費用処理することとしております。これによる損益

への影響はありません。

―――

(企業結合に係る会計基準等)

当事業年度から「企業結合に係る会計基準」(企業

会計審議会　平成15年10月31日)及び「事業分離等に関

する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月27

日　企業会計基準第７号)並びに「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計

基準委員会　最終改正平成18年12月22日　企業会計基準

適用指針第10号)を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

―――

――― (帳合取引の会計処理方法)

　当事業年度より帳合取引の会計処理につきまして、売

上高と仕入高を両建する「総額表示」から、売上高と

仕入高を相殺する「純額表示」へ変更しております。

　この変更は、帳合取引の会計処理の透明性をより確保

し、相殺処理を行う方が経営成績をより的確に表示す

ることができるとの目的で行ったものであります。こ

の変更により、従来の方法によった場合に比べ、売上高

と売上原価がそれぞれ16,247百万円少なく計上されて

おります。なお、この変更による売上総利益、営業利益、

経常損失及び当期純損失への影響はありません。
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注記事項

(貸借対照表関係)

 

第52期
(平成19年３月31日)

第53期
(平成20年３月31日)

※１　関係会社に係る注記
　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。
受取手形及び売掛金 5,597百万円
未収入金 2,253
短期貸付金 406
破産・更生債権等 6,914
支払手形 1,147
買掛金 4,039

※１　関係会社に係る注記
　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。
受取手形及び売掛金 1,499百万円
未収入金 2,747
短期貸付金 1,494
破産・更生債権等 14,840
支払手形 471
買掛金 3,066

※２　　　　　　　　　――― ※２　担保に供している資産
定期預金 1,100百万円

　　　上記資産について、子会社の１年以内返済予定長期
借入金1,116百万円の担保に供しております。

※３　　　　　　　　　――― ※３　コミットライン契約
　　　当社は株式会社あおぞら銀行他10金融機関とコ
ミットメントライン契約を締結しております。こ
れらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残
高は次のとおりであります。
貸出コミットメントの総額 20,000百万円
借入実行残高 5,000百万円
差引額 15,000百万円

　４　偶発債務
　　　下記の会社等の金融機関よりの借入金及び取引先
の債務に対して保証を行っております。
青島加藤吉食品有限公司 1,271百万円
コトブキ商事㈱ 917
威海威東日綜合食品有限公
司

585

舟山加藤佳食品有限公司 500
三豊ケーブルテレビ放送㈱ 454
㈱関空デリカ 450
東京海老商事㈱ 300
㈱加ト吉フードレック 292
コック食品㈱ 220

山東凱加食品股?有限公司
 

212
(1,800千米ドル)

ジェイエムフードサービス
㈱

50

㈱ダイカイフード 30

K&T FOODS CO.,LTD.
 

7
(500千香港ドル)

計 5,290
　　　また、この他に連結子会社の銀行借入金に対し、経

営指導念書を差し入れております。

青島加藤吉食品有限公司
 

206百万円
(13,500千人民元)

　４　偶発債務
　　　下記の会社等の金融機関よりの借入金及び取引先
の債務に対して保証を行っております。

青島加藤吉食品有限公司
 
 

180百万円
1,021

(71百万人民元)

コトブキ商事㈱ 733
威海威東日綜合食品有限公
司

585

舟山港明食品有限公司 569
(37百万人民元及び332千米ドル)

三豊ケーブルテレビ放送㈱ 406
舟山加藤佳食品有限公司 380

(24百万人民元及び349千米ドル)
㈱北海道加ト吉 318
㈱光陽 274
㈱加ト吉フードレック 246
㈱関空デリカ 242
コック食品㈱ 240

山東凱加食品股?有限公司
 

120
(1,200千米ドル)

K&T FOODS CO.,LTD.
 

6
(500千香港ドル)

計 5,324
　　　また、この他に連結子会社の銀行借入金に対し、経

営指導念書を差し入れております。

青島加藤吉食品有限公司
 

342百万円
(24百万人民元)
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　５　　　　　　　　　――― 　５　経営指導念書等
　　　下記会社の金融機関からの借入金に対して、債務保
証及び債務保証予約には該当しない経営指導念書
の差入れを行っております。

舟山港明食品有限公司
 

1,580百万円
(110百万人民元)

舟山加藤佳食品有限公司
 

2,317
(162百万人民元)

合計 3,898
　　　当社はこの経営指導念書に基づき、実質的にも将来
の債務保証義務又は損害担保義務を負っているも
のではないと判断しております。
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第52期
(平成19年３月31日)

第53期
(平成20年３月31日)

　６　受取手形割引高 6,420百万円　６　受取手形割引高 1,183百万円

※７　期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしております。

　　　なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次

の期末日満期手形が期末残高に含まれておりま

す。

受取手形 310百万円

支払手形 660

設備支払手形 4

営業外支払手形 358

※７　　　　　　　　　―――

※８　事業用土地の再評価

　　　当社は、土地の再評価に関する法律(平成10年３月

31日公布法律第34号　平成13年３月31日改正)に基

づき、平成14年３月31日に事業用の土地の再評価

を行っております。

　　　なお、再評価差額については、土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律(平成11年３月31日

公布法律第24号)に基づき、当該再評価差額に係る

税金相当額を「再評価に係る繰延税金資産」とし

て資産の部に計上し、これを加算した金額を「土

地再評価差額金」として純資産の部に計上してお

ります。

※８　事業用土地の再評価

　　　当社は、土地の再評価に関する法律(平成10年３月

31日公布法律第34号　平成13年３月31日改正)に基

づき、平成14年３月31日に事業用の土地の再評価

を行っております。

　　　なお、再評価差額については、土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律(平成11年３月31日

公布法律第24号)に基づき、当該再評価差額に係る

税金相当額を「再評価に係る繰延税金資産」とし

て資産の部に計上し、これを加算した金額を「土

地再評価差額金」として純資産の部に計上してお

ります。

　　・再評価の方法

　　　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第３号に定める地

方税法第341条第10号の土地課税台帳に登録さ

れている価格で算定する方法及び同条第４号に

定める地価税法第16条に規定する地価税の課税

価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する

ために国税庁長官が定めて公表した方法により

算定した価額にて算定する方法を併用して算出

しております。

　　・再評価の方法

　　　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第３号に定める地

方税法第341条第10号の土地課税台帳に登録さ

れている価格で算定する方法及び同条第４号に

定める地価税法第16条に規定する地価税の課税

価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する

ために国税庁長官が定めて公表した方法により

算定した価額にて算定する方法を併用して算出

しております。

　　・再評価を行った年月日 平成14年３月31日

　　・再評価を行った土地の期末
における時価と再評価後
の帳簿価額との差額

△1,186百万円

　　・再評価を行った年月日 平成14年３月31日

　　・再評価を行った土地の期末
における時価と再評価後
の帳簿価額との差額

△1,211百万円

※９　「循環取引」等の不適切な取引行為に関連して

発生したものであります。

※９　　　　　　　　　―――

※10　「循環取引」等の不適切な取引行為に関連して

発生したものが以下のとおり含まれております。

未収入金 122百万円

未払金 4,359

※10　「循環取引」等の不適切な取引行為に関連して

発生したものが以下のとおり含まれております。

未払金 4,062百万円
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(損益計算書関係)

 

第52期
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第53期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は73％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合

は27％であります。主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

販売促進費 837百万円

広告宣伝費 867

給与手当 2,834

運賃 7,604

保管料 2,946

賃借料 727

支払手数料 1,713

減価償却費 186

貸倒引当金繰入額 1,304

退職給付費用 186

賞与引当金繰入額 347

旅費交通費 358

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は70％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合

は30％であります。主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

販売促進費 665百万円

広告宣伝費 621

給与手当 3,390

運賃 7,009

保管料 2,826

賃借料 832

支払手数料 2,039

減価償却費 188

貸倒引当金繰入額 1,201

退職給付費用 162

賞与引当金繰入額 280

旅費交通費 402

※２　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる
研究開発費

472百万円

※２　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる
研究開発費

479百万円

※３　関係会社に係るもの

　　　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ています。

当期商品仕入高 20,997百万円

当期外注商品仕入高 26,677

当期製品製造原価
(原材料仕入高)

2,783

受取利息 320

受取配当金 60

受取手数料 164

賃貸料 420

雑収入(保証料他) 260

※３　関係会社に係るもの

　　　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ています。

当期商品仕入高 14,773百万円

当期外注商品仕入高 23,639

当期製品製造原価
(原材料仕入高)

2,528

受取利息 409

受取配当金 107

賃貸料 183

雑収入(保証料他) 203

※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

車両及びその他の陸上運搬具 0百万円

土地 58

計 59

※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械及び装置 3百万円

車輌及びその他の陸上運搬具 3

工具、器具及び備品 0

土地 330

計 336

※５　固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

　　　[固定資産除却損]

建物 2百万円

構築物 0

機械及び装置 94

車両及びその他の陸上運搬具 1

工具、器具及び備品 2

計 101

※５　固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

　　　[固定資産除却損]

建物 193百万円

構築物 5

機械及び装置 95

車両及びその他の陸上運搬具 4

工具、器具及び備品 3

ソフトウエア 0

計 302

　　　[固定資産売却損]

車両及びその他の陸上運搬具 0百万円

工具、器具及び備品 0

計 0
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第52期
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第53期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※６　　　　　　　　　――― ※６　当社は、当事業年度において以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。

用途 種類 場所 その他
金額
(百万円)

遊休資産 土地
香川県
観音寺市

― 4

　　　当社は、減損損失の算定にあたり、原則として事業部

別に区分し、賃貸用不動産については、個々の物

件を単位としております。

　　　当事業年度において、帳簿価額に対し著しく時価が

下落している資産について帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しております。

　　　なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却

価額にて算出しております。

※７　出資金及び関係会社出資金評価損等でありま

す。

※７　　　　　　　　　 同左

※８　「循環取引」等の不適切な取引行為に関連して

発生したものであります。

※８　　　　　　　　　―――

※９　「循環取引」等の不適切な取引行為に関連して

発生したものが、13,727百万円含まれております。

※９　　　　　　　　　―――

 

(株主資本等変動計算書関係)

第52期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 2,127,338 6,218 ― 2,133,556

 

　　（変動事由の概要）

　　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　 6,218株

 

第53期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 2,133,556 44,878 ― 2,178,434

 

　　（変動事由の概要）

　　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　44,878株
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(リース取引関係)

 

第52期
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第53期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械及び
装置

277 197 80

工具、器具
及び備品

331 151 180

その他 372 146 226

合計 982 494 487

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械及び
装置

285 234 51

工具、器具
及び備品

228 67 160

その他 443 186 256

合計 956 487 468

同左

２　未経過リース料期末残高相当額等

　未経過リース料期末残高相当額

１年内 139百万円

１年超 348

計 487

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

２　未経過リース料期末残高相当額等

　未経過リース料期末残高相当額

１年内 149百万円

１年超 319

計 468

同左

３　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

支払リース料 178百万円

減価償却費相当額 178

３　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

支払リース料 160百万円

減価償却費相当額 160

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

　(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありません。

　(減損損失について)

同左
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(有価証券関係)

 

第52期(平成19年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

 

区分
貸借対照表計上額
(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

子会社株式 4,711 4,476 △234

関連会社株式 ― ― ―

合計 4,711 4,476 △234

 

第53期(平成20年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

 

区分
貸借対照表計上額
(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

子会社株式 2,278 1,571 △707

関連会社株式 1,469 1,188 △281

合計 3,748 2,759 △988
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(税効果会計関係)

 

第52期
(平成19年３月31日)

第53期
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

　(1) 流動
 
繰延税
金資産

貸倒引当金 140百万円

たな卸資産評価損 1,662

 その他 441

 　繰延税金資産の純額 2,245

   
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

　(1) 流動
 
繰延税
金資産

貸倒引当金 236百万円

未払事業税 76

 たな卸資産評価損 359

 売上値引引当金 340

 その他 394

 　繰延税金資産合計 1,407

 
　繰延税金負債との
　相殺額

△149

 　繰延税金資産の純額 1,258

   
繰延税

金負債

未収事業税 149

　繰延税金負債合
計 149

 
　繰延税金資産との

　相殺額
△149

 　繰延税金負債の
純額 ―

   
　

　(2) 固定
 
繰延税
金資産

貸倒引当金 6,629百万円

退職給付引当金 1,203

 関係会社株式評価損 679

 投資有価証券評価損 377

 その他有価証券評価損 360

 その他 298

 　繰延税金資産合計 9,548

 
　繰延税金負債との
　相殺額

△22

 　繰延税金資産の純額 9,526

   
 
繰延税
金負債

特別償却準備金 5

固定資産圧縮積立金 14

その他 2

 　繰延税金負債合計 22

 
　繰延税金資産との
　相殺額

△22

 　繰延税金負債の純額 ―

   
(注)　繰延税金資産の算定に当たり繰延税金資

産から控除された金額

7,479百万円

　(2) 固定
 
繰延税
金資産

貸倒引当金 4,991百万円

退職給付引当金 1,194

 関係会社株式評価損 718

 投資有価証券評価損 465

 その他有価証券評価損 992

 繰越欠損金 3,321

 その他 171

 　繰延税金資産合計 11,855

 
　繰延税金負債との
　相殺額

△31

 　繰延税金資産の純額 11,824

   
 
繰延税
金負債

固定資産圧縮積立金 14

その他有価証券評価益 14

その他 2

 　繰延税金負債合計 31

 
　繰延税金資産との
　相殺額

△31

 　繰延税金負債の純額 ―

   
(注)　繰延税金資産の算定に当たり繰延税金資

産から控除された金額

12,774百万円
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　税引前当期純損失が計上されているため記載してお

りません。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

同左

 

次へ
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(１株当たり情報)

 

第52期
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第53期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 536円87銭１株当たり純資産額 430円94銭

１株当たり当期純損失 110円53銭１株当たり当期純損失 88円76銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、当期純損失が計上されているため記載しておりま

せん。

(追加情報)

　当事業年度から、改正後の「１株当たり当期純利益に

関する会計基準」(企業会計基準委員会　最終改正平成

18年１月31日　企業会計基準第２号)及び「１株当たり

当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計

基準委員会　最終改正平成18年１月31日　企業会計基準

適用指針第４号)を適用しております。

　なお、前事業年度と同様の方法により算定した当事業

年度の１株当たり純資産額は、536円67銭となります。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、当期純損失であり、また潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

 

項目
第52期

(平成19年３月31日)
第53期

(平成20年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額 (百万円) 86,994 69,809

普通株式に係る純資産額 (百万円) 86,994 69,809

差額の主な内訳 (百万円)   

  ― ―

普通株式の発行済株式数 (千株) 164,172 164,172

普通株式の自己株式数 (千株) 2,133 2,178

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数

(千株) 162,039 161,994

 

２　１株当たり当期純損失

 

項目
第52期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第53期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

損益計算書上の当期純損失 (百万円) △17,910 △14,381

普通株式に係る当期純損失 (百万円) △17,910 △14,381

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数 (千株) 162,042 162,024
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(重要な後発事象)

第52期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　当社の関連会社である㈱アーバンフーズは、平成19年５月28日東京地方裁判所に破産手続開始を申

立て同日、同裁判所は同社に対し破産手続開始決定をしました。

　(1) 倒産の原因　　　　　　　　　　　　　　：資金繰の悪化

　(2) 負債総額　　　　　　　　　　　　　　　：約85億円

　(3) 当社の取引先に対する債権の額　　　　　：4,902百万円

　(4) 当該倒産が営業活動等へ及ぼす重要な影響：貸倒引当金を全額計上しております。

２　当社は平成19年５月25日付で、当社企業集団における中国事業の実行責任者であった当社前代表取

締役会長兼社長加藤義和氏(平成19年４月24日辞任)と、同氏を資産譲受人及び債務引受人とする

「資産譲渡契約」及び「債務引受契約」を締結致しました。契約の概要は以下のとおりでありま

す。

　(1) 資産譲渡契約

　　①　譲渡資産及び譲渡価額(譲渡価額は、当社及び子会社の平成19年３月31日現在の帳簿価額によって

おります。)

当社が有する子会社舟山加藤佳食品有限公司
(以下「加藤佳」)に対する出資金 237百万円

当社が有する関連会社舟山港明食品有限公司
(以下「港明」)に対する出資金 1,477

当社が有する加藤佳に対する債権(貸付金) 59

当社が有する加藤佳に対する債権(売掛金) 405

当社が有する港明に対する債権(貸付金) 800

子会社加ト吉水産株式会社が有する加藤佳に対する出資金 103

子会社加ト吉水産株式会社他２社が有する港明に対する出資金 356

子会社青島加藤吉食品有限公司が有する上海海氏
実業有限公司に対する債権(前渡金) 1,091

　　　　　　　　　合　　　計 4,530

　　②　支払時期：2008年３月末日までの、別途協議して定める日

　(2) 債務引受契約

　　①　引受債務

　　　　当社が三菱東京ＵＦＪ銀行に対して負担している、加藤佳を主債務者とする連帯保証債務

　　②　極度額　　500百万円

　　③　保証期間　2006年９月30日から2007年９月30日

　(3) 別途、債務の履行をより確実にするために必要な保全措置を講じております。

３　平成19年６月20日、一部報道機関により、当社子会社㈱北海道加ト吉が製造した牛肉コロッケから豚

肉が検出されたとの報道が行われました。

　　当社は直ちに豚肉が混入した可能性のある商品の出荷を止めるとともに、当該商品の原料である「牛

肉ミンチ」の納入業者、ミートホープ㈱(北海道所在)に事実確認を行い、また当社においても調査

を開始いたしました。

　　ミートホープ㈱は豚肉混入の事実を認めております。

　　なお現時点では、今後の当社の財政状態及び経営成績への影響は不明であります。
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　当社の関係会社である㈱アーバンフーズは、前事業年度において東京地方裁判所より破産手続開始

決定を受け、現在係争中であります。

２　当社は平成19年５月25日付で、当社企業集団における中国事業の実行責任者であった当社前代表取

締役会長兼社長加藤義和氏(平成19年４月24日辞任)と、同氏を資産譲受人及び債務引受人とする

「資産譲渡契約」及び「債務引受契約」を締結致しましたが、そのうち、平成20年３月31日付で

「当社が有する子会社舟山加藤佳食品有限公司(以下「加藤佳」)に対する出資金」、「当社が有す

る関係会社舟山港明食品有限公司(以下「港明」)に対する出資金」、「子会社加ト吉水産㈱が有す

る加藤佳に対する出資金」、「子会社加ト吉水産㈱他２社が有する港明に対する出資金」について

は、同氏の債務履行により消滅致しました。なお、平成20年３月31日現在で未履行の契約の概要は以

下のとおりであり、これらの支払期日(平成20年３月31日)を平成20年９月30日に変更する予定であ

ります。

　(1) 資産譲渡内容

　　①　譲渡資産及び譲渡価額(譲渡価額は、当社及び子会社の平成19年３月31日現在の帳簿価額によって

おります。)

当社が有する加藤佳に対する債権(貸付金) 59百万円

当社が有する加藤佳に対する債権(売掛金) 405

当社が有する港明に対する債権(貸付金) 800

子会社青島加藤吉食品有限公司が有する上海海氏実業
３有限公司に対する債権(前渡金) 1,091

　　　　　　　　　合　　　計 2,355

　　②　支払時期

　　　　2008年９月30日

　(2) 別途、債務の履行をより確実にするために必要な保全措置を講じております。

３　ミートホープ㈱による損害問題

　　ミートホープ㈱は、平成19年８月２日付で破産手続開始決定を受けております。これにより当社は破

産債権届出書を提出しております。なお、食肉加工販売のミートホープ㈱による食肉偽装事件に関

して「北海道加ト吉が牛肉偽装行為に関与した事実はない。」旨の意見が外部調査委員会から平成

19年９月28日付で公表されております。

４　当社は、平成20年４月18日の全部取得条項付普通株式の全部取得及びＡ種種類株式交付の効力発生

日に、日本たばこ産業株式会社の完全子会社となるため、平成20年４月14日付けで上場廃止となり

ました。

５　当社は、当社水産事業本部が営む水産加工品事業及びグループ連結子会社である川万水産株式会社

が営む全事業を、同じくグループ連結子会社であり、水産事業を専業として営む株式会社グリーン

フーズに統合する方向で検討を開始することに合意致し、平成20年４月18日開催の取締役会におい

て基本合意書を締結することを決議いたしました。

６　当社は、親会社である日本たばこ産業株式会社の食品事業部及び調味料事業を当社へ統合すること

と致しました。本統合は平成20年７月１日を予定しており、業務プロセスの統合については平成20

年度中の完了を目処に進めて参ります。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)   

その他有価証券   

㈱大庄 2,815,315 3,057

㈱四国銀行 1,474,000 623

カネ美食品㈱ 207,636 587

テレコムサービス㈱ 1,667 500

日本アジアホールディングス
㈱

790 300

テイボンアソシエイツ㈱ 2,500 175

㈱日本メディケアサポート 6,000 162

㈱百十四銀行 300,000 158

大江戸温泉物語㈱ 3,000 150

㈱光ハイツ・ヴェラス 680 122

その他(79銘柄) 1,300,582 964

計 6,112,170 6,800

 

【債券】

 

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)   

その他有価証券   

㈱マインマート
　第一回無担保転換社債型
　新株予約権付社債

1,000 1,000

七宝産業㈱
　第二回無担保社債

5 5

計 1,005 1,005
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【その他】

 

種類及び銘柄 投資口数等 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)   

その他有価証券   

アエルＭ＆Ａ第１号
投資事業有限責任組合

7 538

ジャパン・スプレッド・パー
トナーズⅢ投資事業有限責任
組合

5 454

中国・四国インデックス
ファンド

299,306,325 230

ジャパン・スプレッド・パー
トナーズⅡ投資事業有限責任
組合

30 133

香川県応援ファンド 30,000,000 26

JAIC－ジャパン２号
投資事業組合

1 6

投資事業有限組合オリーブ一
号

1 4

テンポス飲み食いファンド２
号
投資事業組合

15 0

計 329,306,384 1,394
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【有形固定資産等明細表】
 

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産        

　建物 14,724 123 374 14,473 8,184 450 6,289

　構築物 1,339 6 33 1,312 875 59 437

　機械及び装置 24,042 480 1,65122,870 18,8001,118 4,070

　車輌及びその他
の
　陸上運搬具

568 5 449 125 105 24 19

　工具、器具
　及び備品

1,249 121 81 1,289 1,126 83 162

　土地 6,246 ―
338
(4)

5,908 ― ― 5,908

　建設仮勘定 ― 783 ― 783 ― ― 783

有形固定資産計 48,1701,521
2,928
(4)

46,763 29,0921,736 17,670

無形固定資産        

　借地権 ― ― ― 6 ― ― 6

　ソフトウェア ― ― ― 38 18 6 19

　電話加入権 ― ― ― 35 ― ― 35

無形固定資産計 ― ― ― 79 18 6 61

長期前払費用 27 8 5 30 15 4 15

(注) １　当期減少額のうち(　)内は内書で減損損失の計上額であります。
２　当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

機械及び装置 山本工場 麺製造設備等 435百万円
 中央工場 〃 296

３　無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期
減少額」の記載を省略しております。

４　長期前払費用は、法人税法の償却対象分のみ記載しております。
５　当期償却額の内訳は次のとおりであります(長期前払費用除く)。

内訳 金額(百万円)

製造経費 1,401

販売費及び一般管理費 195

営業外費用(賃貸原価) 146

合計 1,743

 

【引当金明細表】
 

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 20,470 8,559 271 479 28,278

賞与引当金 537 476 537 ― 476

債務保証損失引当金 988 137 630 50 445

役員賞与引当金 ― 20 ― ― 20

役員退職慰労引当金 ― 8 ― ― 8

(注) １　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率洗替による戻入額436百万円、
破産・更生債権等の財務内容評価による洗替によるものであります。
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２　債務保証損失引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、債務保証残高による洗替によるものであり
ます。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

ａ　資産の部

(イ)現金及び預金
 

内訳 金額(百万円)

現金 40

預金  

当座預金 1,514

普通預金 98

定期預金 6,930

外貨預金 49

預金計 8,592

合計 8,633

 

(ロ)受取手形

①　相手先別内訳
 

相手先 金額(百万円)

㈱ナックスナカムラ 1,104

コゲツ産業㈱ 117

伊予食品㈱ 105

東亜商事㈱ 53

㈱リョーショクフードサービス 50

その他 343

合計 1,775

 

②　期日別内訳
 

期日 金額(百万円)

平成20年４月満期 1,190

　　　　５月満期 144

　　　　６月満期 439

　　　　７月満期 1

合計 1,775
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(ハ)売掛金

①　相手先別内訳
 

相手先 金額(百万円)

旭食品㈱ 1,765

㈱日本アクセス 1,701

三菱商事㈱ 1,532

㈱菱食 1,017

加ト吉水産㈱ 833

その他 15,472

合計 22,322

 

②　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
 

前期繰越高
(百万円)
 
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
 
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

38,617 156,033 172,328 22,322 88.5 71.5

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。

 

(ニ)たな卸資産
 

区分 内訳 金額(百万円)

 冷凍食品・水産品 9,632

商品 米 353

 計 9,986

製品 冷凍食品・常温食品 1,822

 主要原材料(小麦粉・肉　等) 196

原材料 補助原材料(ケース・トレー　等) 65

 計 262

仕掛品 冷凍食品関係仕掛品 2

 燃料 6

貯蔵品 販促に伴う備品等 10

 計 17

 合計 12,090

 

(ホ)未収入金
 

相手先 金額

有償未収入金 3,136

予定納税還付金 1,767

資産譲渡契約 1,264

㈱北海道加ト吉 196

㈱グローバルエージェンシィ 124

その他 368

合計 6,857
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(ヘ)投資有価証券

内訳は２　財務諸表等　(1) 財務諸表　④　附属明細表　有価証券明細表に記載しております。

 

(ト)関係会社株式

 

相手先 金額(百万円)

㈱グリーンフーズ 1,199

ケイエス冷凍食品㈱ 1,079

川万水産㈱ 1,063

㈱加ト吉フードレック 1,004

シンワオックス㈱ 802

その他 4,714

合計 9,863

 

(チ)関係会社長期貸付金

 

相手先 金額(百万円)

栄和綜合リース㈱ 11,863

㈱加ト吉フードレック 8,740

加ト吉水産㈱ 2,500

合計 23,103

 

(リ)破産・更生債権等

 

相手先 金額(百万円)

アーバンフーズ㈱ 4,891

栄和綜合リース㈱ 4,437

スリースターインターナショナル㈱ 2,359

㈱見目運送 1,459

ファンダースコーポレーション㈱ 1,439

その他 13,476

合計 28,063
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ｂ　負債の部

(イ)支払手形

①　相手先別内訳

 

相手先 金額(百万円)

㈱光陽 471

㈱大商 149

㈱ヨコレイ 119

㈱ハマダフードシステム 116

スクーナー㈱ 81

その他 270

合計 1,208

 

②　期日別内訳

 

期日 金額(百万円)

平成20年４月満期 675

　　　　５月満期 476

　　　　６月満期 56

合計 1,208
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(ロ)買掛金

 

相手先 金額(百万円)

丸紅㈱ 1,662

阪和興業㈱ 1,488

加ト吉水産㈱ 1,134

凸版印刷㈱ 744

㈱紀州屋 406

その他 13,381

合計 18,816

 

(ハ)短期借入金

 

相手先 金額(百万円)

㈱三井住友銀行 5,000

㈱四国銀行 4,250

㈱伊予銀行 1,550

㈱香川銀行 1,550

㈱あおぞら銀行 1,500

その他 3,750

合計 17,600

 

(ニ)一年内償還予定社債 10,000百万円

内訳は１　連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　⑤　連結附属明細表　社債明細表に記載してお

ります。

 

(ホ)未払金

 

相手先 金額

値引未払金 1,392

㈱カトーサービス 115

㈱兵食 114

未払消費税 104

㈱ヒューテックノオリン 78

その他 5,140

合計 6,945
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(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 10,000株券、1,000株券、500株券、100株券及び100株未満の株数を表示した株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え  

　　取扱場所
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス　本社証券代行部

　　株主名簿管理人
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス

　　取次所 株式会社だいこう証券ビジネス　各支社

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 １枚につき　100円

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス　本社証券代行部

　　株主名簿管理人
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス

　　取次所 株式会社だいこう証券ビジネス　各支社

　　買取手数料

算式により１単元当りの金額を算定し、これを買取った単元未満株式の数で按分し
た金額とする。
(算式)
100万円以下の金額につき 1.150％
100万円を超え500万円以下の金額につき 0.900％
500万円を超え1,000万円以下の金額につき 0.700％
1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき 0.575％
3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき 0.375％
(円未満の端数を生じた場合には切り捨てる。)
ただし、１単元当りの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とする。

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
　http://www.katokichi.co.jp

株主に対する特典
毎年３月31日現在の株主名簿(実質株主名簿を含む)に記載されている100株以上
1,000株未満所有の株主に1,500円相当、1,000株以上所有の株主に3,000円相当の自
社製品を贈呈

(注) １　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができ

ない。

　　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

２　当社株式は、株式上場廃止基準第２条第１項第18号(全部取得)に該当のため、平成20年４月14日付で、東

京証券取引所及び大阪証券取引所において上場を廃止しております。

EDINET提出書類

株式会社加ト吉(E00470)

有価証券報告書

139/151



 

EDINET提出書類

株式会社加ト吉(E00470)

有価証券報告書

140/151



第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1)
 

有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第52期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

 
平成19年６月29日
関東財務局長に提出。

      

(2)
 

半期報告書
 

(第53期中)
 

自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

 
平成19年12月27日
関東財務局長に提出。

      
(3)
 

臨時報告書
 

   
平成19年４月３日
関東財務局長に提出。

 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第11号の規定に基づき提出したものでありま
す。

 

(4)
 

臨時報告書
 

   
平成19年４月24日
関東財務局長に提出。

 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づき提出したものでありま
す。

 

(5)
 

臨時報告書の
訂正報告書

   
平成19年４月24日
関東財務局長に提出。

 平成19年４月３日に提出した臨時報告書に係る訂正報告書であります。
 

(6)
 

臨時報告書の
訂正報告書

   
平成19年４月25日
関東財務局長に提出。

 平成19年４月24日に提出した臨時報告書に係る訂正報告書であります。
 

(7)
 

臨時報告書の
訂正報告書

   
平成19年５月２日
関東財務局長に提出。

 平成19年４月24日に提出した臨時報告書に係る訂正報告書であります。
 

(8)
 

臨時報告書
 

   
平成19年６月14日
関東財務局長に提出。

 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第14号の規定に基づき提出したものでありま
す。

 
 

(9)
 

有価証券報告書の
訂正報告書

事業年度
(第47期)

自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

 
平成19年６月27日
関東財務局長に提出。

 

(10)
 

有価証券報告書の
訂正報告書

事業年度
(第48期)

自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

 
平成19年６月27日
関東財務局長に提出。

 

(11)
 

有価証券報告書の
訂正報告書

事業年度
(第49期)

自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日

 
平成19年６月27日
関東財務局長に提出。

 

(12)
 

半期報告書の
訂正報告書

(第50期中)
自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日

 
平成19年６月27日
関東財務局長に提出。
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(13)
 

有価証券報告書の
訂正報告書

事業年度
(第50期)

自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日

 
平成19年６月27日
関東財務局長に提出。

 

(14)
 

半期報告書の
訂正報告書

(第51期中)
自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日

 
平成19年６月27日
関東財務局長に提出。

 

(15)
 

有価証券報告書の
訂正報告書

事業年度
(第51期)

自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日

 
平成19年６月27日
関東財務局長に提出。

 

(16)
 

半期報告書の
訂正報告書

(第52期中)
自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日

 
平成19年６月27日
関東財務局長に提出。

 

(17)
 

有価証券報告書の
訂正報告書

事業年度
(第52期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

 
平成19年９月20日
関東財務局長に提出。

 

(18)
 

意見表明報告書
 

   
平成19年11月28日
関東財務局長に提出。

日本たばこ産業株式会社による株式公開買付に対する意見表明報告書であります。
 

(19)
 

臨時報告書
 

   
平成20年１月８日
関東財務局長に提出。

 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号の規定に基づき提出した
ものであります。

 

(20)
 

臨時報告書
 

   
平成20年３月14日
関東財務局長に提出。

 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づき提出したものであり
ます。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
 

 
平成１９年６月２８日

 
株　式　会　社　加　ト　吉
 
取　締　役　会　 御　中

 

み　す　ず　監　査　法　人

 

指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　西　野　吉　隆

 

指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　長　野　秀　則

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社加ト吉の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社加ト吉及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

１．重要な後発事象１．に記載されているとおり、関連会社である株式会社アーバンフーズは、平成１９年５月

２８日東京地方裁判所に破産手続開始を申立て、同日、同裁判所は同社に対し破産手続開始決定をした。

２．重要な後発事象２．に記載されているとおり、子会社加ト吉水産株式会社に対し、株式会社みずほ銀行から

訴訟を提起されている。

３．重要な後発事象３．に記載されているとおり、子会社加ト吉水産株式会社に対し、茶谷産業株式会社から訴

訟を提起されている。

４．重要な後発事象４．に記載されているとおり、会社は平成１９年５月２５日付で、中国事業の実行責任者で

あった前代表取締役会長兼社長加藤義和氏（平成１９年４月２４日辞任）と、同氏を資産譲受人及び債務引

受人とする「資産譲渡契約」及び「債務引受契約」を締結した。

５．重要な後発事象５．に記載されているとおり、平成１９年６月２０日、一部報道機関により、子会社株式会社

北海道加ト吉が製造した牛肉コロッケから豚肉が検出されたとの報道が行われた。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上
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（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成20年６月19日

株式会社加ト吉

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　山　　田　　茂　　善　　㊞

   

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　高　　木　　　　　勇　　㊞

   

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　大　　村　　　　　茂　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられている株式会社加ト吉の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度
の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ
シュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者
にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること
を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経
営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、株式会社加ト吉及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終
了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表
示しているものと認める。
 
追記情報
１．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は帳合取引の会計処理について、売上高と仕入高

を両建する「総額表示」から、売上高と仕入高を相殺する「純額表示」に変更した。
２．重要な後発事象５．に記載されているとおり、会社は平成20年４月18日の全部取得条項付普通株

式の全部取得及びＡ種種類株式交付の効力発生日に、日本たばこ産業株式会社の完全子会社とな
るため、平成20年４月14日付けで上場廃止となった。

３．重要な後発事象６．に記載されているとおり、会社は水産事業本部が営む水産加工品事業及び連
結子会社である川万水産株式会社が営む全事業を、同じく連結子会社であり、水産事業を専業と
して営む株式会社グリーンフーズに統合する方向で検討を開始することに合意し、平成20年４月
18日開催の取締役会において、基本合意書を締結することを決議した。

４．重要な後発事象７．に記載されているとおり、親会社である日本たばこ産業株式会社の食品事業
部及び調味料事業を会社へ統合することとなった。本統合は平成20年７月１日を予定しており、
業務プロセスの統合については平成20年度中の完了を目処としている。

 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 

以　上
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(※)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
 

 
平成１９年６月２８日

 
株　式　会　社　加　ト　吉
 
取　締　役　会　 御　中

 

み　す　ず　監　査　法　人

 

指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　西　野　吉　隆

 

指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　長　野　秀　則

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社加ト吉の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第５２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査

を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のため

の合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社加ト吉の平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

１．重要な後発事象１．に記載されているとおり、関連会社である株式会社アーバンフーズは、平成１９年５月

２８日東京地方裁判所に破産手続開始を申立て、同日、同裁判所は同社に対し破産手続開始決定をした。

２．重要な後発事象２．に記載されているとおり、会社は平成１９年５月２５日付で、中国事業の実行責任者で

あった前代表取締役会長兼社長加藤義和氏（平成１９年４月２４日辞任）と、同氏を資産譲受人及び債務引

受人とする「資産譲渡契約」及び「債務引受契約」を締結した。

３．重要な後発事象３．に記載されているとおり、平成１９年６月２０日、一部報道機関により、子会社株式会社

北海道加ト吉が製造した牛肉コロッケから豚肉が検出されたとの報道が行われた。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 
 

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成20年６月19日

株式会社加ト吉

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　山　　田　　茂　　善　　㊞

   

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　高　　木　　　　　勇　　㊞

   

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　大　　村　　　　　茂　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられている株式会社加ト吉の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第53期事業年
度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査
を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対
する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求
めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監
査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社加ト吉の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営
成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

１．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は帳合取引の会計処理について、売上高と仕入高
を両建する「総額表示」から、売上高と仕入高を相殺する「純額表示」に変更した。

２．重要な後発事象４．に記載されているとおり、会社は平成20年４月18日の全部取得条項付普通株
式の全部取得及びＡ種種類株式交付の効力発生日に、日本たばこ産業株式会社の完全子会社とな
るため、平成20年４月14日付けで上場廃止となった。

３．重要な後発事象５．に記載されているとおり、会社は水産事業本部が営む水産加工品事業及び連
結子会社である川万水産株式会社が営む全事業を、同じく連結子会社であり、水産事業を専業と
して営む株式会社グリーンフーズに統合する方向で検討を開始することに合意し、平成20年４月
18日開催の取締役会において、基本合意書を締結することを決議した。

４．重要な後発事象６．に記載されているとおり、親会社である日本たばこ産業株式会社の食品事業
部及び調味料事業を会社へ統合することとなった。本統合は平成20年７月１日を予定しており、
業務プロセスの統合については平成20年度中の完了を目処としている。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
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以　上
 
 

(※)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。
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